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CSR Report 2006

事業活動を通じてのCSR（積極的CSR）

　基本理念である「人びとの “いのち” と “くらし” に貢献します」を実現し、多様なステークホルダーにとっての

企業価値を向上させることが、事業活動を通じての「CSR」であると考えています。

CSR重点活動（基盤的CSR）

　当社グループの事業活動自体が、地球環境・地域社会に影響を与えることを認識し、

「コンプライアンスの徹底」「社員の個の尊重」「レスポンシブル・ケア※2の推進」「社会との共生」を

「CSR重点活動」と捉えて、事業活動を行っています。

※1 "Corporate Social Responsibility" の略で、「企業の社会的責任」と一般的に訳されている。

※2 化学物質を扱う企業が、化学物質の開発から製造・物流・使用・最終消費を経て廃棄に至る過程において、自主的に「環境・安全・健康」を

 確保するとともに、活動の成果の公表を通じて社会との対話・コミュニケーションを図る活動。 2006年4月現在、世界52カ国で展開されている。

国内外の
一般市民

株　主

地域社会お取引先

お客様

社　員

お客様の満足と
信頼向上

株主還元

共存共栄

社会貢献
働きがい
能力向上

公正な取引

地球環境との
調和

企業価値の向上

人びとの“いのち”と“くらし”
に貢献

コンプライアンスの

徹底

● 法令・社内規定などの

遵守

● 高い倫理観に基づく行動

● 地域の文化・慣習、

人権の尊重

社員の個の尊重

● 能力を十分に発揮

できる職場

● 働きがいのある職場

レスポンシブル・ケアの

推進

● 環境保全、保安防災、

製品安全

● 労働安全衛生、健康

● 社会との

コミュニケーション

社会との共生

● 公正な情報開示

● 経営資源を活かした

社会貢献
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旭化成グループのCSR※１の考え方
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C O N T E N T S

  本レポートの概要

報告期間

2005年度（2005年4月～2006年3月）

報告組織

持株会社である旭化成株式会社および同社の連結子会社。なお、

レスポンシブル・ケア（RC）活動に関する報告については、同活動

を実施している国内のグループ会社（

▲

P71-72）を対象としてい

ます。

事業セグメント別の報告については、7つの事業会社に対応した

セグメントに、「サービス・エンジニアリング等」を加えた8事業区

分で報告しています。

発行日

　2006年6月。なお、次回レポートの発行は、2007年6月を予定

しています。

参考ガイドライン

本レポートは、GRI「サステナビリティ・リポーティング・ガイド

ライン（2000年）」、環境省「環境報告書ガイドライン（2003年）」

などのガイドラインを参考にしています。

 主なコミュニケーション媒体

旭化成グループのホームページ

　www.asahi-kasei.co.jp

CSRレポート（レスポンシブル・ケア報告書）

　www.asahi-kasei.co.jp/asahi/jp/csr

　前回レポート（レスポンシブル・ケア報告書）については、

　2005年6月に発行しました。

アニュアルレポート

　www.asahi-kasei.co.jp/asahi/jp/ir/annual

知的財産報告書

　www.asahi-kasei.co.jp/asahi/jp/aboutasahi/ip_report_pdf

旭化成延岡展示センター　

　〒882-0847 宮崎県延岡市旭町6丁目4100番地（向陽倶楽部内）

　TEL：0982（22）2070　FAX：0982（22）4106

セグメント 事業会社名※

ケミカルズ 旭化成ケミカルズ（株） 他28社

ホームズ 旭化成ホームズ（株） 他20社

ファーマ 旭化成ファーマ（株） 他 3社

せんい 旭化成せんい（株） 他18社

エレクトロニクス 旭化成エレクトロニクス（株） 他 7社

建材 旭化成建材（株） 他 8社

ライフ＆リビング（L&L） 旭化成ライフ＆リビング（株） 他 3社

サービス・エンジニアリング等 
 

15社
（S&E等）

〈事業区分〉

※ 一部の連結子会社は複数のセグメントをまたがっています。
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レスポンシブル・ケアの推進 20

　旭化成グループのレスポンシブル・ケア 21

　環境保全 25

　保安防災 33

　労働安全衛生 35

　健康 38

　製品安全 41

　化学物質の管理 43

　RC教育 45

　環境・安全投資 47

社員の個の尊重 48

　人財理念の制定 49

　雇用機会均等と多様性 50

　能力開発支援と人事ローテーション 53

　労使のコミュニケーション 53

社会との共生 54

　ステークホルダーとのコミュニケーション体制 55

　株主・投資家とのコミュニケーション 56

　お客様とのコミュニケーション 57

　お取引先とのコミュニケーション 59

　地域社会とのコミュニケーション 60

　社会への貢献 61

第三者評価・表彰・認証 65

基礎データ 69

レスポンシブル・ケア実施部場一覧 71
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地球環境・社会と調和した健全な事業活動を通じて、

人びとの“いのち”と“くらし”に貢献し、

企業価値を持続的に高めることを目指します。



旭化成グループの社会的責任

旭化成は、“最善の生活資料を最低廉価に然も豊富に給し、大衆文化の向上を念する”を創業理念として1931年設立され、

繊維や化学基礎原料を中心に事業をスタートしました。その後、石油化学製品、電子部品・材料、医薬・医療、住宅・建

材へと多角化を進め、現在の事業構成に至っています。

2001年、「旭化成工業株式会社」から「旭化成株式会社」への社名変更に合わせて、基本理念を「科学と英知による

絶えざる革新で、人びとの“いのち”と“くらし”に貢献します」に改定しました。この基本理念を実現し、私たちの事業活

動にかかわりあるすべての人びとに貢献することが、当社グループの社会的責任（CSR）であると考えています。

地球環境・社会と調和した健全な事業活動を推進します

環境・安全マネジメントシステムであるレスポンシブル・ケア活動を1995年から開始するとともに、企業倫理委員会を

1998年に発足させるなど、当社グループはCSRの枠組みで議論される様々な課題に対して以前から取り組んできました。

当社グループは、包括的かつ戦略的にCSRに取り組むため、2005年4月に持株会社社長を委員長とするCSR推進委員会

を発足させました。同委員会にて、当社のCSRのフレームワークを構築し、その中で「コンプライアンスの徹底」「社員

の個の尊重」「レスポンシブル・ケアの推進」「社会との共生」をCSR重点活動として、全社横断的に取り組むことを決定

しました。

今後の課題

2006年度を初年度とする新中期経営計画「Growth Action - 2010」では、私たちの事業活動の海外展開を促進し、

世界の人びとに貢献できる企業グループへ飛躍することを目標の一つとしています。

海外事業比率の増加に伴いステークホルダーの国際化が想定され、国際ルールおよび各地域のルールに従った事業

活動を推進することが、持続的成長を実現するうえでの課題であると認識しています。今後、CSR推進委員会を中心

に、CSR重点活動を各地域で徹底できるよう、推進体制の強化を図っていきます。

本レポートでは、社会性報告を拡充し、名称についても「レスポンシブル・ケア報告書」から「CSRレポート」に変更

しました。当社グループのCSR活動全般についてご理解いただく一助となれば幸いです。

4

代表取締役社長

CSR推進委員会委員長

経営方針

1. 私たちは、お客様の視点に立って共に考え、新しい価値を創造します。 

2. 私たちは、社員の個を尊重し、働きがいとチームワークを大切にします。  

3. 私たちは、国際的な高収益企業を目指し、株主及びかかわりある人びとに貢献します。 

4. 私たちは、地球環境との調和に努め、製品と事業活動における安全を確保します。 

5. 私たちは、良き企業市民として法と社会規範を守り、社会と共に歩みます。

基本理念
私たち旭化成グループは、科学と英知による絶えざる革新で、

人びとの“いのち”と“くらし”に貢献します。

旭化成グループ理念

2001年1月制定

トップ・メッセージ
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7つの事業会社が事業活動を行っています

当社グループは、中核となる事業会社である、旭化成

ケミカルズ（株）、旭化成ホームズ（株）、旭化成ファーマ

（株）、旭化成せんい（株）、旭化成エレクトロニクス（株）、

旭化成建材（株）、旭化成ライフ&リビング（株）と、それ

ら7つの事業会社の株式を100%保有する旭化成（株）か

らなる「分社・持株会社制」をとっています。

7つの事業会社は、それぞれの事業環境の変化に対応

した「自主自立経営」を行い、一方、持株会社は、「グルー

プ全体戦略の立案」「グループ資源配分の最適化」「グ

ループ経営執行の監督」を役割として担うとともに、多

様な事業領域を融合した「新規事業の創出」に注力してい

ます。

旭化成グループの事業活動
私たち旭化成グループは、科学と英知による絶えざる革新で、

人びとの“いのち”と“くらし”に貢献します。

旭化成

ケミカルズ

旭化成

ホームズ

旭化成

ファーマ

旭化成

せんい

旭化成

エレクトロニクス

旭化成

建　材

旭化成

ライフ＆リビング

グループ全体戦略の立案 グループ資源配分の最適化 グループ経営執行の監督 新規事業の創出

旭化成株式会社

旭化成グループの事業体制

ホームズケミカルズ

エレクトロニクスせんいファーマ

ライフ＆リビング建材

〈事業会社〉

〈持株会社〉
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セグメント別の事業概要

旭化成の製品・技術は、こんなところに使われています

ケミカルズ

ファーマ

せんい

エレクトロニクス

建材

ライフ＆リビング

サービス・エンジニアリング等

有機・無機工業薬品、合成樹脂、合成ゴム、高度化成肥料、塗料原料、ラテックス類、医薬・食品用添加剤、火薬類、感光性樹脂・

製版システム、分離膜・交換膜等を用いたシステム・装置などの製造、加工および販売

戸建住宅「ヘーベルハウスTM」、集合住宅「ヘーベルメゾンTM」などの設計・監理・請負、リフォーム事業、不動産流通事業、

都市開発事業（分譲マンションなど）、宅地開発事業、金融事業

医療用医薬品、医療機器（人工腎臓など）、医薬品原料、飼料添加物、診断薬などの製造、販売

ポリウレタン弾性繊維「ロイカTM」、不織布（スパンボンド「エルタスTM」、人工皮革「ラムースTM」、

キュプラ不織布「ベンリーゼTM」など）、セルロース繊維「ベンベルグTM」、ポリエステル長繊維などの製造、加工および販売

感光性ポリイミド樹脂「パイメルTM」、感光性ドライフィルムレジスト「サンフォートTM」、ホール素子、半導体集積回路、

プリント基板用ガラス長繊維織物などの製造、販売

軽量気泡コンクリートパネル（「ヘーベルTM」など）、パイル、断熱材（「ネオマTMフォーム」など）、人工魚礁などの製造、

販売

「サランラップTM」、「ジップロックTM」、各種フィルム・シート、発泡体などの製造、加工および販売

エンジニアリング事業、人材派遣･紹介事業、シンクタンクなど

ホームズ

携帯電話の電子部品・材料

液晶テレビの電子材料

医療用医薬品・医療機器

「サランラップTM」
などの生活関連製品

オムツの不織布

住宅の
外壁材・断熱材

エンジン・外装などの
エンジニアリング樹脂

タイヤの合成ゴム

シートの人工皮革・繊維

磁気センサーなどの
電子部品

衣類の繊維

戸建住宅
「ヘーベルハウスTM」



白老地区

友部工場

壬生工場

■東京本社

川崎地区

大仁地区

富士地区

名古屋工場

鈴鹿地区

■
大阪本社

和歌山工場

守山地区

穂積地区
滋賀工場

岩国工場

筑紫野工場

大分地区

延岡地区

千葉地区

境地区

埼玉工場

群馬工場

水島地区

上尾工場

小野工場
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合計

億円

合計

億円

ケミカルズ
億円

ケミカルズ
億円

ホームズ
億円

ホームズ
億円

ファーマ
億円

ファーマ
億円

せんい
億円

せんい
億円

建材 億円 建材
億円

エレクトロニクス
億円 エレクトロニクス

億円

ライフ＆リビング
億円

ライフ＆リビング
億円 等

億円         
等
億円         

※消去又は全社▲63億円を除く比率

セグメント別の現状

1931年に設立された旭化成は、“最善の生活資

料を最低廉価に然も豊富に給し、大衆文化の向上を

念する”を創業理念とし、セルロース繊維「ベンベ

ルグTM」や化学基礎原料を中心に事業をスタートさ

せました。その後、石油化学製品、電子部品・材

料、医薬・医療、住宅・建材へと多角化を進め、現

在の事業構成に至っています。

地域別の現状

当社グループは、事業の基礎を築いた宮崎県延岡

市をはじめとして、岡山県倉敷市、静岡県富士市、

神奈川県川崎市など、国内23ヵ所の主要生産拠点

を有します。また、海外については、海外連結売上高

は3,732億円（対連結売上高25％）、海外主要生産

拠点は25ヵ所、海外従業員数は1,450人（6％）と

なっています。

セグメント別
2005年度売上高構成比率

地域別
2005年度売上高構成比率

地域別
2005年度従業員構成比率

セグメント別
2005年度営業利益構成比率※

中国、韓国、
台湾 億円

東南アジア、
欧米など

億円

日本
兆 億円

合計

億円

日本を除くアジア

日本

欧米

合計

人

国内主要生産拠点および連結子会社

日　本 78社
アジア（除く日本） 11社
欧　州 9社
北　米  7社
合　計  105社

連結子会社（2006年3月31日現在）
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セグメント別
2005年度設備投資構成比率

セグメント別
2005年度研究開発費構成比率

中期経営計画「Growth Action - 2010」のもと、持続的事業成長を目指します

2010年度を最終目標とする新中期経営計画「Growth Action - 2010」を策定し、

2006年4月より実行に移しました。

同計画では、蓄積した多彩な技術、多面的な事業モデル、多様な市場アクセス力を活

用して、成熟した国内経済に制約されないグローバルに展開できる新事業を創出し、企

業価値およびブランド力の向上を目指します。このため、700～800億円（／年）の従

来の投資に加えて、2010年までに最大4,000億円規模の戦略的な投資の実施を予定し

ています。

なお、2010年度の計数目標は、連結売上高1兆8,000億円、 連結営業利益1,500

億円、株主資本利益率（ROE）10％以上です。

Growth Action - 2010の実現

企業価値
ブランド力の

向上

人びとの

“いのち”と“くらし”に

貢献

旭化成グループ理念の実現
事業の

拡大

グローバル展開

新規事業創出

事業の

高度化

高付加価値化

サービス化

旭化成（株）

取締役 兼 副社長執行役員

（経営戦略・経理財務担当）

伊藤  一郎

「Growth Action - 2010」　～新たなる成長への挑戦～

売上高 営業利益・当期純利益
[ 億円 ]

（実績） （目標） （目標）（目標） （目標）

[ 億円 ]

（実績）

■営業利益

■当期純利益

セグメント別
従業員構成比率（2006年3月31日現在）

ケミカルズ
名

持株会社
名

ファーマ
名

建材 名

エレクトロニクス
名 

ライフ＆リビング
名

等
名        

ホームズ
名

合計

名
せんい

名

「Growth Action - 2010」の計数目標

合計

億円

ケミカルズ
億円

ファーマ 億円

建材 億円

エレクトロニクス
億円

ライフ＆リビング
億円

全社又は消去
億円

等
億円         

せんい
億円

ホームズ
億円

合計

億円

ケミカルズ
億円

ホームズ
億円

ファーマ
億円

せんい
億円

建材
億円

エレクトロニクス
億円

ライフ＆リビング
億円

全社又は消去
億円

等
億円
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独自開発による新「屋上緑化システム」の積極展開

旭化成ホームズは、従来のシステムとは異なる新

たな「屋上緑化システム」を独自に開発し、2005年

1月から販売を開始しました。

オリジナル人工軽量土壌や基盤構造などを用いた

軽量化と、永続的土壌環境の実現により、植物や微

生物の生態系循環と菜園（葉菜）に必要とされる土厚

20cmを実現しました。さらに、植物に必要な水の

大半を雨水で賄うことが可能な仕組みをもっていま

す。また、屋上緑化は夏期の室内温度の上昇を抑え、

都市部のヒートアイランド現象の抑制効果だけでな

く、人に対する癒し効果も期待できます。

ペットボトル換算で8,000万本分をポリエステル原料に再生

回収されたポリエステル繊維製品やペットボトルを分子レベルまで細か

くし、石油からできたものと同じ純度のポリエステル原料に再生する技術

をもつ旭化成せんい。

同社は、2005年度には、500mlペットボトル換算で約8,000万本分

の回収原料（sP69）を、約2,400トンのポリエステル原料に再生しま

した。これらは、再生ポリエステル繊維「エコセンサーTM」や土木資材な

どに用いられる不織布の原材料になります。

H I G H L I G H T  2 0 0 5

「第15回地球環境大賞」において「大賞」を受賞

旭化成グループは2006年4月25日、「第15

回地球環境大賞（フジサンケイグループ主催：

世界自然保護基金ジャパン特別協力）」におい

て「大賞」を受賞しました。

環境・安全マネジメントシステムであるレス

ポンシブル・ケアを推進し、とくに地球温暖化

防止の取り組みでは、温暖化の原因とされる温

室効果ガスを2004年度は、1990年度（基準年

度）より約50％削減したことなどが高く評価さ

れました。また、子供向けのエコ生活支援プロ

グラムを提供するなど、次世代育成や社会貢献

に積極的に取り組んだ点も受賞の理由となりま

した。

再生ポリエステル繊維
「エコセンサーTM」を使用した
スポーツウエア

温室効果ガスの一つである亜酸化窒素
（N2O）の分解装置（ナイロン原料の製造
工程）

戸建住宅
「へーベルハウスTM」
の屋上緑化例
（岐阜県多治見展示場）

旭化成ホームズ（株）
技術総部　施工技術部

野田  信也

屋上庭園の緑化システムで

ニッポンの自然を増やします！

秋篠宮同妃両殿下ご臨席の授
賞式で、受賞者代表スピーチ
をする社長  蛭田
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「地中熱冷暖房システム」が環境大臣表彰を受賞

旭化成ホームズは、 2005年12月15日に「地中熱冷暖房シ

ステムの開発」により平成17年度地球温暖化防止活動環境大

臣表彰（技術開発・製品化部門）を受けました。

同システムは、夏期には外気温よりも温度が低く、冬期に

は外気温よりも温度が高い地中熱を熱源に利用する冷暖房シ

ステムであり、省エネルギー効果に加えて、従来のヒートポ

ンプエアコンのように冷房時の排熱を外気に放出しないこと

から、都市部で問題となっているヒートアイランド現象に対

する高い抑制効果も期待されます。

「サランラップTM」は、2005年12月に国土交通省認定の

「エコレール マーク」を取得しました。

「エコレール マーク」とは、二酸化炭素の排出量がトラック

の8分の1である鉄道輸送を製品物流に積極的に活用し、環境

負荷低減に取り組んでいる企業・商品に対し、カタログなどに

同マークの表示を認めるものです。なお、「サランラップ」

を扱う旭化成ライフ＆リビングおよびサランラップ販売（株）

についても、企業認定の基準をクリアし同マークを取得しま

した。

生分解性プラスチック容器

「グリーンプロマックスTM」が“愛・地球博”に採用

旭化成パックス（株）の生分解性プラスチック容器「グリーンプ

ロマックスTM」が、2005年3月～9月に開催された愛知万国博覧

会（愛称：“愛・地球博”）で使用されました。

「グリーンプロマックス」は、石油ではなく、トウモロコシから

製造されるポリ乳酸樹脂を主原料とし、土壌に埋めると微生物の

働きで水と二酸化炭素に分解される特徴をもっています。

旭化成パックス（株）　群馬工場

安形  公一

「エコレール マーク」
が印字された
「サランラップTM」の
段ボール箱

これ、実はトウモロコシから

できているんです

国土交通省認定
「エコレール マーク」

「サランラップTM」が国土交通省認定「エコレール マーク」を取得

小池 百合子環境大臣（左）から賞状を受ける
旭化成ホームズ（株）副社長執行役員 佐藤 克彦

地中熱冷暖房システムの仕組み

夏期：熱を地中に放出 冬期：熱を地中から取り込む
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東京証券取引所主催

「第11回ディスクロージャー表彰」を受賞

旭化成は、（株）東京証券取引所が主催する「第11回ディスク

ロージャー表彰」を2006年1月17日に受賞しました。適時適切

に丁寧でわかりやすく、情報開示に積極的に取り組んでいる企業

として、上場している国内企業2,191社の中で受賞7社の1社と

して選ばれました。

世界柔道選手権大会90kg級にて、金メダルを獲得

2005年9月にエジプトで開催された第24回世界柔道選手権大会

にて、当社柔道部の泉浩が、90kg級で金メダルを獲得しました。

2回戦で右肘を負傷しながらも、粘りの柔道で勝ちあがり、決勝戦で

は相手が強引に放った内股を泉が反対に返して「有効」をとり、最後は

大内刈で「一本勝ち」を収めました。

西室泰三東京証券取引所社長兼会長（左）より、
受賞盾を受ける社長  蛭田

優勝した 泉 浩
（写真提供：アフロスポーツ）

陸上競技大会「ゴールデンゲームズ in のべおか」を後援

当社が後援している陸上競技大会「ゴールデンゲームズ in

のべおか」は、中学生から日本陸上界トップクラスの選手までが

出場する記録会で、1990年の第１回大会では、約100人の選手

が出場し約2,000 人の観客を集めました。

以来、「アスリートタウン構想」を掲げる延岡市や市民ボラン

ティアの支援を受け、第16回目となった2005年5月の大会で

は、約700人の選手が出場し、約2万5千人の観客が集まる日本

有数の陸上競技大会に成長しました。 ゴールデンゲームズ in のべおか

モノづくりの魅力を伝えるインターンシップを実施

生産プロセスについて指導を受けるインターン

当社グループは、モノづくりの魅力を伝えるため、2004年から生産技術インターンシップを開始

し、2回目となる2005年には、高専生29名、大学・大学院生15名、計44名を、インターンとして7

～19日間受け入れました。

今年度のインターンは、実際の現場で与えられた生産技術に関する課題について検討し、最終日には

検討内容を発表しました。

　「サランラップ」という身近な製品

が作り出されていく現場だからこそ、

モノづくりのおもしろさや大学と企業

での研究の違いなど、普段の生活では

味わえないことをたくさん体験するこ

とができました。インターンシップで

の3週間は、その後の研究や就職活動に

対しての姿勢や考え方に大きな意味を

与えてくれた有意義な体験でした。

インターンシップに参加して

大学院　工学研究科

手塚  美穂 さん



12

CSR推進体制
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　CSR重点活動（基盤的CSR）への取り組み 13

　コンプライアンスの徹底 15

　リスクマネジメント 17

　コーポレート・ガバナンス 18
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CSR重点活動（基盤的CSR）への取り組み

「コンプライアンスの徹底」「社員の個の尊重」「レスポンシブル・ケアの推進」「社会との共生」の4項目をCSR重点活動

としてグループ全体で取り組み、地球環境・地域社会と調和した事業活動を目指しています（sＰ1）。

2005年度の主な活動実績と、2006年度行動計画・方針

全般

コンプライアンスの徹底

P15

社員の個の尊重

P48

レスポンシブル・ケアの推進

P20

社会との共生

P54

情報開示

社会貢献

CSRのフレームワーク・方針の策定

CSR推進委員会の設置

危機管理委員会の設置

内部通報制度の導入

内部統制整備プロジェクトの発足

「人財理念」の制定

次世代育成支援対策推進法に沿った行動計画の策定

189人が育児休業を取得

5日間有給にするなど、育児休業制度を改定

子供が生まれた男性の育児休業取得率が38％に向上

P22に詳細を表示

約1,000人のアナリスト・投資家とミーティング

購買調達方針の策定

6,000人以上の地域住民の皆様と交流

各生産地区にて、定期的にお取引先と交流会を実施

レスポンシブル・ケア報告書（和・英）の発行 P2

アニュアル・レポート（和・英）の発行 〝

社会貢献委員会の設置

社会貢献方針の策定

約450人の中学生が当社主催の出前授業を受講

モノづくリの魅力を伝えるインターンシップを実施 P11

陸上競技大会「ゴールデンゲームズ in のべおか」を開催 〝

世界柔道で、当社社員が金メダルを獲得 〝

グローバルなCSR経営の推進

リスクマネジメント体制の強化

海外コンプライアンスの推進

「人財理念」の浸透と定着

社員のワークライフバランスの推進

（次世代育成支援対策推進法の行動計画の

実行など）

P22に詳細を表示

非財務情報開示の拡充

社会貢献統一コンセプト・テーマの策定

社会貢献重点活動の拡大

Ｃ
Ｓ
Ｒ
重
点
活
動

2005年度の主な活動実績 2006年度計画・方針

コンプライアンスの

徹底

● 法令・社内規定などの

　遵守

● 高い倫理観に基づく行動

● 地域の文化・慣習、

人権の尊重

社員の個の尊重

● 能力を十分に発揮

できる職場

● 働きがいのある職場

レスポンシブル・ケアの

推進

● 環境保全、保安防災、

製品安全

● 労働安全衛生、健康

● 社会との

コミュニケーション

社会との共生

● 公正な情報開示

● 経営資源を活かした

社会貢献

C
S
R
重
点
活
動

（
基
盤
的
C
S
R
）
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2005年4月に新設した持株会社社長を委員長とする

「CSR推進委員会」は、旭化成グループのCSRの枠組みを

構築し、そのなかで当社グループが重点的に取り組むべき

活動を、2005年11月に「CSR重点活動」として特定しま

した（sP1）。

CSR推進委員会がグループ全体の方針・計画を策定し、

法令遵守全般を担当する「企業倫理委員会」、環境・安全

活動を担当する「レスポンシブル・ケア委員会」などの下

位委員会が、具体的なCSR活動を行います。 また、新設の
2005年11月に開催された第2回CSR推進委員会

当社グループは、コンプライアンス、社会貢献などのCSR活動に、長期間、広範

囲にわたって取り組んできておりますが、それぞれがバラバラで個別的な活動にと

どまっていました。 

今後は、CSR推進委員会のもと、包括的かつ戦略的にCSRに取り組み、その実

効を高めるとともに、私たちの活動をタイムリーに社内外に公表し、ステークホル

ダーとの信頼関係を強化していきます。

旭化成（株）
取締役 兼 常務執行役員
CSR推進委員会 事務局長

渋川  賢一

社　長 CSR推進委員会 ● 企業倫理に関する方針・行動基準の策定
● 企業倫理教育の推進、内部通報制度の運用

● 一元的な方針、
活動計画の策定

● 各委員会への指導、助言
● CSRレポートの作成
● 社外評価モニタリング
● 広報、IRと連携した
CSR情報開示

企業倫理委員会 P15

● 環境安全、製品安全、保安防災等の計画・実績の審議

レスポンシブル・ケア（RC）委員会 P23

● 独禁法遵守徹底のため、製品価格一斉改定の事前調査

市場委員会 P15

● 輸出関連諸法令遵守の徹底

輸出管理委員会※

● 顕在化したまたは潜在的な危機に応じた対応計画、対処方法の策定

危機管理委員会 P17

● 社会貢献活動の方針、活動計画、対処方法の策定

社会貢献委員会 P61

CSR推進組織

CSR推進委員会を新設し、CSRのフレームワークを構築

「危機管理委員会」は首都直下型地震などのクライシス発生への対処方法を策定し、「社会貢献委員会」は

社会貢献活動をグループ全体で推進していきます。

体系的にCSRに取り組んでいきます

CSR推進体制

※ 2005年度については、本委員会を開催する要件はなく、本委員会は開催されませんでした。なお、輸出管理の定常業務については、輸出管理・コンプ

ライアンス室において遂行されました。
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コンプライアンスの徹底

法令などの社会的規範、社内規定等を遵守するとともに、地域の文化・慣習、人権を尊重し、

また、高い倫理観に基づいて行動することにより、世界の人々から信頼される企業であり続けます。

企業倫理委員会による包括的な法令等遵守状況のモニタリング

1998年7月に設置された企業倫理委員会は、グループ全体のコンプライアンス教育や法令遵守状況の包括的なモニ

タリングを行うとともに、問題点の抽出、改善策の検討を行っています。

2005年8月に開催された同委員会では、グループ各社で実施された教育プログラム、法令等遵守状況、セクシュア

ルハラスメント、「下請法」「個人情報保護法」対応などについて議論されました。

● 内部通報制度（コンプライアンス・ホットライン）の導入状況

当社グループでは、2005年4月に内部通報

制度を導入しました。 コンプライアンス違反

と疑われる情報を速やかに収集し対策を講じ

ることで、企業倫理に反する行動を排除する

ことを目的としています。 通報手段はイントラ

ネットと封書があり、匿名、実名いずれでも

受け付けています。

なお、通報者に対し、通報を理由とした不

利益な取り扱いが行われないための措置を講

じています。

内部通報制度運用例
（匿名でイントラネット通報し、通報内容が事実であった場合）

事務局

担当役員

通報者
（匿名可）

通報 調査

是正指示

発生部場

通
報
内
容
報
告

調
査
指
示

当社は、独占禁止法遵守のため、1976年に「市場委員会」を設置しました。価格カルテル等の同法違反防止の観点

から、製品の販売価格を一斉に改定する際には、同委員会での付議および承認を必要としています。  

　なお、  2005年度に同委員会は、合計24回開催されました。

市場委員会による価格カルテル等の独占禁止法違反の防止

企業倫理に関する方針

1. 価値創造と社会貢献

2. 環境・安全・健康への配慮

3. 社会的規範の遵守

4. 反社会的勢力の排除

5. 個人の人格の尊重

6. 経営の透明性の確保

7. 情報と知的財産の尊重

8. 企業倫理の実践
企業倫理に関する方針・
行動基準（冊子） 

1998年8月に制定した「企業倫理に

関する方針・行動基準（2005年4月改

定）」は、役員および社員一人ひとりが

日々の行いで心がけるべき事柄をまとめ

たものです。 同方針は「旭化成グループ

理念」に沿って事業活動を行ううえで守

るべき方針であり、同行動基準は方針を

遂行するための具体的行動基準です。

同方針・行動基準は、英語、フランス

語、中国語に翻訳され、出資比率50%を

超える子会社に適用しています。

「企業倫理に関する方針・行動基準」の制定
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私
の
部
署
で
は
、
こ
う
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

CSR推進体制

事務所内のお客さまの住所・氏名・電話番号などが記載されて

いる機密書類は、「シュレッダー専用箱」に保管し、月１回委託業

者へ廃棄処分を依頼します。もちろん、裏紙は使用しません。

また、職場のノート型パソコンには、盗難防止のためチェ－

ンを施し、全端末にパスワード付スクリーンセーバーを設定し

ています。何が「個人情報」にあたるかを理解し、個人情報を

適切に保護・利用することを心がけています。

個人情報についての認識を徹底し、慎重に保護

旭化成ホームズ（株） 

埼玉・北関東営業本部　新井  芳

資材などを購入するにあたって、資本金規模や取引形態を

チェックし、下請法の対象取引にあたらないか、違反が生じる可

能性はないかを確認するよう努めています。

また、公正取引委員会が定期的に開催している講習会に参加し、

受講時に配布されるテキストの内容に沿ってチェック作業を行う

ことが、下請法を遵守するうえで、大きな役割を果たしていると

感じています。

「下請法」遵守を常に心がけています

旭シュエーベル（株）

企画管理部　森  三津彦

一般消費者の方は、コンプライアンスの点で建設業界にあまり

良いイメージをお持ちではないかもしれません。特殊な慣習・風

土が業界にあったとしても、私たちは不公正な行為とは一線を画

し、一般消費者の方から信頼される存在でなければなりません。

そのために社員一人ひとりが正しく法律やルールを理解し、これ

を徹底的に守る風土を醸成する活動を継続的に進めています。

正しい知識と、ルールを徹底して守る風土が基本です

旭化成建材（株）

企画管理部長　小林  宏史

旭化成グループは、取得・利用させていただいている

個人情報の適正な保護を重要な責務と認識し、「個人情報

保護方針」にもとづき個人情報を取り扱っています。

全従業員を対象に、個人情報の保護を含む「情報セ

キュリティハンドブック(冊子)」を配布するとともに、

個人情報の保護に係るEラーニングを実施するなど、情

報管理に関する教育・啓蒙を行っています。

個人情報保護への対応

個人情報保護方針

1.個人情報に適用される個人情報の保護に関する法律そ
の他の関係法令を遵守するとともに、一般に公正妥当
と認められる個人情報の取り扱いに関する慣行に準拠
し、適切に取り扱います。また、適宜、取り扱いの改善
に努めます。

2.個人情報の取り扱いに関する規程を明確にし、社内に
周知徹底します。

3.個人情報の取得に際しては、利用目的を特定して通知
または公表し、その利用目的に従って個人情報を取り
扱います。

4.個人情報の漏洩、紛失、改ざんなどを防止するため、
必要な対策を講じて適切な管理を行います。

5.保有する個人情報について、ご本人からの開示、訂正、
削除、利用停止の依頼を所定の窓口でお受けして誠意
をもって対応します。情報セキュリティハンドブック
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リスクマネジメント

内部統制整備プロジェクトを設置しました

内部統制システムに関しては、2006年5月1日施行の

「会社法」で、「取締役の職務の執行が法令および定款に

適合することを確保するための体制その他株式会社の業

務の適正を確保するために必要なものとして法務省令で

定める体制の整備」に関し大会社の取締役会に決定が義

務付けられ、当社は、2006年5月9日の取締役会で基本

方針を決定しました。

一方、2006年6月に国会で可決した「金融商品取引

法案」によると、「財務報告に係る内部統制の有効性に関

する経営者による評価と公認会計士などによる監査」の

義務化が、2008年4月1日以降に開始する事業年度から

上場会社などに課せられることになります。

このように適切な内部統制システムの整備・運用は、

企業にとって重要課題の一つであり、旭化成グループと

しても、「法令等の遵守」や「財務報告の信頼性の確保」

などの要請に応えつつ経営の品質を更に向上させ、企業

価値をより一層高めるために、グループ一丸となってこ

れに取り組む必要があるとの認識で、2005年10月に

「内部統制整備プロジェクト」を発足して、検討を開始

しました。

その後プロジェクトの検討も進み、標準的な「内部統

制の枠組み」に基づき、当社グループに最も適した文書

化の内容や展開スケジュールなどにつき検討が完了し、

2006年4月から、グループ内での本格的な展開を開始

しました。

危機管理委員会を新設し、 2005年度は地震対策に取り組みました

2005年4月に危機発生後のクライシスマネジメント

を強化するため、経営戦略・経理財務担当役員を委員長

とする「危機管理委員会」を新設しました。

同委員会では、初年度の取り組みとして、首都直下型

地震などの地震対策、平常時の準備事項、地震発生時の

初動対応および業務継続性について検討しました。

リスク情報の掲示画面

リスク対策室を中心としたクライシスマネジメント

重大な事故・事件、問題の発生により当社グループが

重大な損失を被るか、または、当社グループの事業活動

が原因となり社会一般に影響をおよぼしかねないと予測

される状態に対しては、総務部リスク対策室が関係部場

と連絡を取りながら対応します。

2005年度については、海外出張者および海外駐在

員に対するテロや感染症への対応指示やアスベスト問

題への対応を、関係部署と連携し実施しました。

リスク対策室

クライシス局面発生

広報組織を通じ、
情報開示

指示、助言

事実確認、
調整

社員

ステークホルダー

天災（台風、地震など）
環境安全事故災害
テロ、感染症
製品関連事故

社内責任部場対応

リスク対策室の役割
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コーポレート・ガバナンス

コーポレート・ガバナンスに関する基本的考え方

旭化成グループは、企業価値向上を図るため、絶えず経営全体の迅速性と透明性を高めていく必要があると

考えています。「分社・持株会社制」のもと、事業の執行権限と責任を明確化する一方、監督機能の強化を図り、

コーポレート・ガバナンスの充実に努めていきます。

取締役会（月1～2回）

グループ経営の執行状況の監督

グループ基本方針・経営戦略の承認

グループ経営に関する“特に重要な事項”の決定

経営諮問委員会（年2回以上）

社外有識者をメンバーとし、社外の意見を求める

経営戦略会議（月2回）

グループ経営に関する重要事項について審議・決定

CSR推進委員会（年2～3回）

地球環境と社会との調和を重視した事業運営の強化

監査役会（3ヶ月に1回以上）

監査に関する重要事項についての意見交換・協議・決定

コーポレート・ガバナンス体制

旭化成

ケミカルズ

旭化成

ホームズ

旭化成

ファーマ

旭化成

せんい

旭化成

エレクトロニクス

旭化成

建　材

旭化成

ライフ＆リビング

〈持株会社〉

〈事業会社〉

株主総会

監査役会

取締役会 経営諮問委員会 P19

経営戦略会議

CSR推進委員会 P14

会　　長

社　　長

業務監査室

グループ経営会議

グループスタッフ部門

● 資源配分・モニタリング機能

● コンプライアンス・リスク管理機能

● グループ基盤維持機能

新事業開発部門

CSR推進体制
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執行役員制度

事業会社の経営に関する執行権限と責任は事業会社社

長をはじめとする事業会社執行役員が、持株会社および

グループ経営の執行権限と責任は持株会社社長をはじめ

とする持株会社執行役員が担っています。一方、事業会

アサヒビール（株） 相談役 瀬戸　雄三　氏

（財）日本情報処理開発協会 会　長 児玉　幸治　氏

日本電信電話（株） 代表取締役社長 和田　紀夫　氏

東洋大学  経済学部 教　授 白石　真澄　氏

兼子・岩松法律事務所 弁護士 手塚　一男　氏　　　　　

信州大学  経済学部 教　授 真壁　昭夫　氏

旭化成（株） 代表取締役会長 山口　信夫

旭化成（株） 代表取締役社長  兼  社長執行役員 蛭田　史郎

旭化成（株） 取締役  兼  副社長執行役員 伊藤　一郎　　

旭化成（株） 取締役  兼  常務執行役員 渋川　賢一

社外メンバー

社内メンバー

社内オブザーバー

事務局

2005年度については、取締役会、経営戦略会議、

グループ経営会議、監査役会は、ほぼP18に記載した

頻度で開催しました。 また、経営諮問委員会については、 

社社長および事業会社経営の執行状況の監督は持株会社

社長が、持株会社社長およびグループ経営の執行状況の

監督は持株会社の取締役会が行っています。

2回開催し、旭化成グループの経営課題や新中期経営計画

「Growth Action - 2010」について、各メンバーと意

見交換を実施しました。

コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの実施状況

「経営諮問委員会」のメンバー（2006年3月31日現在）



20

レスポンシブル・ケアの推進
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　保安防災 33

　労働安全衛生 35

　健康 38

　製品安全 41

　化学物質の管理 43

　RC教育 45

　環境・安全投資 47
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環境保全

製品安全

健　康労働安全衛生

保安防災

社会との
コミュニケーション

旭化成グループのRC活動

レスポンシブル・ケア（RC）活動とは、化学物質を扱

う企業が化学物質の開発から製造、物流、使用、最終消

費を経て廃棄に至るまで、自主的に「環境・安全・健康」

を確保し、活動の成果を公表し社会とのコミュニケー

ションを図る活動です。

RC活動は1985年にカナダで誕生し、日本では1995

年に日本レスポンシブル・ケア協議会（JRCC）が設立さ

れました。旭化成グループは、JRCC設立に参画し、幹事

会社としてRC活動を積極的に推進してきました。

RC活動は、当社グループの経営基盤の一つであり、

「環境保全」「保安防災」「労働安全衛生」「健康」「製品安全」

と「社会とのコミュニケーション」を6つの柱とし、

化学事業分野にとどまることなく、繊維、建材、住宅、

エレクトロニクス、医薬・医療などの事業分野も含め、

全事業領域において実施しています。これは当社グルー

プのRC活動の特徴でもあります。

旭化成グループのレスポンシブル・ケア

自己決定、自己責

任に基づく自主管理

がRCの精神であり、

単に法令の遵守に満

足することなく、よ

り環境・安全・健康

に配慮した生産活動

を推進しています。

2005年度のRC活動は右表に示した通り、目標を達成

したものがある一方、保安防災と労働安全については、

まだまだ満足できる状態ではありません。2006年度は、

さらに気を引き締めて、RC目標の達成を目指していき

たいと思います。

旭化成(株)
取締役 兼 専務執行役員
(RC担当役員)

甲賀  国男

　環境保全､ 製品安全､ 保安防災及び労働安全衛生・健康は、経営の最重要課題のひとつと認識し､

開発から廃棄に至る製品ライフサイクルすべてにわたり、海外を含めあらゆる事業活動においてこれらに配慮する。

● 技術開発及び製品開発において環境に配慮するとともに、事業活動に伴う環境負荷を低減し、環境保全を図る

● 製品の安全性を評価し、安全情報を提供することで、製品安全を確保する

● 安定操業及び保安防災技術の向上に努め、従業員と地域社会の安全を確保する

● 作業環境の改善と設備の本質安全化に努め、労働災害の防止を図る

● 快適な職場環境の形成に努め、健康保持・増進を支援する

　法を遵守することはもとより、リスクアセスメントの結果にもとづき設定した自らの目標を達成することで、

継続的な改善を図る｡　

　また、積極的に情報を公開し、コミュニケーションを重ねることにより、社会の理解と信頼を得る。

2002年6月4日 改訂

旭化成グループのレスポンシブル・ケア方針
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RC
実施項目

2005年度目標 2005年度結果 達成度
評　価

2006年度目標 中期目標

¡RCコンプライアンスの
充実

¡関係会社へのRC活動の
拡大

¡地域とのコミュニケー
   ションの促進

¡環境汚染事故ゼロの継続
¡ISO14001取得率94%
¡産業廃棄物の最終処分量
を2000年度対比

　55%削減
¡エネルギー原単位の1%削
減（対前年度）

¡PRTR物質、VOC排出量
の削減

¡大気汚染、水質汚濁防止
¡グリーン調達の推進

¡産業事故の撲滅
¡変更管理の運用の徹底
¡老朽化・未点検危険個所
の継続的見直しの実施と
対策

¡引火・爆発・漏洩危険個所
の継続的見直しの実施と
対策

¡保安防災のための計画保
全システムの確実な運用

¡防災体制の整備、機能維
持と向上

¡労働災害の撲滅
　グループ休業災害度数率
≦0.1

　グループ休業災害強度率
≦0.005

¡安全作業基準遵守の徹底
¡ＯＨＳＭＳの導入と定着化
¡アスベスト対策フォロー

¡健康管理体制の整備
¡健康診断要管理者の低減
¡メンタル疾患長期休業者
の低減

¡製品安全事故ゼロの継続

¡RC活動レベルの向上
¡RC範囲の拡大
¡地域とのコミュニケー
ションの促進

¡環境汚染事故ゼロの
継続

¡ISO14001取得率
100%

¡産業廃棄物の最終処分
量を2010年度90%削
減（対2000年度）

¡温室効果ガスの削減
  （物流含む）
¡PRTR物質、VOC排出
量の削減

¡グリーン、CSR調達の
推進

¡環境経営への取り組
み促進

¡産業事故の撲滅
¡変更管理の運用の徹底
¡老朽化・未点検危険個
所の継続的見直しの実
施と対策

¡引火・爆発・漏洩危険個
所の継続的見直しの実
施と対策

¡防災体制の整備、機能
維持と向上

¡物流事故の撲滅

¡労働災害の撲滅
　グループ休業災害度数
率≦0.1

　グループ休業災害強度
率≦0.005

¡安全作業基準遵守の
徹底

¡OHSMSの導入と
定着化

¡健康診断要管理者の
低減

¡メンタル疾患長期休業
者の低減

¡製品安全事故ゼロの
継続

★さらに取り組みが必要★★ほぼ達成、★★★達成、

RC全般

環境保全

▲

P25

保安防災

▲

P33

労働安全
衛　　生

▲

P35

健　　康

▲

P38

製品安全

▲

P41
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¡チェックリストをもとにRC関連の法
規（合計80法令）の見直しを行いま
した。

¡事業会社ごとに海外事業所へのRCの
普及を進めました。

¡ガイドライン制定、説明会の実施など
教育の充実を図りました。

¡事故は発生しませんでした。

¡ISO14001を新たに17事業所が取得
し、取得率90％となり目標を達成し
ました。

¡対前年度1％改善を達成しませんで
した。

¡最終処分量を2000年度対比39％削
減しました。

¡その他の環境パフォーマンスもほぼ改
善しました。

¡グリーン調達への取り組みを開始しま
した。また、購買物流統括部では、
さらにCSR調達へと展開しました。

¡事故1件発生（PSジャパン千葉工場
スチレン漏洩、黒煙発生）。

¡三権機能の体制はできました。今後
は特に環安機能のレベル向上を図り
ます。

¡着実に見直しています。

¡2005年度は約2,000件の見直しを
行いました。

¡2005年度から実質的な運用を開始し
ました。

¡訓練を含め維持向上しました。

¡休業9件休業度数率0.21でした。

¡休業強度率0.005でした。

¡2部場計画通り導入。導入部場は87
％でした。

¡安全作業基準遵守の徹底を推進しまし
た。

¡アスベスト関係の対応をリスク対策室
と共同し対応を取りました（臨時健康
診断/建築物へのアスベスト吹き付け
対策/アスベスト含有ジョイントシー
トの代替など）。

¡独立工場、地方事務所の体制を整備し
ました。

¡大きな変化は見られませんでした。

¡メンタルヘルスケアガイドラインを発
行しました。

¡製品安全事故は、発生しませんで
した。

¡RCコンプライアンスの充実

¡関係会社へのRC活動の拡大

¡RC教育の充実

¡環境汚染事故ゼロの継続

¡ISO14001取得率を90%

¡エネルギー原単位の1%改善
 （対前年度）

¡産業廃棄物の最終処分量を
2000年度対比45%削減

¡その他の環境パフォーマンスの
改善

¡グリーン調達の推進

¡産業事故の撲滅

¡三権（運転、保全、環境安全）
機能強化

¡変更管理の運用の徹底

¡老朽化・未点検危険箇所の継続
的見直しの実施と対策

¡引火・爆発・漏洩危険箇所の継
続的見直しの実施と対策

¡保安防災のための計画保全シ
ステムの確実な運用

¡防災体制の整備、機能維持と
向上

¡グループ休業災害度数率≦0.1

¡グループ休業災害強度率
   ≦0.005

¡OHSMSの導入と定着化

¡安全作業基準遵守の徹底

¡アスベスト問題への対応

¡健康支援体制の基盤整備

¡健康診断要管理者割合の削減

¡メンタルヘルス4つのケアの
充実によるメンタル疾患者の
低減

¡製品安全事故の撲滅

旭化成グループのRC活動の2005年度RC目標と達成状況

旭化成グループのレシポンシブル・ケア
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RCマネジメントシステムの推進体制

旭化成グループは、グループ全体のRC活動を「RC管

理規程」「RC実施規程」に定め、持株会社社長をRC委員

長とするマネジメントシステムを構築しています。図に示

すように、当社グループ全体、事業会社単位、支社単位な

どで、PDCA（Plan-Do-Check-Act）サイクルを、それぞ

れ回して、RC活動の継続的な改善を図っています。

また、RCマネジメントシステムは、環境保全について

は環境マネジメントシステム（ISO14001）、製品安全

については品質マネジメントシステム（ISO9001）、労

働安全については労働安全衛生マネジメントシステム

（OHSMS）を導入して構築しています。

RC目標の策定：Plan

RC方針を受けて旭化成グループのRC目標を策定し

ます。

各事業会社、延岡支社、富士支社などは、同RC目標

を基にそれぞれのRC目標を策定します。

RC監査の実施：Check

RC担当役員は、各事業会社、延岡支社、富士支社な

どのRC監査を実施し、1年間のRC活動の実施結果

について、検証を行います。これに先立ち、各事業会

社、延岡支社、富士支社などは、管轄する工場など

のRC監査を実施します。

RC活動の実施：Do

各事業会社、延岡・富士支社などが、RC活動の実施

主体です。それぞれのRC方針、RC目標にしたがっ

て、所属する工場などが目標達成を目指して活動を

実施します。

RC方針の策定：Act

持株会社社長は、RC委員会※で、前年度の活動の見直

しを行い、旭化成グループのRC方針を策定します。

各事業会社、延岡支社、富士支社などは、このRC方

針を基にそれぞれのRC方針を策定します。

RCのPDCAサイクル図

※ RC委員会

RC委員会は、持株会社社長を委員長とし、各事業会社社長、延岡・富士支社長を委員として年に1回開催します。

社長

RC方針

レビュー

RC目標

計画

実施

RC監査

RC監査

RC報告書

各事業会社・支社の目標

レビュー

RC担当役員

（RCシステム総括者）
RC委員会

富士支社長

延岡支社長

事業会社社長

持株会社

事業会社

Plan

Check

DoAct

Plan

Check

DoAct

Plan

Check

DoAct
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海外におけるRC活動の展開

旭化成医療機器（杭州）有限公司は、中国杭州市で人工腎臓の組立加

工を2005年11月から行っています。現在、約300名の従業員がいま

すが、10代、20代の女性が半数以上を占める、若々しく活気のある工

場です。

工場の立ち上げ、生産の安定化、勤務シフトの二交替化・三交替化と

生産工場としての機能が拡大していくにつれて、対象法規も広範囲に広

がってきましたので、中国国内該当法規を一覧表化し、漏れることなく

すべてに対応できるようにしました。また、避難訓練や消火訓練を実施

したり、安全教育を行うなど、他のRC活動にも積極的に取り組んでい

ます。

日本からのRC活動のサポートとして、持株会社の環境安全部や旭化

成ファーマあるいは旭化成メディカルのRC推進室がRC監査などを実施

し、問題箇所の指摘や改善の指導を行っています。HHK（ヒヤリ・ハッ

ト・気がかり）活動やKY（危険予知）活動などに、旭化成基準のRC活動

を取り込むことで、製品品質のみでなく、RC全般に関して旭化成の日

本国内の工場と同等のレベルを目指しています。

安全教育訓練

救急訓練

RC活動を推進しています

旭化成グループのレシポンシブル・ケア

工場が稼動した2005年11月以降、残念ながら、赤チン災害、応急災害、通勤事故と、

災害が発生してしまいました。HHK活動やKY活動を通して、ヒヤリ体験を共有化し、

基本安全行動基準の遵守を徹底したいと考えています。また、日本と比較し教育資料が

充実していないなど、地域（中国）固有の不利な条件は存在しますが、将来的には労働

安全衛生マネジメントシステム（OHSMS）の導入も視野に入れたいと考えています。

旭化成医療機器(杭州)有限公司 

環境安全係長　兪 曉曉 (ゆ しゃおしゃお）

RC大会の開催

当社グループでは、7事業会社および延岡・富士地区などで、

それぞれ年１回「RC大会」を開催しています。2005年度

は、5月から12月にかけて開催されました。RC大会では、安

全活動に優れた成果をあげた工場を表彰すると共に、RC活動

状況の報告や活動事例の発表、セミナー、パネルディスカッ

ションなどRC活動の活性化や情報の共有化を図っています。

延岡地区のRC大会
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環境負荷
総量
環境効率

環境負荷総量
[百万EIP]

環境効率
[円/EIP]

環境保全

INPUT OUTPUT

この図の数値の集計範囲は工場および研究部門のみです。産業廃棄物のPRTR法対象物質は社外排出量の内数です。

旭

化

成

グ

ル

ー

プ

工

場

群

大気排出

製品

排水

土壌

産業廃棄物

排水量
COD
PRTR法対象物質

   213百万m3

1,536t
　  87t

SOx
NOx
ばいじん
PRTR法対象物質
VOC対象物質
有害大気汚染物質
温室効果ガス

7,073t
5,507t
　224t
　566t
4,218t
　  86t
   592万tCO2

PRTR法対象物質 0t

排出量
PRTR法対象物質
最終処分量

158,000t
　 4,211t
  16,300t

水 258百万m3

6.2×1016Jエネルギー

水力発電分を含む

PRTR法対象物質取扱量
 482万t

原材料

旭化成グループの主な環境負荷（2005年度実績）

旭化成グループは、製造工程で、以下に示すような環境負荷を与えています。これらの環境負荷を低減するとともに、

原料調達から使用、廃棄に至るまで、あらゆる事業活動に伴う環境負荷を低減し、地域、地球環境の保全に努めていま

す。当社グループの環境効率（JEPIX※）を評価したところ、図のように環境効率が順調に改善されていることが分かり

ました。

環境効率（JEPIX）の推移 ※JEPIX（ジェピックス）
　"Japan Environmental Policy Index" の略で、いくつかの環境パ
フォーマンスデータを一つの換算環境負荷総量（エコポイント：EIP 
Environmental impact point）に統合する日本における環境政策
優先度指数で、科学技術振興事業団と環境経営学会において、国際
基督教大学の宮崎修行教授をリーダーとするチームが開発した環境パ
フォーマンス評価手法です。

環境効率は、つぎの式で算出します。
　　環境効率＝付加価値（経済指標）／JEPIXのエコポイント

今回、付加価値として、売上高を用いています。
JEPIXフォーラム：www.jepix.org

当社グループは、JEPIXを企業に適用するベンチマークプロジェクト
JEPIXフォーラム（文部科学省21世紀COEプログラム：ICUの一環）
に2004年度より継続的に参加しています。

2005年度の主な目標

●環境汚染事故ゼロの継続

●ISO14001取得率を90%

●エネルギー原単位の1%改善（対前年度）

●産業廃棄物の最終処分量を2000年度対比45%削減

●その他の環境パフォーマンスの改善

2005年度の結果

●環境汚染事故ゼロを継続しました。

●ISO14001を新たに17事業所が取得し、取得率90%

となり目標を達成しました。

●地球温暖化対策の一環である、エネルギー原単位の1%

改善の目標は達成できませんでした。

●産業廃棄物の再資源化を進め、最終処分量を2000年

度対比39%削減しました。

●その他のパフォーマンスは、ほぼ改善しました。
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六フッ化硫黄
PFC
HFC
メタン
一酸化二窒素
二酸化炭素

’97 ’05’98 ’99 ’00 ’01 ’02 ’03 ’04 ’10基準
年度 （目標）
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899
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610 592 560

基準年度の排出レベル

基準年度の6%削減レベル

[ 万 t-CO2]

● プロセスからの排出を抑制

アジピン酸生産プロセスから発生する一酸化二窒素

（N2O）を分解除去する装置を独自開発し、1999年から

稼動したことにより、温室効果ガスの排出量をCO2換算

で約600万トンCO2削減しました。また、鈴鹿工場の発

泡剤の転換により、CO2換算で約18万トンCO2を削減し

ました。

● エネルギー原単位※1の改善への取り組み

エネルギー原単位を年率1%改善することを目標に取

り組んできましたが、2005年度は、稼働率の影響で

2004年度とほぼ同じレベルであり、目標を達成するこ

とができませんでした。

なお、CO2排出量は、1990年度のレベル以下に抑制

しました。

温室効果ガスの排出量の推移

旭化成グループは、日本化学工業協会、日本経済団体

連合会の自主管理計画に参画し、その目標達成に向けて

次の三つの面から積極的に活動しています。

(1)エネルギー起源の二酸化炭素（CO2）排出量の削減

(2)生産プロセスから排出される温室効果ガス排出量の削減

(3)温室効果ガスの使用停止

2005年度の温室効果ガス排出量は、592万トンCO2

であり、基準年度である1990年度の排出量に対して

51％削減しました。

地球温暖化防止への取り組み

※1 エネルギー原単位
省エネルギー法の考え方に基づき、燃料、電気などのエネルギーの
使用量を原油換算(kl)したものを換算生産量で除して算定したもので
あり、エネルギー指定管理工場を対象としています。

● 物流でさまざまな省エネルギー対策を実施

製品輸送過程におけるエネルギー使用の削減、環境負

荷の低減を図るため、さまざまな視点から物流効率化に

取り組んでいます。

また、2006年度から物流時のCO2排出量の算定を始め

るために、「荷主に関するCO2排出量算定ガイドライン」

を策定しました。

製品物流におけるエネルギー削減、環境負荷低減

● 社有車の低公害車化の促進

当社グループは、営業活動や工場内で使用している車

両の低公害車化に取り組み、2005年度までに約57％

（2004年度約50%）の車両を低公害車化しました。

環 境 保 全

①輸送時のエネルギー
　原単位改善

②輸送距離短縮による
　輸送時のエネルギー
　消費量削減

③保管時のエネルギー
　消費量削減

④通い容器活用による
　包装荷材に関する
　廃棄物削減

⑤物流安全会議、物流安全
　検査などを通じた物流
　業務委託先への指導

輸送ロットサイズの大型化
モーダルシフト（RORO船[トレーラーの荷
車部分のみを船で輸送する方法]、フェリー、
鉄道利用）の促進
住宅用機材に関する積み合わせ輸送の促進

他社との製品融通（スワップ）の促進
輸配送最適化の視点からストックポイントの
再編成
他社との共同利用パレットの活用（空パレット
の回送工程の短縮）

ユーザーへの直送化の推進
倉前輸送（倉庫に一時保管をすることなく、
幹線輸送車から直接、小口配送車に積み替え、
輸送する方法）の推進

樹脂輸送におけるフレコン化、バルク輸送化
の促進
自社並びに汎用コンテナの活用

環境関連法規の遵守 　ISO認定取得の推進
エコドライブの徹底 　モーダルシフトの推進
積載効率向上によるエネルギー消費量の削減

● 再生可能エネルギー（水力発電）の活用

　当社グループは、延岡地区に7ヶ所の水力発電所を所

有し、グループ全電力使用量の約8%をまかなっていま

す。この水力発電の利用により、買電した場合と比較す

ると、年間約12万t＊のCO2の排出を抑制しています。

＊経済産業省、環境省令第3号に基づく換算係数（0.555kgCO2／kWh）

　を用いました。

買電
33％

水力
8％

火力
59％

電源別電力使用比率（2005年度）

電力量：2,601GWh

＊基準年度:CO2、N2O、CH4は1990年度、HFC、PFC、SF6は1995年度。
＊2000年度および2004年度にN2Oが増加しているのは、N2O分解装置の
トラブルおよびN2O発生源のスタートアップ・シャットダウン回数が増
え未処理のN2Oが増加したためです。
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新築工事
解体工事

[千t]

’05’04’03’02’01’00
0

10

20

30

40

50

60 55.7

28.4

22.1
25.7 23.6

19.9

ガラス・陶磁器くず
32％

その他 6％

汚泥
25％

廃プラス
チック類
34％

繊維くず 3％

2005年度外部最終処分廃棄物の種類（住宅事業を除く）

※1 産業廃棄物のゼロエミッション

産業廃棄物の発生量を抑制するとともに、発生した産業廃棄物を他の

産業の原材料として再使用、再利用（再生利用、熱回収）することによ

り、最終的に埋立処分する産業廃棄物を“ゼロ”に近づけることです。

当社グループのゼロエミッションは、2000年度を基準年度とし最終処

分量を1/10以下にすることです。これにより最終処分量は、現時点で

の発生量の1%以下になります。

※2 広域認定制度
環境大臣が産業廃棄物の再資源化に資する広域的な処理を行う者を認
定し、関係する地方公共団体ごとの許可を不要とする特例制度のこと。
産業廃棄物の再資源化をより一層促進させるために創設されました。

住宅事業における産業廃棄物の最終処分量推移

● 梱包資材全面リターナブル化

住宅設備・部材メーカー各社と共同で、再利用可能な

梱包資材を開発したり、物流システムにICタグを活用し

た梱包資材の回収システムを組み込むことなどにより、

梱包資材のリターナブル化に取り組んでいます。

木枠梱包資材 建具梱包資材

旭化成グループでは、循環型社会の形成のため産業廃

棄物の抑制（リデュース）、再使用（リユース）、再生利

用（リサイクル）に取り組み、産業廃棄物のゼロエミッ

ション（最終処分量の削減）を目指しています。2005年

度は、2000年度対比39%削減で目標（45％削減）に

はおよびませんでしたが、2004年度に比べ6%削減し、

ゼロエミッション化が進みました。また、再資源化率は、

62%でした。

産業廃棄物のゼロエミッション※1の推進
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[ 千 t]

（目標）

＊工場撤去など一過性の産業廃棄物および旭化成ホームズの新築・
解体に伴って発生する産業廃棄物は含みません。

外部最終処分量の推移（住宅事業を除く）

● 住宅事業の産業廃棄物を削減

住宅事業によって発生する産業廃棄物は、新築工事に

おける余剰材や梱包材・切削屑などの産業廃棄物と建替

え解体工事で発生する産業廃棄物です。旭化成ホームズ

では、新築工事と解体工事で発生する産業廃棄物の発生

抑制、リサイクルを推進することにより最終処分量の削

減に努めています。

2005年度は、新築工事部材のプレカットや省梱包化

により産業廃棄物の発生そのものの抑制を進め、“混ぜれ

ばゴミ、分ければ資源”を合言葉に、現場における「分

別」を、協力会社を含めた全社方針として実施しまし

た。また、解体工事では、分別解体とその再資源化を実

施してきました。

これらの取り組みにより2005年度は最終処分量を

2004年度に比べ約16%削減することができました。

● 不法投棄防止のために現地査察を実施

不法投棄問題への対策として、産業廃棄物の処理を

社外へ委託する場合には、産業廃棄物管理票（マニフェ

スト）制度に基づく日常管理を行い、さらに定期的に委

託先の現地確認を実施し、排出された産業廃棄物の適切

な処理に努めています。2005年度には、委託先の現地

確認を延べ445回実施しました。
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[t]

路盤材
セメント原料
広域再生

● PETボトル、ポリエステルユニフォームのケミカル

リサイクル

旭化成せんいのエステル工場では、使用済みPETボト

ルを原料として回収するケミカルリサイクル技術を確立

し、2001年度から使用済みPETボトルのリサイクルを

始めました。ケミカルリサイクルした原料からポリエス

テル樹脂・繊維「エコセンサーTM」を生産しています。

また、アパレル企業、ユーザーと連携を図り、エレク

トロニクス分野のユニフォームのリサイクル企画に取り

組み、ポリエステル繊維製の使用済みユニフォームの回

収・ケミカルリサイクル・再製品化を行っています。

● 建材の広域リサイクルシステム

旭化成建材は、1997年に広域再生利用指定、2004年

に広域認定※2を受け、建設現場の軽量気泡コンクリート

パネル「ヘーベルTM」の廃材を穂積工場、岩国工場、境

工場でヘーベルパネルの原料にリサイクルし、使用して

います。また、関東地区では、他の企業と連携したリサ

イクルシステムを確立し、現場から回収されたヘーベル

パネル廃材をセメント原料や軽量人工土壌としてリサイ

クルしています。これらの2005年度のリサイクル量は

約6,000tでした。

ヘーベル

ヘーベル廃材

旭化成建材広域再生利用工場

セメント原料・
軽量人工土壌

委託工場（関東）
外部委託

建設現場

境工場

穂積工場 岩国工場

へーベルパネルリサイクルの推移

※3 PCB（ポリ塩化ビフェニル）
"Polychlorinated Biphenyls"の略で、難分解性かつ、人の健康お
よび生活環境に被害をおよぼすおそれがあるため、日本では、製造・
使用が実質的に禁止されています。

※4 ISO14001
環境影響や環境リスクを低減し、発生を予防するための環境マネジ
メントシステムの要求事項を規定した国際規格です。

※5 環境汚染事故

当社グループでは、環境汚染事故は、規制値を超える大気汚染・水

質汚濁・地下水汚染・土壌汚染や、廃棄物の不法投棄などにより地

域社会に影響をおよぼしたものを言います。

ISO14001認証取得数の推移
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● PCB※3廃棄物を厳重管理し、早期処理契約を締結

旭化成グループでは、PCBを使用したコンデンサー、

変圧器、取り外した蛍光灯の安定器や、PCB汚染物など

をステンレス容器などに入れて倉庫で保管し、紛失など

の事故を防ぐため、台帳に記録し管理しています。

法的期限である2016年7月までに、これらのPCB廃

棄物を社外の処理施設で委託処理する予定で、日本環境

安全事業（株）の早期登録制度に申し込みました。

当社グループでは、ISO14001の認証取得を推進し、

現在対象工場（94工場）の約90%が認証を取得してい

ます。

ISO14001※4の認証取得を推進

「ヘーベルパネル廃材」リサイクルの仕組み

2005年度は、環境汚染事故ゼロを継続しました。 

当社グループでは、排水処理施設や排ガス処理設備な

どを設けたり、緊急時の体制を整えるなど環境汚染を未

然に防止するための活動を日常的に行っています。また、

発生してしまった事故は速やかに対処するとともに、こ

れを教訓として、同様の事故が発生しないように、当社

グループ全体に再発防止の徹底を図っています。

環境汚染事故※5の発生ゼロを継続

環境汚染事故の発生状況

環 境 保 全

年度

環境汚染事故件数

2001

1

2002

1

2003

0

2004

0

2005

0

ISO14001認証取得数の推移
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※1 硫黄酸化物（SOx）
原油、重油、石炭など硫黄を含む燃料を使用する場合に発生します。
通常、二酸化硫黄（SO2）を主成分としますが、少量の三酸化硫黄
（SO3）を含むこともあるので、SOxと表記されます。

※2 窒素酸化物（NOx）
火力発電所や各種工場のボイラー、ディーゼル機関、焼却炉などにお
ける燃焼で発生します。一酸化窒素（NO）、二酸化窒素（NO2）など
が含まれNOxと表記されます。 

※3 ばいじん
燃料その他のものが燃焼することにより発生する微粒子状物質です。

※4 PRTR制度
"Pollutant Release and Transfer Register"の略で、有害性のある
化学物質を取り扱う工場や事業所が、化学物質ごとに環境への排出量
や、廃棄物としての移動量を把握・報告（登録）し、その結果を国が公
表する制度です。

※5 VOC
"Volatile Organic Compounds"の略で、揮発性有機化学物質のこと
です。排出された時に気体状の物質すべてを指します。ただし、メタ
ンおよび一部フロン類は、オキシダントを形成しないことからVOC規
制から外れています。

※6 有害大気汚染物質
大気汚染防止法において、「継続的に摂取される場合に人の健康を損な
うおそれがある」と定められた物質です。このうち健康リスクがある程度
高いものが「優先取組物質（22物質）」として選出されました。さらに、
発がん性、一定以上の生産・輸入量や環境中で検出されることなどを勘
案して、自主管理対象物質（12物質）が選定されました。

その他の環境パフォーマンスの改善

● 大気汚染防止への取り組み

旭化成グループは、硫黄酸化物（SOx）※1、窒素酸化物（NOx）※2、ばいじん※3の排出量の抑制に取り組み、地方自

治体との協定や自主管理基準（図の規制値レベル）を十分に下回るように管理しています。
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SOｘ排出量の推移
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ばいじん排出量の推移

その他

川崎

大仁

富士

守山

水島

延岡

規制値
レベル

＊規制値レベルは、総量規制値の値と濃度規制値×排ガス量（総量規制のない場合）の合計値で示しています。
　このため、生産量（排ガス量）の変動に伴い規制値レベルが変動しています。
＊2003年度のＮＯｘ、ばいじんの減少は、新日本ソルト、赤穂海水の譲渡と、富士支社の自家発電の廃止によるものです。
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● 有害化学物質の環境への排出を削減

当社グループでは、PRTR※4法対象物質、日本化学工

業協会のPRTR対象物質について、有害性の高いもの、

排出量の多いものから優先順位をつけて削減に取り組

んでいます。グラフに示すように、PRTR法対象物質の大

気、水域への排出量は確実に削減しています。

また、VOC※5の排出については、日化協と連携し自主

的な削減計画を策定し、VOC対象処理施設の排出抑制対

策や、VOC測定機器の整備などを実施しています。

さらに、有害大気汚染物質※6（優先取組12物質）も、

引き続き削減に取り組んでいます。

水域排出量

大気排出量

[t]

ホルムアルデヒド

ベンゼン

1,3-ブタジエン

エチレンオキシド

トリクロロエチレン

テトラクロロエチレン

1,2-ジクロロエタン

ジクロロメタン

クロロホルム

塩化ビニルモノマー

アセトアルデヒド

アクリロニトリル

[t]

PRTR法対象物質排出量の推移 有害大気汚染物質排出量の推移

自主管理対象物質：アクリロニトリル、アセトアルデヒド、
塩化ビニルモノマー、クロロホルム、1,2-ジクロロエタン、
ジクロロメタン、テトラクロロエチレン、トリクロロエチレン、
1,3-ブタジエン、ベンゼン、ホルムアルデヒド、エチレンオキシド
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● オゾン層破壊物質の排出を抑制

旭化成グループでは、冷凍機の冷媒や溶剤などの一部

にオゾン層破壊物質を使用しています。冷凍機に使用し

ているものについては、設備保全時に大気へ排出しない

よう管理すると共に、設備更新時にはよりオゾン層破壊

係数の小さい溶媒を用いた冷凍機に変更しています。

溶剤に用いているものについては、他の溶剤へ転換を

図るための研究を行っており、技術が確立次第、転換す

る予定です。

● 水質汚濁防止（COD※7、N、P）の排出を抑制

当社グループでは、水質汚濁防止対策に積極的に取り

組み、水質汚濁物質の排出量の大幅な削減を実現してき

ました。

現在の水質汚濁の程度を表す化学的酸素要求量

（COD）の負荷量は、図に示すように、各地域の濃度規

制値、総量規制値を十分に満足させるレベルを維持して

います。

COD負荷量の推移 排水量の推移

＊規制値レベルは、総量規制値の値と濃度規制値×排水量（総量規制のない場合）の合計値で示しています。
　このため、生産量（排水量）の変動に伴い規制値レベルが変動しています。
＊2003年度のCOD、排水量の減少は、新日本ソルト（株）・赤穂海水（株）の譲渡と、富士地区のカシミロン工場・ピューロン工場の閉鎖によるものです。

[t] [百万m3]
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● 土壌・地下水汚染防止

当社グループでは、土壌や地下水を汚染しないよう予

防対策を実施しています。

また、もし土壌・地下水汚染が見つかった場合には、

周辺地域へ影響が及ばないように速やかに応急処置を実

施するとともに、地域・官庁・マスコミに対し公表し、

行政・専門家などと連携して汚染の浄化を実施します。

過去には、漏洩などによる土壌・地下水汚染が、延岡・

守山・富士の工場敷地で見つかっていますが、地下水浄化

を実施するとともに、工場敷地外への汚染の広がりのない

ことを確認するため、地下水の観測を継続しています。

鈴鹿工場敷地内の地下水汚染について

　鈴鹿工場敷地内で揮発性有機化合物による地下水汚染が

ありましたので、2006年3月6日に公表いたしました。な

お、敷地境界の観測井戸からは、地下水汚染が観測されま

せんでしたので、工場敷地外までは地下水汚染は拡大して

いないと考えています。

　地下水汚染を浄化し、地域への拡大を防止するための対

策を実施しています。

● 生物多様性の保全への取り組み

当社グループはこれまで、工場緑化やガーデニング

工場、あるいは植樹への参加など、自然保護への取り

組みを進めてきましたが、「生物多様性の保全」を意識

した取り組み、例えば、工場緑化にあたっても1種類の

樹木を植えるのではなく、その土地の自然環境を配慮

し、さまざまな種類の樹木を植えるなどの取り組みを

進めます。

● グリーン調達への取り組み

環境負荷の少ない事務用品、原材料、資材、サービ

スなどを優先的に利用するためにグリーン調達に取り

組んでいます。また、原料の購入時にその原料の危険有

害性や法規制等を調査、確認し、必要な場合には購入

先への改善要求や厳重な管理を行い、法令遵守や環境

保全に対応しています。

グリーン調達ガイドラインに基づき、購入先に対し

て環境保全への取り組みについてアンケート調査を実

施し、その結果を元に購入先に対して、環境保全への

一層の取り組みを要請しています。また、有害化学物質

の含有量の管理などユーザーの実施するグリーン調達

にも対応しています。

また、持株会社購買物流統括部や旭化成エレクトロ

ニクスでは、社会的な側面に配慮したCSR調達に取り

組んでいます（sP59）。

環 境 保 全

※7 化学的酸素要求量（COD）
"Chemical Oxygen Demand"の略で、有機物による水質汚濁の指
標で、有機物を酸化剤で化学的に酸化するときに消費される酸素の
量で表されます。
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環境配慮設計への取り組み

旭化成グループでは、環境に配慮した製品設計への取り組みを全社的に展開するため、「環境配慮製品に関するガイド

ライン」を策定し、これに基づく活動を推進しています。このガイドラインでは、環境配慮製品をライフサイクルアセス

メント（LCA※1）評価あるいは製品のライフサイクルにおける環境負荷を従来技術と比較する方法により判定する基準

を定めています。

●

●

貢献項目

直メタ法MMA製造プロセス

ノンホスゲン法
ポリカーボネート製造技術

スーミングTM プロセス

シクロヘキセン法
シクロヘキサノール製造プロセス

SEAS法

低排土杭工法

サニーライトTM 気密工法SD

環境コンサルティング

環境分析

旭化成ケミカルズ

旭化成建材

旭化成アミダス

東洋検査センター

ケミカルズ

建材

サービス・
エンジニア
リング等

廃棄物である副生重硫安が発生しない、MMA樹脂の製造法。

有害なホスゲンや有機塩素系溶剤を使用しない、ポリカーボネート
製造法。

シックハウスの原因物質であるVOC（揮発性有機化合物）を急速吸
着するシステム。

廃ガス・廃液が少ない、省資源プロセス。

余剰汚泥を極小（標準活性汚泥法の1/20以下）にする生物法・水処
理技術。

工法名は「EAZETTM」「ATTコラムTM」「DYNAWINGTM」など。施工中
の廃棄残土が少ない、環境に配慮した杭工法。杭一箇所の支持力も大
きいため、建物全体の必要本数を減らすことができ、工期短縮や資材
量低減などで省エネ・省資源化にも寄与している。

快適な住環境を実現する木造住宅の高断熱気密システム。省エネル
ギーに貢献する。

FCF（Flow Chart ＆ Format）法による効率的、効果的なISO環境
マネジメントシステムの構築をコンサルティングする。

通常の環境分析に加えて、内分泌かく乱物質分析、ダイオキシン類分
析などが可能な分析システム。

省
資
源
化

化
学
物
質

削
減

廃
棄
物

削
減

そ
の
他

※
２製品・技術名会社名

事       業
セグメント 環境保全への貢献内容

●

●

●

●

●

●

●

●

○

○

※1 "Life Cycle Assessment"の略で、製品の全生涯（原材料の採取から

製品の製造、使用、廃棄）にわたる環境負荷を評価する手法。

※2 生分解･環境に関する計測･分析･コンサルティングなど。

※3 「生産」から「廃棄」にわたるライフサイクル全体を通して、環境への

負荷が少なく、環境保全に役立つと認められた商品につけられるマーク

で、財団法人日本環境協会が認定する。

※4 テキスタイル・エコロジー国際共同体が定めた繊維製品に対する国際的

な安全基準であり、法律の基準より多くの有害物質を対象にしている。

この基準をクリアしたものについて、規格認証商品として「エコテック

スラベル」が貼付される。

※5 吸着や触媒活性を示す物質を固定する土台となる物質。

※6 「ISO14021（環境ラベルおよび宣言）」で規定されている。 リサイクル

可能な要件およびリサイクル成分含有量を満たしているとして自己宣言

する際に使用できるシンボルマーク。

※7 生分解プラスチック研究会により認定された、使用中は通常のプラス

チックと同じように使用でき、使用後は自然界の微生物によって水と

CO2に分解され、自然に還るプラスチック。

環境保全に役立つ技術一覧

省資源化

省エネルギー、水の消費量の削減、原材料の
削減などに効果があり、省資源につながるもの

化学物質の削減
化学物質の使用量削減、排出や発生の抑制、また
水処理･排ガス処理などによる化学物質の除去に
効果のある製品や技術

廃棄物の削減

廃棄物の発生の抑制や回収･リサイクルにより、
廃棄物量の削減に効果のある製品や技術

環境配慮設計の基本コンセプト
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環境保全に役立つ製品一覧

貢献項目
省
資
源
化

化
学
物
質

削
減

廃
棄
物

削
減

そ
の
他

※
２製品・技術名会社名

事       業
セグメント 環境保全への貢献内容

ロングTM

エコロングTM

ノンハロゲン難燃樹脂

防湿紙・剥離紙塗工用ＳＢラテックス

アサクリンTM

バスターマイルド

デュラネートTM MF-K

旭化成PCDLTM

エリーズTM

アシプレックスFTM

マイクローザTM

シラスバルーンPAINTTM

ADKTM シート

環境薬剤

ロングライフ住宅
「ヘーベルハウスTM」シリーズ

ベンベルグTM

ベンリーゼTM

エコセンサーTM

ユーテックTM

エルタスTM／EL,ET,EO, 

ラムースTM

フュージョンTM

エポラームTM C
エポラームTM M

乾燥菌体肥料Ｑちゃん

乾燥菌体肥料2号
（北海道2813号）

ネオマTM フォーム

アクリマTM

エコループTM

グリーストラップ清掃用品シリーズ

グリーンプロマックスTM

ビオクリアTM

排ガス処理設備

排水処理設備

廃液焼却装置

旭化成ケミカルズ

旭化成ジオテック

旭化成クリーン化学

旭化成ホームズ

旭化成せんい

旭化成
テクノシステム

旭化成ファーマ

旭化成Ｎ＆Ｐ

旭化成建材

旭化成
ライフ＆リビング

旭化成パックス

旭化成
エンジニアリング

ケミカルズ

ホームズ

せんい

エレクト
ロニクス

ファーマ

建材

ライフ＆
リビング

サービス・
エンジニア
リング等

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●
●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

被覆肥料。被覆により肥料の溶出をコントロールでき、過剰の施肥を
防止できる。また、被膜に光分解および生分解性能を持たせることで、
再び自然界へ還流する。エコロングは環境分解型。

環境への影響が懸念されるハロゲン系難燃剤を使用しない、ABS樹
脂。

リサイクル可能な防湿紙・剥離紙を実現できるラテックス。

樹脂成形機洗浄剤。成形機の材料換えロスを削減し、省資源化、廃棄
物の削減を図ることができる。

天然物100％にした液体タイプ洗浄剤で、土壌・大気汚染を防止する。

90℃の低温で硬化するので、省エネルギーに貢献する。

耐加水分解性に優れるポリオールで、水系塗料・接着剤用途などで使
用され、VOC（揮発性有機化合物）の低減に貢献する。

非ハロゲン系洗浄剤。オゾン層破壊に問題のあったハロゲン系の溶
剤に代わる、水系・準水系の洗浄剤。

イオン交換膜法電解装置。有害物質を使用しない苛性ソーダ・塩素製
造技術を使用。

限外濾過・精密濾過モジュール。上下水の浄化や工場廃水のクローズ
ド化などにより、環境保全・水資源の利用に有効な技術。

火山噴火物（シラス）を高温焼成し、火山灰のガラス質を発泡させた「シ
ラスバルーン」を用いた塗料。太陽光の熱を建物に伝わりにくくし、
優れた遮熱・断熱効果を発揮、空調費削減による省エネルギー効果を
もつ。

埋め立て処分が終了した廃棄物処分場に使用するキャッピングシー
ト。廃棄物中の有害物質の早期安定化に貢献する。

微生物酵素剤やケミカル消臭材など。下水・排水処理場などでの生物
処理促進・汚泥減容・消臭洗浄などに効果がある。

60年を超えて快適な住み心地を提供するハウジングシステムを構
築することで、省資源化や建築廃棄物の削減にも貢献。

コットンリンターが原料で、廃棄の際にも環境にやさしい、生分解性
の「エコマーク（※3）」認定商品。また、「エコテックス100（※4）」の
認証も取得している。

長繊維ベンベルグを使用した不織布で、ベンベルグと同じ特徴をもつ。
このベンリーゼを使用した「ハイゼガーゼ」は、「エコマーク」認定商品。

回収したペットボトルやPET使用製品などをケミカルリサイクルし
て製造した、ポリエステル繊維。

油水分離フィルター。産業用洗浄剤の高寿命化や船舶ビルジ廃水処
理に使用され、廃液削減に有効な技術。

ケミカルリサイクル繊維の「エコセンサーTM」を原料とした土木用不
織布で、「エコマーク」認定商品。

有機溶剤を使用しない、環境にやさしい人工皮革。一部の製品で「エ
コテックス100」の認証も取得している。

クッション性に優れた立体編物。一部、「エコテックス100」認証を
取得。

油漏れ・油膜検知器。工場排水からの油の流出を監視する。

コエンザイムQ10を抽出した発酵菌体残渣を乾燥した、有機肥料。

発酵廃液などの廃水処理施設の余剰汚泥を乾燥した、有機肥料。

住宅用の高性能断熱材。省エネルギー化に貢献する。

サランTM 繊維を用いた、生物膜法汚水処理に用いる担体（※5）。

OPSTMフィルム。OPSシートの打ち抜き屑をリサイクル利用するこ
とにより、省資源化に役立っている。「エコマーク」を取得しており、「メ
ビウスループ（※6）」の表示も可能。

厨房のグリーストラップの管理を容易にし、衛生面の改善、下水道へ
の環境負荷削減に貢献する製品シリーズ。

生分解性樹脂を使った容器およびコップ。

生分解性樹脂のフィルムで、封筒マドなどに利用されている。「グリ
ーンプラ（※7）」に認定。

排ガスの無害化と有効成分の回収を同時に行う設備。

生物処理や膜技術で、各種有機物の高度処理から排水リサイクルま
で行う設備。

高濃度有機廃液・無機塩含有廃液を焼却処理する装置。

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

○

○

○

○

○

○

○
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保安防災

2005年度は、PSジャパン（株）千葉工場でスチレン
漏洩・黒煙発生の事故がありました（50リットル漏洩
しましたが、工場外への漏洩はなく被害はありませんで
した）。この事故については、迅速に再発防止対策を行う
と同時に、類似事故防止に向けた水平展開を行っていま

す。旭化成グループでは、ここ数年、引火爆発、漏洩、
老朽化などのさまざまな見直し対策を施してきました。
今後も引き続き、危険個所を繰り返し見直すことを中心
とした活動を通して、産業事故の撲滅を図ってまいりま
す。

産業事故防止への対応

● 設備の事前審査
当社グループでは、設備の新設、増設、改造などにお

いて、「設備投資の事前審査」および商業運転に入る前の
「試運転前事前審査」を行い、安全性の確認を行っていま
す。これらの審査は事業会社審査、持株会社審査に区分け
し、2005年度は持株会社審査のみで14件行いました。

この事前審査の中で行う「安全性評価（SA）」は、
5stepのフロ－に従って行い、リスクアセスメントに
ついては危険度ランクが高い設備はHAZOP※などの手
法を用い必ず実施しますが、低い危険度ランクであって
も、重点設備については独自の手法を用いて行うなど工
夫しています。

運  転

変更管理

試運転前
審査承認

工  事審査承認設  計
計画・起案

（新設、増設、改造）

コンプライアンス
（法令、内規など）

安全レビュー
（見直し活動など）

デザインレビュー

防災教育

災害情報

計画保全

防災体制

2005年度の主な目標

●産業事故の撲滅

●変更管理の運用の徹底

●保安防災のための計画保全システムの確実な運用

●防災体制の整備、機能維持と向上

2005年度の結果

●事故は1件発生しました。

●設備投資の事前審査、製造現場での三権（運転、保全、

環境安全）による検討を行っています。

●「保安防災のための計画保全システム」を保全活動に取

り入れています。

●防災体制を整えて定期的な防災訓練を行っています。

旭化成グループの保安防災管理

関係資料の収集・作成（STEP1）

（STEP3）

総合評価（STEP5）

損害見積評価

爆発安全性評価

不安定物質評価

定性的評価（STEP2）

（危険度ランクⅢ）
簡便プロセス安全性評価
（必要に応じて）

（STEP4）

（危険度ランクⅠ）
網羅的プロセス安全性評価
（トラブル論理想定法）
・ＯＳ法、ＨＡＺＯＰ、ＦＭＥＡ、ＦＴＡなど

（危険度ランクⅡ）
簡便プロセス安全性評価
（強制発想法）
・ＡＳ法、What－ifなど

定量的評価

新設・増設の計画

環境安全管理計画書の作成
（事業会社・地区RC責任者による事前審査を含む）

着　工

運　転

持株・環境安全部長による
スタートアップ前審査・承認

RC担当役員による最終審査・承認

設備投資に関する事前審査システム 安全性評価（SA）のフロー

当社グループでは、新設から既

設まですべてのプラントにおいて、

RCの精神である「自主決定、自己

責任に基づく自主管理」の原則に

則り、自主的な保安確保の取り組

みを続けています。安全性評価に

基づく「設備の事前審査」を柱に

し、コンプライアンス、災害情報、

保全、防災体制、変更管理などの

一連の視点からレビュー・教育を

行っています。

旭化成グループの保安防災管理
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旭化成グループには、ケミカルズ、ホームズ、ファー

マ、せんい、エレクトロニクス、建材、ライフ＆リビング

などのセグメントがあり、それぞれ特徴を持ったプラン

ト群を有しています。安全の確保を図るうえでも、プラ

ントの内容、性格に適した方法が必要になってきます。

この考え方をベースに「保安防災のための計画保全シ

ステム」を構築し、保全活動に取り入れています。設備

の管理を一律の基準で行うのではなく、プラントに合わ

せて保安防災の重要度評価の基準を定め、特定設備を設

定して保全を行い、さらに定期的に点検・更新の周期、

保全方式の見直しを図っています。この保全活動を定着さ

せ、プラントの安全・安定操業を確保していきます。

プラントの安全・安定操業への取り組み

STEP １ 保全基本方針の設定

STEP ２ 保全対象設備の設定

STEP ３ 総合重要度評価・ランク付け基準の設定

STEP ４ 保安防災重要度評価・ランク付け基準の設定

STEP ５ 保安防災重要度ランクの設定

STEP ６ 保安防災特定設備の設定

STEP ７ 保安防災特定設備の保全対象物・部位の設定

STEP ８ 保全対象物・部位ごとの保全必要性明確化

STEP ９ 保全対象物・部位ごとの保全作業件名の設定

STEP１０ 保全対象物・部位ごとの保全作業実施担当者の設定

STEP１１ 保全対象物・部位ごとの保全作業実施周期の設定

STEP１２ 保全対象物・部位ごとの保全作業実施方法の設定

STEP１３ 保全対象物・部位ごとの保全作業の中長期計画作成

　実施 STEP１～１３の見直し

※ HAZOP
"Hazard and Operability Study" の略で、設計点からのずれによる想定から発生原因・対策を洗い出す手法。
網羅性に優れた手法で広く使われています。

保安防災のための計画保全13ステップ

当社グループでは、万一、産業事故あるいは大規模地

震などの緊急事態が発生した場合に備え、防災体制を、

内規に定め運用しています。生産地区では、年間スケ

ジュールを立て、本社との連絡体制を密にし、定期的に

防災訓練を行い、人的安全の確保、隣接地域への影響を

最小限にとどめるべく、円滑な防災活動を行えるよう体

制を整えています。　また、コンビナートにおいては共同

防災組織も交えた定期的な訓練を通して、防災訓練の質

の向上を図り、有事に速やかに対応ができるよう備えて

います。

緊急事態への対応

川崎の防災訓練

自衛消防隊の放水訓練

消火器訓練

消火器取扱い訓練に参加して感じたことは、“実際に火を目の当たりにしてみると

想像とは違う”ということでした。火は大きくなると恐怖や熱さを感じます。消火器

は使い方が簡単だからその場ですぐに使える、と考えず、実際に消火をしてみる大切

さがよくわかりました。

旭化成ケミカルズ（株） 

川崎製造所  総務部  勤労グループ　藤沢  葉子

実際に火を消してみる体験が大切!!

保 安 防 災
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グループ休業度数率

旭化成グループ

化学工業

製造業

グループ休業強度率

旭化成グループ

化学工業

製造業

※1 休業度数率
労働災害の発生率を表す安全指標の一つで以下の式で算出されます。
休業度数率=休業災害被災者数÷延労働時間×100万時間
休業度数率0.1以下というのは、例えば、工場の従業員が100名であ
れば、50年間に1人しか休業災害を起こさないという、たいへん高い
目標です。

※2 休業強度率
　労働災害の軽重を表す安全指標の一つで、以下の式で算出されます。
　強度率=労働損失日数÷延労働時間×1千時間

※3 労働安全衛生マネジメントシステム（OHSMS）
"Occupational Health & Safety Management System"の略で、
労働安全衛生の災害リスクを最小化し、将来の発生リスクを回避する
活動を継続的に改善しているかどうかをチェックする規格です。

※4 OHSAS18001規格
"Occupational Health and Safety Assessment Series"の略で、
労働安全衛生マネジメントシステムの規格の一つです。

労働安全衛生

旭化成グループでは、1982年より計画的に安全活動に取り組み、2005年度は、第8次3ヵ年計画の2年目でした。

そして、上記のように高いグループ目標を掲げ、労働安全衛生活動を進めています。

当社グループでは、労働災害を撲滅するために、旭

式安全技術教育（AST）マニュアルによる教育をはじ

め、HHK（ヒヤリ、ハット、気がかり）活動、他部場労

働災害事例検討、安全パトロール、安全大会など、さ

まざまな活動を行ってきました。このような活動を通し

て、グラフに示すように、休業度数率は、活動を開始し

た1975年に比べ、1/6まで改善してきました。しかし

ながら、グループ目標を達成できない状態が続いていま

す。このために従来の是正処置型安全活動から予防処置

型の労働安全衛生マネジメントシステム（OHSMS）に

よる安全活動へ転換し、世界トップレベルの目標を達成

するための活動を推進しています。

2005年度は、休業度数率0.21、休業強度率0.005

という結果となり、2004年度と比べて改善を図ること

ができました。また、休業強度率はグループ目標をほぼ

達成することができました。休業度数率は、目標を達成

できませんでしたが、製造業や化学工業に比べ、良い成

績となりました。

労働災害防止への取り組み

2005年度の主な目標

●休業災害度数率※1≦0.1

●休業災害強度率※2≦0.005

●OHSMSの導入と定着化

●安全作業基準遵守の徹底

2005年度の結果

●休業災害度数率は0.21、休業災害強度率は0.005でし

た。

●労働安全衛生マネジメントシステム（OHSMS※3）を

87％の生産部場に導入しました。

●安全作業基準遵守の徹底を図るため、チェックシステム

を充実しました。
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労働安全衛生マネジメントシステム（OHSMS）導入状況

[％]

（目標）

OHSMS導入率の推移

OHSMS
先行部場導入

（備考）

▲：後遺症災害

[日]

27製造部場
ＯＨＳＭＳ運用開始

27製造部場
システム構築・
体制・教育等
整備開始

延岡地区の休業件数当たりの損失日数推移

延岡地区では、OHSMS

への取り組みを2001年か

ら一部先行的に開始し、

2003年度から全27部場に

対し本格的に展開を始め

ました。2003年度には、

部場の課長クラスの代表

者2名づつを、半年間に

わたり、教育・研修することから始めました。研修は延べ

67時間にわたり、この間に各部場のマニュアル作成も行い

ました。その後、受講者が中心となってそれぞれの部場で

活動を展開しましたが、リスクアセスメントに多くの時間

を費やしました。2004年下期からOHSMS活動が軌道に乗

り始めてきました。 部場委員を集めた推進事務局会議を

1回/2ヶ月の頻度で開催し、地区内27部場の取り組みにつ

いてトップレベルの部場の活動に揃えることを主眼に、部

場間の情報共有化に力点を置いてきました。並行して、ア

ミダス延岡の内部監査員養成3日コースを4回開催し、延べ

180人、リスクアセスメント担当者養成1日コースで120人を

養成してきました。今後も継続的、計画的な育成を図って

いく予定です。

2005年度に入り全部場のシステム監査を行ってきました

が、OHSMSの実施運用が定着し始め、部場内での内部監査

体制も整いつつある状況にあり、手応えを感じています。

今後は、予防処置的な対応が当たり前のように行われる風

土づくりを目指した第二ステージのOHSMS活動への展開

を図っていく計画です。

旭化成（株）

延岡支社  OHSMS推進事務局　金岡  宏之

OHSMSで安全風土、安全パフォーマンス向上

労働安全衛生

2002年から2003年度にかけて、OHSAS18001規

格※4を基に、グループの主要な地区へOHSMS導入を進め

てきました。

導入当初における主な問題点として、①従来の安全活

動とOHSMSを別々に実施することで、二重管理が発生

した、②潜在的な危険の洗い出しに時間を費やし、マネ

ジメントシステムのPDCAが回らないことなどがありま

した。

2005年度はこれらの不具合を修正する活動を進める

と同時に、新たに2部場のOHSMS導入を図りました。

OHSMSの導入部場は87%（対象86部場）となりました。

今後は、未導入部場へのOHSMS導入をさらに進める

と同時にOHSMSの定着化を図り、パフォーマンスの向

上につなげて安全な職場を実現していきます。

● OHSMS導入で確かな手応えを得た延岡地区

延岡地区では多業種にわたる工場で多品種の製品を

生産しています。

2000年、2001年に延岡地区内で発生した休業災害

は後遺症が残る残念な結果となり、重篤な災害防止を継

続的に防止する仕組みが切望されていました。

このために、2001年度に先行部場にOHSMSの導入

をスタートさせましたが、順調に導入部場を増やすまで

には至りませんでした。

2003年度に新たに延岡地区としてOHSMSの推進体

制を整備し、部場のシステム構築者教育・内部監査教育・

リスクアセスメント教育などの教育を進めてきました。

この結果、2004年度下期にOHSMSの導入から運用

活動の段階へとステージアップし、パフォーマンス改善

活動に入りました。

2005年度延岡地区の安全成績は、休業災害ゼロとい

う成果が得られました。今後も好成績を継続できること

を期待しています。
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延岡支社環境安全部の指導の下、OHSMSを構築し、2004年度より運用を開始しまし

た。「安全な職場は何処にもない。常に大小のリスクと隣り合わせである」ことを再認

識し、OHSMSのシステムを効率よく回し、全員参加型でのリスクの抽出とその軽減

に努め、2005年度は完全無災害を達成しました。

今後も、精力的にOHSMSを推進し、「安全の確保」を図って行きたいと思います。

旭ケミテック（株） 

OHSMS推進委員　窪  正治

全員参加でOHSMSを推進しています。

旭化成グループでは、個別の作業ではなく、類似した

複数の作業に共通する安全上の基本的事項を定めた安全

作業基準をそれぞれの職場で作成し、それを遵守する活

動を推進しています。

過去5年間の休業災害を調べてみると、安全作業基準

を守らなかったために発生したものが8割強を占めてい

ることがわかりました。さらに休業災害の原因を掘り下

げて見ると安全作業基準・基本安全行動基準の教育が必

要であったものが4割強、設備対応が必要であったもの

が約4割でした。現在、OHSMSの導入を進めて設備の

本質安全化を推進していますが、設備改善が図りにくい

場合は、安全作業基準遵守徹底が重要であると考えてい

ます。安全作業基準を遵守させるために安全作業基準遵

守の重要性意識づけや、日常業務での安全作業基準遵守

状況チェック（例えば、自己チェックの頻度・方法や上

司フォロー）などの仕組みを工夫し、安全作業基準遵守

活動を推進しています。

安全作業基準遵守の徹底

当社グループは、毎年「秋の労働衛生週間」に職場環

境の現状および改善の状況をレビューして、次年度の計

画に結びつけています。

化学物質などの管理として、有機溶剤中毒予防規則・

特定化学物質等障害予防規則・粉塵障害防止規則などが

適用される単位作業場では、作業環境測定法に基づく測

定を毎年実施しています。

また、放射性同位元素取り扱い作業場も管理区域の線

量率測定を実施し、規制値以下に維持管理しています。

その結果は毎年文部科学省科学技術・学術政策局放射線

規制室へ定期報告しています。

騒音に関しては、管理区分Ⅲ-1に該当する単位職場の

改善は、現在、設備的・レイアウト的に厳しい段階にき

ているため、2005年度も耳栓の保護具着用を基本とし

て、騒音暴露個人データをベースに作業管理を徹底し、

個人への騒音負荷を下げる管理を実施しています。将来

的にはさらなる改善の可能性を追求していきます。

職場の暑熱改善については、設備改善とともに、工程

安定化による暑熱作業場での作業時間削減の改善を進め

ています。

快適職場形成の改善活動

不可抗力
（自動車）
13％

基本安全行動（歩行）
遵守対応
28％

設備対応可能
37％安全作業基準

遵守対応
23％

休業災害の原因別構成比率
（2000年度～2005年度の合計：60件）
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健 康

旭化成グループは、社員の健康の保持・増進を図るために、健康をRC活動の一つの柱として取り組んでいます。

2005年度は、産業保健担当者（産業医や看護・保健師など）が十分に整っていない地方の事務所の体制の整備を推

進しました。仙台、札幌の事務所は東京健康管理室の保健スタッフ（産業医、保健師）が定期的に訪問して健康指導が

できるようにしました。

健康管理支援体制の整備状況と取り組み

要管理者の低減活動のために、自己管理ツールとして

パーソナル食事栄養管理システム「げんき！食卓」の活

用を推奨し、2005年度には約150名がエントリーし、

健康管理に取り組みました。また、地区毎には健康管理

スタッフによる健康指導（水島のBOOCS法健康教室、

延岡の糖尿病教室など）を行いました。

しかし、2005年度の健康診断要管理者の割合は2004

年度に比べてわずかに増加し、全国水準と同じく2人に1

人程度でした。

なお、健康診断結果の判定は、産業医の判定に加え、

生活習慣病に関係する健康診断項目（血圧、コレステ

ロール値など8項目）について人間ドック学会などが

健康診断要管理者割合の削減

健康診断要管理者の判定項目とその基準値

アスベスト問題に対して、リスク対策室を中心に以下のように対応しました。

①臨時健康診断の告知と実施（2005年8月）

②工場を含む旭化成グループ所有建物のアスベスト調査と対策

③工場におけるジョイントシール類のアスベスト代替化促進

2005年度の主な目標

●健康支援体制の基盤整備

●健康診断要管理者割合の削減

●メンタルヘルス4つのケアの充実による

　メンタル疾患者の低減

2005年度の結果

●独立工場、地方事務所の体制を整備しました。

●大きな変化は見られませんでした。

●メンタルヘルスケア・ガイドラインを発行しました。

1

2

3

4

5

6

7

8

項　目 基準値

血圧　　　　　　　　収縮期

　　　　　　　　　　拡張期

総コレステロール（TCHO）

中性脂肪（TG）

血糖値（空腹時血糖値：FBS）

HbA1C

γ　GTP

尿酸値 （ UA）

BMI

 １４０ ｍmHg 以上または

 ９０ ｍmHg 以上

 ２4０ ｍｇ/ｄｌ 以上

 １８０ ｍｇ/ｄｌ 以上

 １１０ ｍｇ/ｄｌ 以上

 ５．９ ％ 以上

 ８０ IU/L 以上

 ７．０ ｍｇ/ｄｌ 以上

 ２５  以上

推奨する「基準値（要管理となる一定値）」を設定し、要

管理のトレンドを確認していくことにしています。

なお、臨時健康診断については、当社グループの退職者および社員の希望者に対して実施することを発表し、2006年

3月時点で1,932人が受診を希望しました。なお、当社グループの退職者のうち、中皮腫により4名が死亡し、4名が中

皮腫で加療中であることが判明しました。

アスベスト問題への対応



39

● メンタルヘルス4つのケアの充実によるメンタル疾患者の低減

　2005年度は、旭化成グループの「メンタルヘルスケア・ガイドライン」を発行し（2005年6月発行）、

メンタルヘルス4つのケアの充実により職場環境の改善に取り組んでいます。

メンタルヘルス4つのケアは以下の通りです。

メンタルヘルスケアの推進

メンタルヘルス4つのケア

①セルフケア：社員自らがストレスを予防し軽減する

②ラインによるケア：部下と日常的に接する管理監督者が行うケア。社員からの相談対応や職場環境の改善など

③産業保健スタッフなどによるケア：部場の産業保健スタッフが行うケア。専門的立場から、社員および管理監督

者からの相談対応や関係する部場の心の健康づくりの活動を支援することなど

④専門機関によるケア：メンタルヘルス専門機関および専門家によるケア

1993年度から実施している「心の健康診断（JMI）」

（財団法人社会生産性本部メンタルヘルス研究所が開発）

を2001年度から「セルフケア」のために全部場の全従

業員に実施することにし、2003年度に終了しました。

2004年度からも継続してJMIを実施しており、各部

場二順目となりました。2005年度までに全従業員の

2/3が実施しました。また、このJMIの結果の職場分析

「職場の心の健康度チェック」を行い、職場環境の改善

につなげています。

また、メンタル疾患により休業しその後職場復帰する

ときに、本人の回復状況に応じた職場復帰の対応が取れ

るように、人事制度として「リハビリ勤務制度」を制定

しています（2003年10月制定）。

4つのケアの実施例として、2005年度はラインによ

るケアの基礎である「管理監督者のメンタルヘルス研

修」を積極的に行いました。特に2005年度は、メンタ

ルヘルス教育の機会の少ない地方の事務所関係（仙台、

札幌）の管理監督者の研修を充実させるために、東京健

康管理室の精神科産業医による教育を行いました。

「メンタルヘルス」というと難しいも

のと思っていましたが、渡辺先生は身近

な出来事を例にして話されたので、とて

もわかりやすく理解することができまし

た。

旭化成ファーマ（株）

医薬札幌支店  総務グループ長　河野  進

メンタルヘルス研修を実施して

渡辺医師による教育研修の様子
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また、専門機関によるケアでは、旭化成ケミカルズの水島製造所が、地域の専門機関と連携してメンタルヘルス活動

を推進しています。

水島製造所は、製造所長の「水島製造所を“明るく元気

にする”」方針を踏まえて、メンタルヘルス活動の専門家で

ある岡山大学研究員の臨床心理士を中心としたメンタルヘ

ルス活動をスタートしました。

今までの主な活動は、

● カウンセリングルームの設置とカウンセリング

● 部課長の教育と面談

● 1,200余名の全従業員教育

などを実施し、一人ひとりの社員に手が差しのべられる

ような個人の健康管理を行うとともに、組織の活性化と職

場環境の改善などきめ細かい運営を心がけています。

メンタルヘルス活動で組織の活性化と職場環境の改善

社員ご本人や職場上司から寄せられるさまざまな相談に

適切に対応できる活動と、水島製造所の相談体制を構築し

ています。社員一人ひとりの心の健康に配慮することは職

場全体の生産性、企業の利益に結びつきます。予防的側面

からメンタルヘルス活動をよりよい職場環境づくりにつな

げています。

けいれんを起こして血液を送れなくなった心臓を、電

気ショックで回復させるAEDは公的施設などで徐々に

設置が進んでいます。

旭化成グループでは、工場や事務所での従業員の緊急

事態（心筋梗塞など）に備えるために、2005年度から

AEDの設置を進めてきましたが、東京地区11台、水島

製造所で21台設置するなど全社で40台の設置となりま

した。2006年度には延岡で25台となり、全社で65台

となる予定です。

AEDの操作訓練の受講者も500人を超えました。今

後も多くの従業員がAEDの操作ができるようにしたい

と思っています。

AED（自動体外式除細動器）の設置

大仁地区での防災訓練では

消防署と共同でAEDを使っ

た救急訓練も同時に行った。

健　　　康

旭化成ケミカルズ（株）

水島健康管理センター　為清  真治
旭化成ケミカルズ（株）

水島健康管理センター  臨床心理士　峰山  幸子

活動の輪の中で

AEDは、多くの人が集まる公共の場(公会堂・駅・空

港など)でよく見かけるようになりました。社内でAED

操作の訓練を受けたことが、社外の公共の場でいざとい

うときに役立ち、社

会貢献にもつながる

ように、操作訓練を

継続的に行うことを

計画しています。

水島製造所  健康管理関係者

後列左から、為清、阿川
前列左から、片山、峰山、内田
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製品安全

お客様の安全を考え、安心して製品を使っていただくために、日々、製品管理を徹底し、製品の安全性確保および

品質向上に努めています。

● お客様の満足の向上を目指して

旭化成グループが提供している製品は、原材料にな

る製品から一般消費者が使用される製品まで多岐にわ

たっています。製品が原材料であっても、最終的には

一般消費者が使用する製品に変わっていきます。そう

いう意味でも、お客様である一般消費者の皆様が満足

する製品を提供することが、当社グループの使命であ

ると考えています。

● 製品の安全性確保

1995年に国内で製造物責任（PL）法が施行されて以

来、製品の安全性を確保することはより重要な課題とな

りました。

製品がお客様の手に渡った段階で、問題が発見される

ようなことがあってはなりません。そのような事態が起

こらないよう、日々、製品管理を徹底し、製品の安全性

確保および品質向上に努めています。

● 製品の安全性確保の取り組み

製品の安全性を確保し、製品安全事故を未然に防止す

るために、当社グループ全体のガイドラインとして「製

品安全対策ガイドライン」を制定しました。ここでは、

原材料の購入から製品の使用を経て廃棄されるまでに管

理すべき内容について規定しています。

各事業会社は、このガイドラインに従い、製造す

る個々の製品の特性に応じて安全性の確保を行って

います。

製品は、各事業会社で製造･販売しており、各事業会

社が個々の製品の製品安全管理を行っています。

● 製品安全対策

製品安全対策では、右に示す製品安全対策の流れのと

おり、製品を市場に出す前の開発段階でリスクアセスメ

ントを実施し、製品の安全性を確保することが中心にな

ります。

製品は化学製品と機器製品に分類され、各々の製品の

安全性を確保するための手順は右に示すとおりです。

リスクが管理可能になった事業者向け化学製品につい

ては、製品固有の危険有害情報を記載した製品安全デー

タシート（MSDS※）を作成して、お客様である事業者

に提供し、安全な取り扱いをお願いしています。

一方、リスクが管理可能になった機器製品および一般

消費者向け化学製品については、残留するリスクに対し

て安全に使用してもらうための情報を取り扱い説明書な

どに記載し、お客様に提供しています。

製品安全事故の撲滅

2005年度の主な目標

●製品安全事故の撲滅

2005年度の結果

●製品安全事故は、発生しませんでした。

※ MSDS
"Material Safety Data Sheets"の略です。
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● 製品安全活動結果

2005年度のRC目標である「製品安全事故の撲滅」に

対し、製品安全事故の発生はありませんでした。

この1年、各事業会社が、「製造物責任」「化学製品安

全」「機器製品安全」などの教育の継続、リスクアセスメ

ントの実施などの日常活動を行ってきた結果と考えてい

ます。

製品は、役に立つ特性のみを有するのではなく、危険

有害性も併せ持っていますので、取り扱いを誤ると危害

が発生する可能性があります。そのため、安全に使用・取

り扱いいただくため各種の情報を提供していますが、ま

だその活用が不十分な面が見受けられます。製品の安全

性を見直すとともに、より判りやすく、活用しやすい情

報の提供に努めていきたいと考えています。

安全性／リスク評価

計画立案

製品安全対策の流れ

化学製品の安全性確保の手順 機器製品の安全性確保の手順

市場評価前検討

製品の安全性

確保のため実

施する内容お

よびスケジュ

ールの作成

リスクの除去・低減

対外文書の作成

製造・物流などの要件の明確化

製品の企画

用途、仕向地の明確化

用途、仕向地の明確化

法規・規格・基準の調査

製品の制限の決定

危険源の同定

リスク見積り

リスクの評価

製品の設計（試作機器の製作）
法規・規格・基準の調査

No

Yes

No

Yes

危険有害性の調査

製品開発を
するか

リスクが
管理可能か

製品は安全か

リスクの低減

Yes

No法規・規格・基準への対応

製造・物流などの要件 対外文書作成

不足データの取得 暴露状況の把握

リスクの評価

製品取扱者が負担する
リスク内容、対策の明確化

安全性／リスク評価

製品上市前検討

リスクの除去・低減

使用方法、廃棄方法の把握

対外文書の作成

製造・物流などの要件の確認・修正

製品上市後検討

製品供給段階製品開発段階

使用方法、廃棄方法の把握

対外文書の見直し

製造・物流などの要件の実施

製品取扱者が負担する
リスク内容、対策の明確化

市
場
評
価
審
査

製
品
上
市
審
査

リスクアセスメント

終了

・製造、物流などの要件
・取扱者への伝達事項
　の明確化

製 品 安 全
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化学物質の管理

旭化成グループでは、研究開発から使用、廃棄に至るまでの、ライフサイクルすべてにおいて、化学物質の適切な管理を

進めています。

化学物質の管理を徹底

　当社グループでは、環境保全、保安防災、労働安全衛生・健康、製品安全の面から、各段階で、

次の図のように、化学物質の管理を実施しています。

● 原材料の調達段階

原材料の調達段階においては、化学物質の安全性に関

する情報を調達先から入手し、情報を管理しています。

この情報を基に、化学物質の保管、取り扱いなどに活か

しています。

● 製造段階

製造段階においては、化学物質を適切に管理し、環境

への排出を抑制しています（「環境保全」の項参照）。ま

た、化学物質を取り扱う設備の火災、爆発、漏洩を防止

（「保安防災」の項参照）し、地域社会の安全や、地球環

境の保全に努めています。

一方、製造現場で働く人々に対する化学物質の暴露を

防止し、健康に影響しないように化学物質を管理（「労働

安全衛生」の項参照）しています。これらの活動につい

ては、それぞれの項目をご覧ください。

● 使用・廃棄段階

製品の使用・廃棄段階において、適切に製品を取り

扱っていただくため、化学物質（または化学製品）の

安全性情報を、製品安全データシート（MSDS）、技術

資料、パンフレットなどにより提供しています。また、

物流時においては、万が一事故を起こした場合にも、環

境面、安全面で適切に対処できるよう、イエローカード

により安全情報を提供しています。

調達先

社会

旭化成グループ

調達

原材料の
MSDSの入手

グリーン調達

製品安全
製品のMSDSの配布

物流安全
イエローカード
の交付

環境保全
環境負荷の低減

保安防災
火災・爆発の防止

労働安全衛生
従業員の労働災害の防止

販売

顧客

使用 廃棄製造

研究開発

供給 原材料 製品

旭化成グループの化学物質管理
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1 廃棄物は出してから処理するのではなく、出さないようにする

2 原料をなるべく無駄にしない形の合成をする

3 ヒトと環境に害の少ない反応物・生成物にする

4 機能が同じなら、毒性の低い物質を作る

5 補助物質をなるべく減らし、使うにしても無害なものを使う

6 環境と経費への負担を考え、省エネルギーを心がける

7 原料は枯渇性のものではなく、再生可能な資源から得る

8 途中の修飾反応は、できるだけ避ける

9 できる限り触媒反応を目指す

10 使用後の環境中で分解するような製品を目指す

11 プロセス計測を導入する

12 化学事故につながりにくい物質を使う

出典 ： P.T.Anastas, J.C.Warner 著、日本化学会・化学技術戦略推進機構訳編、「グリーンケミストリー」、丸善（1999）

化学物質の安全性に関する調査・研究活動への参画

旭化成グループは、日本化学工業協会を通じて国や

ICCA（国際化学工業協会協議会）が推進する化学物質安

全活動にも参画しています。

● Japanチャレンジプログラムへの参画

国が進めてきた既存化学物質の安全性点検については、

2005年からは官民連携で、安全性情報の収集を加速し、

広く国民に情報発信を行うとの趣旨で、「官民連携既存化

学物質安全情報収集・発信プログラム(通称：Japanチャ

レンジプログラム)」として推進されることになりまし

た。

当社グループは、このプログラムに積極的に参画して

います。

● ICCA HPVイニシアティブ

（高生産量化学物質安全性点検プログラム）

ICCAは、1998年、OECD（経済協力開発機構）が進

めてきた高生産量化学物質安全性点検プログラムに産

業界の立場で協力、推進することを決議しました。そし

て、2004年までに約1,000物質（日、米、欧3地域で

1,000t以上の生産物質）の評価を終えることを目標に

取り組んできましたが、終了することはできませんでし

た。しかし、OECD HPVプログラムに対するICCA HPV

イニシアティブの寄与は、満足すべき以上のものがあっ

たとしています。今後、評価終了までに数年が必要で

す。

当社グループは、このICCA HPVイニシアティブに

1999年より参加しています。対象となる約1,000物質

のうち、当社グループが製造しているのは30物質で、そ

のうち10物質についてコスポンサーとしてイニシアティ

ブへの参加表明を行い、既に5物質についてはOECDで

の評価が完了しています。残り5物質についても関係先

と連絡をとりながら鋭意進めており、うち2物質が評価

完了を控えています。

● ICCA-LRI 

 （Long-range Research Initiative：長期自主研究）

ICCAでは、化学物質のヒトの健康や環境への影響に関

する未解明な問題への対応や安全性評価技術の開発など

に関し、長期自主研究を進めています。日本化学工業協

会では、このうち「内分泌かく乱作用」「神経毒性」「化学

発がん」「過敏症」の4分野での研究を推進しています。

当社グループは、この活動に「内分泌かく乱作用」と

「神経毒性」の企画管理パネル委員として参画し、研究白

書作成、応募テーマ審査、採択テーマに関するフォロー

などの活動を行っています｡

グリーン・ケミストリー12原則

※ グリーン・サスティナブル・ケミストリー（GSC）

製品設計、原料選択、製造方法、使用方法、リサイクルなど、製品の全

ライフサイクルを見通した技術革新により、「人と環境の健康・安全」、

「省資源・省エネルギー」などを実現する化学技術のことです。この化

学技術の革新を通して、「人と環境の健康・安全」を目指し、持続可能

な（=サスティナブル）社会の実現に貢献することを基本理念としていま

す。GSC活動は、日本では、グリーン・サスティナブル・ケミストリー・

ネットワーク（GSCN）が推進しており、日本化学工業協会、化学技術

戦略推進機構を含む学会・業界団体など10団体が加盟しています。

● 製品開発、技術開発段階

どのような化学物質をどのように使用するかは、研究

開発段階で決まるため、製品や製造技術の研究開発の段

階から、化学物質の管理を実施しています。

研究開発段階では、“グリーン・サスティナブル・ケミ

ストリー※”の考え方で、製品、製造プロセスの研究開発を

進めています。この考え方は、12原則に示されています。

また、製品の安全性についても、研究開発段階から検

討を進めていますが、これについては、「製品安全」の項

をご覧ください。

化学物質の管理
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R C教育

旭化成グループでは、持株会社、事業会社、生産地

区、工場など、それぞれの組織において、ニーズに応じ

た教育・訓練を実施しています。

例えば、新入社員や転入者に対しては、RCに関する体

系的な教育が実施されます（延岡地区では、旭工科大学

と銘打った教育など）。また、各工場では、それぞれの製

造プロセス・設備に適合した教育・訓練などを独自に実

施しています。この他にも、各職場において適宜教育・

訓練が行われています。

さらに、当社グループでは、人間工学を考慮して自社

開発した「旭式安全技術教育（AST）マニュアル」を、

グループ共通・地区・工場の安全教育カリキュラムに組

み込んでいます。このマニュアルは、次の3つを基本に

構成しています。

また、水島、川崎地区には、化学プラントの操業をし

ていく上で必要な技術の修得を目的に、「旭オペレーショ

ンアカデミー（Asahi Operation Academy）」という

教育・訓練センターを設置しています。ここでは、教育

用ミニプラント、シミュレーターを設置し、技術技能訓

練、プラント運転訓練、化学プラント訓練、化学工学訓

練（単体機器操作）などを行い、「設備とプロセスに強い

オペレーター」の育成を行なうと同時に、社外へも公開

しています。

このような技術的な面での教育・訓練を通して、RC

における、特に保安防災面でのレベルアップを図ってい

ます。

＜ASTマニュアル＞

① 全員が参加し、自ら考えることを通じて、災害防止意識を育て、主体的に実行する

② 錯覚、誤操作、誤判断といった人間工学の問題に踏み込み、その防止方法を考える

③ 過去の災害事例研究を通じ、災害の事前想定を重視し、予防的対策を考える

旭オペレーションアカデミーの教育・訓練風景

蒸発箱引火実験

静電気爆発実験
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実際に現場で起きうる事故を想定し、火災・爆発の起きる現象を目の当たりにす

ると「気をつけなくては！」という思いを強く抱きます。実習で得た経験を生かし

て細心の注意を払い、仕事に精進したいと感じました。安全体験学習で危機管理へ

の意識が受講前と比べて格段に高まったと思います。 

教育・訓練を受けて

「ガソリンは空気より重いから下の方に溜まる」ということは頭では解っていまし

たが、実際に引火実験を行うと、たかだか数センチの場所の違いで引火するかしな

いかが決まっていました。非常に僅かな違いなので、ぞっとしました。このような経

験ができてよかったと思います。

危険と隣り合わせであること、現場での集中力や細かな配慮が欠かせないことを

痛感しました。今日体験したことで実際に爆発や火災が起こったら……考えるだけ

で恐ろしいと思いました。日本を代表する化学会社で働く誇りを持つ一方、一歩間

違えば大事故になる意識を忘れずに、責任ある行動が必要だと思いました。

たった0.4ccのガソリンで大きな爆発が起こり、実際のプラントでの爆発を想像す

るとぞっとしました。化学プラントでは、条件がそろえば、服を脱いだときに発生

する静電気が原因で爆発が起きる可能性があることを痛感しました。この体験を今後

に活かしたいと思います。

旭化成ケミカルズ（株）

無機化学品事業部  薬品工場　吉田  光太郎

旭化成ケミカルズ（株）

膜・エネルギー事業部  ハイポア工場　成戸  宏介

旭化成ケミカルズ（株）

モノマー第一事業部  事業部付　岩附  美緒

旭化成ケミカルズ（株）

水島製造所  モノマー製造第二部　小林  浩司

R C 教 育

旭工科大学の教育風景
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環境・安全投資

旭化成グループは、RC活動のために必要な経営資源を投入してきました。

2005年度の「環境保全」「保安防災」「労働安全衛生」「健康」それぞれの設備投資の割合を円グラフに示しました。

● 環境会計

　当社グループでは、環境省のガイドラインのコスト分類に沿って、環境保全のためのコストを把握しています。

ケミカルズ、せんい、エレクトロニクス、ライフ＆リビングのセグメントに関する2005年度の環境保全コストと物量

効果を示します。

環境会計一覧表

 ケミカルズ （1）　事業エリア内コスト  1,495 4,634

  　　公害防止コスト 温排水対策、塩化メチレン排出削減対策など 1,231 3,081

  　　地球環境保全コスト 省エネルギー対策の実施 130 246

  　　資源循環コスト リサイクル設備設置、産業廃棄物処理費など 134 1,307

  （2）　上・下流コスト グリーン調達など 1 59

  （3）　管理活動コスト ISO審査、教育、監視などの費用 7 695

  （4）　研究開発コスト 新プロセス開発、環境配慮製品開発など 29 828

  （5）　社会活動コスト 地域社会とのコミュニケーションの実施など 0 3

  （6）　環境損傷コスト 公害健康補償法の補償金、地下水浄化費用など 0 216

  　　　　合　　計  1,532 6,436

 せんい （1）　事業エリア内コスト  222 1,742

  　　公害防止コスト 排水処理対策、大気汚染物質の除去対策など 181 907

  　　地球環境保全コスト 熱回収など省エネ対策 25 76

  　　資源循環コスト 工程内ロスリサイクル、産業廃棄物リサイクルなど 17 758

  （2）　上・下流コスト 容器包装の回収など 0 13

  （3）　管理活動コスト 工場緑化、従業員教育、ISO審査など 0 72

  （4）　研究開発コスト 省資源化、リサイクル技術開発など 0 75

  （5）　社会活動コスト 地域社会とのコミュニケーションの実施など 0 7

  （6）　環境損傷コスト  0 0

  　　　　合　　計  222 1,909

 エレクトロニクス （1）　事業エリア内コスト  89 363

  
　
　公害防止コスト 脱臭装置の設置、PRTR物質排出量の削減や排水処理 56 95

   対策など

  　　地球環境保全コスト フロン使用プロセスの廃止や省エネ活動など 2 10

  
　
　資源循環コスト 産業廃棄物の処理や産業廃棄物のリサイクルなど 31 258

  （2）　上・下流コスト 容器包装などの環境負荷低減（通箱、リサイクル）など 0 78

  （3）　管理活動コスト 環境負荷の監視や測定、工場周辺の緑化設備など 0 86

  （4）　研究開発コスト 環境負荷低減製品の開発など 0 10

  （5）　社会活動コスト 地域社会とのコミュニケーション、クリーン活動や緑化 0 1
   など

  （6）　環境損傷コスト ̶ 0 0

  　　　　合　　計  89 538

 ライフ＆リビング （1）　事業エリア内コスト  305 908

  　　公害防止コスト 排ガス対策、排水系油流出対策など 185 175

  　　地球環境保全コスト コージェネレーション設備の設置など 119 245

  　　資源循環コスト 産業廃棄物の処理や原材料リサイクルなど 0 488

  （2）　上・下流コスト 容器包装リサイクルに係わる再商品化委託、 0 15
   グリーン調達など

  （3）　管理活動コスト エコプロダクツ展への出展、工場ガーデニング費用、 3 89
   従業員教育など

  （4）　研究開発コスト 生分解樹脂製品開発など 0 397

  （5）　社会活動コスト エコ・クリーンアップ活動、アースデイ参加など 0 2

  （6）　環境損傷コスト 地下水汚染対策 0 10

  　　　　合　　計  308 1,420

コスト分類 主な取り組みセグメント 投資額[百万] 費用額[百万] 効果

2004→2005年度の削減効果

有害大気汚染物質の排出量の削減

85.6→ 64.7 t/y

PRTR法対象物質の排出量の削減

403→ 369 t/y

有害大気汚染物質の排出量の削減

4.4→ 3.7 t/y

PRTR法対象物質の排出量の削減

21.2→ 14.1 t/y

PRTR法対象物質の排出量の削減

13→ 9 t/y

産業廃物の最終処分量

88→ 22 t/y

温室効果ガス（HFC）の排出量の削減

14.8→ 0.8 t/y

PRTR法対象物質の排出量の削減

373 → 66t/y

産業廃棄物の最終処分量

6.9→ 6.1 千t/y

※四捨五入の関係で、個々の数値の合計と合計値が、若干異なることがあります。
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環境・安全関連設備投資

労働安全
50％

25.1億円

爆発
19％

地震等
11％

老朽化
 20％

32.6億円

水質
40％

大気
21％

化学物質
18％

省エネ
13％

土壌汚染
3％

騒音等
（音・振動・悪臭）
3％

廃棄物、
緑化他
2％

環境保全関連設備投資
（2005年度）

安全関連設備投資
（2005年度）
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社員の個の尊重
社員一人ひとりを尊重し、働きがいがあり、能力を十分に発揮できる職場づくりを目指します。

人財理念の制定

旭化成グループの人財が、働きがいを感じ、いきいきと活躍できる場を提供し、

グループの成長と発展を目指す
会社が約束すること

● 活力ある組織をつくり、成果を上げる
● 既成の枠組みを超えて発想し、行動する
● メンバーの成長に責任を持つ

リーダーに求めること

社員に求めること
● 挑戦し、変化し続ける
● 誠実に、責任感を持って行動する
● 多様性を尊重する

当社グループは、中期経営計画「Growth Action－2010」でも明示した通り、活気

に溢れ成長拡大する企業を目指して動き出しています。経営者はもちろん、従業員一

人ひとりに至るまで、新たな発想と主体的行動で挑戦し続けることが、グループの成

長拡大を実現し、個人の達成感や成長の実感につながります。そのために、グループ

全体で共有する価値観や行動の指針をまとめたのが人財理念です。一人ひとりが、こ

の理念を日常の仕事に落とし込み、実践を積み重ねることを通じて企業の成長を実現

し、「世界に貢献し続ける旭化成グループ」を目指していきます。

旭化成（株）　

取締役 兼 執行役員（人財・労務担当）

辻田  清

人財理念制定のねらい

旭化成グループは、「人財」たる社員一人ひとりが共有すべき価値観や行動の指針を「人財理念」としてまとめ、

2006年3月に制定しました。社員がこの理念に沿った行動を積み重ねることを通じ、企業風土として定着させ、

社員一人ひとりの成長と当社グループの発展を実現することを目指しています。
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セクシュアルハラスメント防止への取り組み

※1 同実績値は、各年度の3月末時点のものです。
※2 旭化成、旭化成ケミカルズ、旭化成ホームズ、旭化成ファーマ、旭化成エレクトロニクス、旭化成せんい、旭化成建材、旭化成ライフ＆リビングの
 採用実績であり、その他連結子会社の採用人数および契約社員の採用人数は含まれていません。

雇用機会均等と多様性

旭化成グループでは、人財・労務部を中心に、すべての社員が性別等によるいわれのない差別を受けることなく、

活き活きと能力発揮ができるよう支援を行うとともに、障害者雇用促進や定年退職者の再雇用に取り組んでいます。

女性の管理職・職責者数の推移※1

[ 人 ]

女性の採用比率の向上・女性の配置先の拡大

当社グループでは、1993年にEO推進室を設置し、女

性の採用比率の向上・女性の配置先の拡大を推進してい

ます。

1993年に5名だった女性管理職・職責者は、2005年

度末に158名に増加しました。また、女性の配置先につ

いても、様々な職域に拡大しました。

2005年度の採用実績

2005年4月に男性253名、女性144名、計397名※2が新卒で入社しました。また、2005年度中に正社員として18人

をキャリア（中途）採用しました。

当社グループでは、セクシュアルハラスメント防止

に関する方針を、「企業倫理に関する方針・行動基準

（sP15）」に定めるとともに、就業規則にて明確に禁

止しています。また、防止を徹底するため、階層別研修

や事業会社別の研修を定期的に実施しています。

グループ共通の相談窓口として人財・労務部内にEO推

進室を設け、さらに、各事業会社・各地区・各組合にも

相談窓口を開設し、様々な相談や不安への対応を行って

います。

こういった相談への対応や研修は常勤の社員のみな

らず、派遣社員や関係会社に勤務する社員も対象として

おり、グループ全体でセクシュアルハラスメントの防止

に取り組んでいます。

国籍、新卒・既卒、出身大学、性別等諸々のボーダーを外すという意味で、1996

年2月に当社の採用活動を「ボーダレス採用」と名づけました。現在、多様な文化・

言語に対応できる海外要員の採用と、即戦力として活躍できる人財を確保するため

のキャリア（中途）採用を積極的に行っています。

旭化成（株）

人財・労務部  採用グループ長　日比  彰

ボーダーのない採用活動を実践しています

社員の個の尊重

EO推進室とは

EOとは、“イコール・オポチュニティ”（Equal Opportunity）

の略。EO推進室は、“雇用機会の均等”、“人権の尊重”、

“仕事と家庭の両立支援”などを推進する組織として1993年

に発足し、多様な人財が活き活きと働ける職場形成を支援し

ています。
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※ 育児・介護休業法。なお、育児休業については、特別な事情がある場合は満1歳6か月まで。

育児休業を5日間取得しました。出産から退院まで妻子と一緒にいることができ、

本当に良かったです。また、自宅にいる子供の世話をする時間も持つことができ、

有意義な育児休業になりました。家族との時間を持てた分、仕事への集中力と意欲

が高まったと思います。

旭化成メディカル（株）

プラノバ工場　黒田  壽稔

子育てをする男女社員が仕事と
子育てを両立しやすい環境の整備

育児休業制度を改定（2006年1月）

育児・介護休業者とのwebによるコミュニケーションツール
「エクストラネット」を設置（2006年8月）
＊2005年度末には休業者の約半数が利用

社員全体の働き方の見直し

年次有給休暇取得促進のための施策実施

長時間労働防止のための施策実施

地域・社会貢献による次世代育成支援

次世代育成支援などの社会貢献施策を
企画・実施するため、社会貢献委員会を設置
（2005年4月）

旭化成グループの次世代育成行動計画

仕事と家庭の両立を目指す働き方を尊重し支援しています

● 育児休業制度の取得状況

2005年度の育児休業制度の利用者は189人でした。その

うち68人が男性で、子供が生まれた男性の育児休業取得率は

38％になりました。育児休業を5日間有給とするなど、「育児

休業制度」の改定を2006年1月に行ったことが、男性の育

児休業制度利用促進につながったと考えています。なお、産

前産後休暇を取得した女性の95%が同制度を利用しました。

当社グループの「育児休業制度」は、法定※で満1歳のとこ

ろ、子供の年齢が満3歳到達後の4月1日まで取得できます。

育児休業制度の取得推移

［人］

■女性
■男性

 旭化成グループでは、仕事と家庭の両立を図る社員

のために、様々な制度・施策を準備し、社員各人がそれ

ぞれの状況にあわせて働き方の選択ができるようにサ

ポートしています。特に育児支援のための制度は、育児

をする女性社員の多くに利用されてきましたが、次世代

育成支援対策推進法における行動計画の実行を通じて、

男性にも利用しやすい環境を整えていきます。

● 次世代育成のための行動計画を策定しました

当社グループは、2004年7月に制定された「次世

代育成支援対策推進法」に沿って行動計画を策定し、

2005年4月から2007年3月までの2年間を行動計画

期間として取り組んでいます。

● 育児休業を5日間有給に

当社グループは、男女ともに育児休業を取得しやす

い環境を整備するため、2006年1月に「育児休業制度」

を改定しました。

同改定では、育児休業の最初の5日間を有給にすると

ともに、配偶者が無職や育児休業中の社員でも取得でき

るようにしました。さらに、2回に分けて育児休業を取

得できるようにしました。

育児休業、わたしの場合

　「働くこと」と「子育て」はそれぞれ大変ではありますが、人間としては、ごく

自然で当たり前のことではないでしょうか。私は、自分がいつも自然体で、自分な

りに頑張っている姿を周囲の人に見てもらうことで、「両立することは、何も特別

なことではないのだ」というメッセージを発することができればと思っています。

旭化成ケミカルズ（株）

機能樹脂事業部  自動車材料営業部　西村  明子

「仕事」と「育児」、私の思い
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※ 同実績値は、各年度の6月1日時点のものです。2005年6月1日の算定基礎人員は、旭化成(株)、旭化成ケミカルズ(株)、旭化成ホームズ(株)、
 旭化成ファーマ(株)、旭化成せんい(株)、旭化成エレクトロニクス(株)、旭化成建材(株)、旭化成ライフ&リビング(株)、(株)旭化成アビリティの9社の
 16,545人です。なお、2005年6月1日の障害者雇用数303名のうち、（株）旭化成アビリティの障害者数は177名でした。

「パソコン操作」種目で銀賞を受賞した 安藤 久志（左）と、
「ワード・プロセッサ」種目で銀賞を受賞した 篠原 加代子（右）

障害者雇用の促進

 当社グループの2005年6月1日時点の障害者雇用率

は1.83%(303名)で、1994年度以降毎年、法定雇用率

(1998年から1.8%)を上回っています。

 当社グループは、障害者を雇用するための特例子会

社「(株)旭化成アビリティ」を1985年に設立しまし

た。ホームページの制作などの情報処理、印刷・製本、

緑化、クリーニング、筆耕、表具・表装などの事業活動

を行っています。

● （株）旭化成アビリティの社員2名が「第28回アビリン

ピック全国大会」で銀賞を受賞

旭化成アビリティの社員2名が、2005年10月に山

口県山口市で開催された第28回アビリンピック全国

大会(全国障害者技能競技大会)「技能維新!きらら山口

2005」に、岡山県代表として出場し、「パソコン操作」

と「ワード・プロセッサ」で、それぞれ銀賞 (全国2位)

を受賞しました。

障害者雇用率の推移

 雇用率の実績※

 法定雇用率

[%]

● 育児短時間勤務制度の取得状況

2005年度の育児短時間勤務制度の利用者は、142人

で、男性の利用者数は2人でした。フレックス制度が適

用されている職場では、フレックスとの併用などによ

り、同制度を利用しやすいように配慮しています。

旭化成グループの育児短時間勤務制度は、子供が小学

校就学まで、法律は3歳までのところ、最高1日2時間

を限度に短縮勤務が可能です。

● 介護休業制度の取得状況

2005年度の介護休業制度の利用者は7人でした。

当社グループでは、家族を介護することを理由とする

育児短時間勤務制度の取得推移

[ 人 ]

■女性
■男性

社員の個の尊重

再雇用制度

能力とやる気のある社員が、定年後も活き活きと働

き、本人のやりがいと事業への貢献が両立できる環境づ

くりのため、2001年4月に組合員を対象に「61歳まで

の再雇用制度」を導入し、さらに、2005年4月以降の

対象者については、2回の契約更新を可能とし、63歳

まで再雇用可能な制度としました。また、非組合員であ

る管理職層についても、「再雇用制度」を導入すること

を2006年3月に決定しました。

場合、約1年間休職することができます。さらに、同じ

理由に対して、通算93日を限度に再度休業をすること

が可能です。
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旭化成グループの教育体系

能力開発支援と人事ローテーション

従業員の能力開発支援

人事ローテーション

● 公募人事制度による人材交流

事業会社間の人材交流および従業員の主体性に基づい

た仕事へのチャレンジ促進のため、通常のローテーショ

ンに加え、2004年10月に「公募人事制度」を導入しま

した。募集は年4回あり、求人件数、応募者数、合格者数

とも堅調に推移しています。このような施策を通じて、グ

ループ内の人材交流も活発に行われています。

労使のコミュニケーション

旭化成労働組合と定期的に協議しています

当社グループは、約1万450人を組合員としてもつ

旭化成労働組合と定期的な議論の場をもち、意思の疎

通を図っています。2005年5月にグループ全体につ

いて議論する中央経営協議会が開催され、2005年

度中に、旭化成ケミカルズ、旭化成ホームズ、旭化成

ファーマ、旭化成せんい、旭化成エレクトロニクス、

旭化成建材、旭化成ライフ&リビングにおいて、事業会

社別労使懇談会が開催されました。

人財労使会議の設置

会社および旭化成労働組合は、「職場が活性化し、従

業員がモチベーション高く職務に専念していくために

は、それらを支える制度や環境の整備、充実が必要であ

り、その大きな柱は人事労務制度・施策である」とい

う認識のもと、広く「人」に関する課題について労使

で認識を共有し問題解決を図っていくための場として、

2003年12月より、人財労使会議を設置しています。

グループ共通 各事業会社主体 自己研鑽

役員
事業部長

部長級

課長級

係長級

リーダー

社員

役員フォーラム

海
外
留
学
制
度

運
転
主
任
候
補
研
修

職
長
任
命
前
後
研
修

自
己
研
鑽
支
援
制
度
（
受
講
料
・
資
格
取
得
費
用
の
補
助
）

事業部長フォーラム

関係会社新任取締役研修

考課者研修

新任部場長研修

考課者研修

製造課長研修

課長級転研修

係長級転研修

新入社員研修

ポスト

グ
ロ
ー
バ
ル
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
研
修

＊1

異
業
種
交
流
研
修
＊2

＊1 世界を相手にビジネスを進めていくことができる人材を育成することを目的と
 した研修。

＊2 他社の人材との相互啓発を通し、幅広い発想や新しい視点に触れさせ、自らの
 役割遂行に役立てることを目的とした研修。

旭化成グループでは、全事業会社共通の研

修として、新入社員研修、新課長級職研修、新

任部場長研修、事業部長フォーラムなどの階層

別研修を実施しています。また、グローバルマ

ネージャー研修など、それぞれの事業分野や

職務内容に応じた研修を行い、従業員の能力開

発や業務遂行の支援を行っています。

● 自己研鑽を支援

当社グループでは、2003年10月から職務

遂行能力や専門知識・技術を高める努力を応

援する制度として、「自己研鑽支援制度」を設

け、能力開発に要した経費の一部を支援金 (受

講料などの補助) として支給しています。

● 定期的に留学生として海外に従業員を派遣

事業環境のグローバル化が進むなか、世界を

相手にビジネスを進めていくことができる人材

を育成するため、毎年度定期的に従業員を海外

に留学生として派遣しています。

● 能力開発状況や職務経験、異動の希望を

　イントラネットに共有化

当社グループでは、能力開発の状況を把握するため、

各人が取得した専門能力や公的資格、過去の職務経験や

今後の異動に関する希望をWeb上で随時入力できるシス

テム「キャリア情報登録」を運用しています。
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社会との共生
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旭化成グループでは、ステークホルダーとのコミュニ

ケーションを円滑に行うため、機関投資家の皆様との窓

口としてIR室を、報道機関への窓口として広報室を、そ

れぞれ持株会社に設置しています。 また、生産地区にお

いては、各地区の総務・事務部門が、工場周辺の地域の

国内外の
一般市民

株　主

地域社会お取引先

お客様

社　員

旭化成グループ

満足と
信頼向上

株主還元

共存共栄

社会貢献

働きがい
能力向上

公正な取引

地球環境との
調和

皆様とのコミュニケーションを行っています。

最終製品をお使いいただくお客様に対しては、それぞ

れの事業会社がお客様との窓口を設置し、直接コミュニ

ケーションできる体制をとっています。

社会との共生
公正な情報開示と、経営資源を活かした社会貢献を積極的に行うことにより、

世界中の人々との友好関係を強化します。

ステークホルダーとのコミュニケーション体制

旭化成 総務部 大阪総務室
旭化成 IR室

 ● 電話などでのお問い合わせ対応
 ● アナリスト・機関投資家説明会・取材
 ● Webでの情報開示▲

P56

営業・販売部門
お客様窓口

 ● 営業・販売担当者による直接対応
 ● 電話などでのお問い合わせ対応▲

P57-58

生産地区 総務・事務部門

 ● 定期的地域交流会
 ● 社会貢献活動▲

P60

購買・物流部門
生産地区 環境安全部門

 ● 安全協議会などの交流会を実施▲

P59

ステークホルダー

投資家・
アナリスト

お客様

地域社会

お取引先

旭化成 総務部 広報室
事業会社 広報担当

 ● プレスリリースの発行
 ● 記者会見
 ● Webでの情報開示

旭化成 総務部 CSR室

 ● CSR関連アンケート対応
 ● CSRレポートの発行
 ● Webでの情報開示
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※1  “Investor Relations”の頭文字をとったもので、投資家向けの広報活動のこと。 

※2  2005年6月28日に開催された第114期株主総会出席者を除く。

旭化成グループを正しくご理解いただくため、タイムリーかつ、公正な情報開示に努めます。

株主・投資家とのコミュニケーション

2005年度は、機関投資家・アナリスト向けに、延べ251回の個別説明を実施しました

旭化成の総株主数は約13万人で、所有者別持株比率は国内金融機

関が約44%、国内個人投資家が約25%、外国法人等が約24%と

なっています（2006年3月31日現在）。

新中期経営計画の説明会（2006年3月）

IR室は、株主・投資家の皆様ともっとも効果的な双方向のコミュニケーション

を実現することを目標としています。当社ではこれを経営者自らの責務と考えて

おり、経営説明会や決算説明会において、経営者が自ら国内機関投資家や証券ア

ナリストの方々に当社経営に関する説明を行い、多くのご質問に真摯かつ率直に

応えています。また、こうした説明会の内容を個人株主・投資家、さらに外国人

株主・投資家の皆様にもご覧いただけるように、当社のホームページにおいて、

日本語と英語で資料の掲載と音声の配信を行っています。

今後とも、迅速、正確、公平な情報開示に努め、株主・投資家の皆様の声に

耳を傾けながら、 IR活動をより充実させ、公正な価値評価を得られるように努力

していきます。

旭化成（株）  

IR室長　峪  守央

投資家の皆様への情報開示を積極的に展開します

社会との共生

国内金融機関

国内証券会社 国内その他法人

国内
個人投資家

外国法人等

所有者別持株比率（2006年3月31日現在）

IR※1室では、日本国内において、四半期ごとの決算や業績概況の大

規模説明会を含め、201回の個別説明を実施し、海外では、50回の個別

説明を実施しました。これらを合計すると、延べ251回の個別説明会

を実施し、約1,000人※2の機関投資家、アナリストの皆様に直接情報

提供をさせていただいたことになります。

また、決算説明会資料や、アニュアルレポート、事業報告書「株主

のみなさまへ」などを、当社グループのホームページに掲載し、当

社のIR関連情報の迅速・正確・公平な開示に努めています。

株主の構成

当社は、2005年9月末日時点の当社個人株主の皆様

に対してアンケートを実施し、5,077通のご返信をいた

だくことができました。その中で、約60％の方が10年

以上長期で当社株式を保有していただいていることが

わかりました。また、ご回答いただいた方のなかで、約

50％の方が当社に対して「満足」、約30％の方が「不

満」と回答されました。

株主アンケートの実施
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お客様とのコミュニケーション

お客様に満足していただける価値（製品・サービス）を提供するために、「お客様とのコミュニケーション」を

大切にしています。お客様のニーズを満たし、喜んで使っていただける製品・サービスを提供することが、

ひいては、社会に受け入れられ、社会の進歩に貢献していくことにつながると考えています。

衣料のみならず消費材・産業資材用の繊

維素材を提供する旭化成せんい。なかでも

不織布「ベンリーゼTM」は、再生セルロー

ス繊維である「ベンベルグTM」を使用した不織布で、ク

リーンルーム用ワイパーや医療用ガーゼ・フェイスマ

スクなど、くらしのなかで活躍しています。

紅茶のティーバッグに使用されているのも、この「ベ

ンリーゼ」。紙を使用したティーバッグが一般的ですが、

「ベンリーゼ」を使用することにより、茶葉の抽出性が

良くなり、早くおいしい紅茶をいれることができます。

また、紙臭さがなく、接着剤も使用しないので紅茶本来

の香りを味わえます。

旭化成
せんい

消費者の本物志向が高まっているなかで、「消費者の

皆さんに本物の紅茶を味わってもらいたい」との観点

から、「ベンリーゼ」使用のティーバッグが生まれたの

です。

お客様のニーズを満たすモノづくりのために…

写真提供：三井農林株式会社

三井農林株式会社

食品プロジェクト部長　清水  光夫  様

日東紅茶の新製品「プライムティーバッグ」に、旭化成せんいさ

んの「ベンリーゼ」を使用しています。環境にやさしい素材であるこ

と、お茶の抽出性が良いことが「ベンリーゼ」を使用する理由です。

ささいな理由と思われるかもしれませんが、メーカーとして消費者視

点に立ったとき、それが後々大きな成果をあらわすことがよくあり

ます。今後の目標は、さらに生産性を良くして、ひとつでも多くの商

品を消費者の皆様にお届けしていくことですね。

お客様より

「ベンリーゼ」は、紙と違いとてもやわらかい素材ですので、

いかにその良さを失うことなく、ティーバッグに加工してい

くか、に苦労しました。

“開発目標や、試作品評価の際の問題点や課題を、お客様と共

有する”ことは製品開発の基本中の基本ですが、実際に遂行す

ることは意外と難しいのではないかと思います。

私たちが心がけたのは、お客様の製造現場を大切にするとい

うことです。今回は、当社は大阪・延岡、お客様は東京・静岡

と離れていましたが、お客様の製造現場に当社担当が集合し、

実物を見ながら対面して会話することで、お客様のニーズの的

確な把握ができました。また、開発の方向性のベクトルを合わせ

る努力も徹底しました。

紙のティーバッグと比べると、風味と香りが明らかによく

なっている、とのお客様の評価もいただいているそうです。

うれしいですね！

旭化成せんい（株）

不織布事業部  ベンリーゼ営業部　磯野  康志（営業担当） 　ベンリーゼ営業部長 永並（左）
　ベンベルグ工場長 壱東（右）

後列左から、小川、谷口、天野、磯野
前列左から、中村、大塚、堺、弓削

担当者より
プロジェクトリーダー

ベンリーゼ営業部、ベンベルグ工場、
商品科学研究所のメンバー

清水様（写真右）
同じく、三井農林株式会社  購買部資材購買室長  池田 忠裕 様（写真左）
（中央は、旭化成せんい（株）磯野）
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社会との共生

「へーベルハウスTM」のアフターサービス体制

旭化成ホームズの「へーベルハウス」は、

「ロングライフ住宅」として、60年以上もの

長い間住み続けられる“住まいの価値”を提供しています。

それを支えるのは、「へーベルハウス」のアフターサー

ビス体制「アクティブサービス」です。一棟一棟の「邸

別カルテ」を作成し、長期にわたり住まいの価値を維持

する「60年点検システム／メンテナンスプログラム」を

実施。また、「へーベルハウス」の施主ご自身に住まい心

地をアップしていただくための「住まいの学習塾」を開催

しています。ロングライフセンターでは、施主の皆様と

の双方向コミュニケーションをベースに「ヘーベリアン

倶楽部」を運営し、随時住まいに関する情報をお届けす

る会報誌「ヘーベリアン」やWebサイトなどを活用しな

がら、情報提供・相談窓口業務を行っています。

旭化成
ホームズ

日本を代表する基幹産業の自動車。旭化

成ケミカルズの機能樹脂は、自動車のエンジ

ン・外装の部品に使われ、軽量化による燃費

向上や部品の一体化で、コストダウンに役立っています。

鋼板の外装とは異なり、自動車の樹脂製の外装には、

「事故時の衝撃を吸収してへこみにくい」「一体成形ができ

るため流麗な外観デザインが可能になる」さらに「樹脂

旭化成
ケミカルズ

チェーンガイド
タイミングチェーンの回転をガード。

エンジンの中という過酷な環境下で、

摩擦を抑え、滑りやすい材料を開発

しています。

に変えることで軽量化が達成できる」など、多くのメリッ

トがあります。このため、機能樹脂は、今後もますます自

動車部品に採用されていくと予想されます。

旭化成ケミカルズは、自動車メーカー、自動車部品

メーカーのモノづくりに深く関わり、ニーズを細かくヒア

リングして、お客様に満足していただける機能樹脂を提

供しています。

消費者の皆様とのより良い関係づくりを目指して…

消費者の皆様と製品を通してじかに接する事業分野で

は、お客様からのお問い合わせやクレームを真摯に受け

止め、誠意をもって対応し、さらに製品改善や今後の新

製品開発に活かしています。

また、製品をより便利に、使い勝手よくご使用いただ

くために、使用に際してのアドバイスなどもご提供して

います。

旭化成グループ内のお問い合わせ窓口一覧

「サランラップ」
「ジップロック」
など

「ヘーベルハウス」
など

医薬品など

コンタクトレンズ
など

お客様
相談室

総務部

くすりの
相談室

お客様
相談窓口

サランラップ販売（株）

旭化成ホームズ

旭化成ファーマ

旭化成アイミー

バックドア・フェンダー筐体
（パネル）
自動車の軽量化に貢献。

ボディーの色合いも鋼板と変わらず、

しかも軽くて持ち上げやすい。

きょうたい

写真提供：
日産自動車株式会社
椿本チエイン株式会社

もちろん、樹脂そのものの品質・性能、価格、グローバ

ルな供給がお客様のニーズに合い、すべての条件を満たし

ていなくてはなりません。ただ、もし競合他社と全く同じ品

質の樹脂ならば、価格だけでなく、お客様のニーズを汲み

取り対応する力をもつ会社かどうかが、採用のポイントに

なると思います。

樹脂における材料販売・技術のプロ集団として、どんな

担当者より

細かいお客様のご要望もおろそかにせず、地道に、丁寧に、

真摯に取り組み、回答を導き出す態勢。これが旭化成らしさ

（笑）、私たちの強みだと思います。そうそう、日々のお客

様との何気ない会話も、大切なコミュニケーションですね！

自動車材料営業部（営業担当） 家永  雅弘 （右） 

機能樹脂技術開発部（テクニカルサービス） 室星  達巳 （中央） 

機能樹脂技術開発部（テクニカルサービス） 西野  　宏 （左） 

旭化成ケミカルズ（株）   機能樹脂事業部



59

旭化成グループでは、環境面に加えて、法令遵守状

況や人権など社会面も重視する「CSR調達」の開始を

決定し、 2005年12月に「購買調達方針」をお取引先

 1. 経営状態が健全で、継続的な取引が可能

 2. 法令および社内外規範・倫理規範の遵守

 3. 経営理念・経営方針が明確であること

 4. 安全に対する体制整備

 5. 環境問題への配慮

 6. 人権問題への配慮

 7. 労働環境への配慮

お取り引きにおける重視項目

 8. 市場競争力のある価格提供

 9. 優良な品質を保ち、常に技術の向上に努めていること

１０. 納期の遵守

１１. 積極的な情報開示

１２. リスク対策の実施

１３. 人材育成

１４. 積極的な社会貢献

お取引先とのコミュニケーション

法令遵守、地球環境、人権に配慮した公正な購買活動を通じて、お取引先との信頼関係を構築していきます。

7,500社に送付しました。さらに、主要お取引先である

1,500社に対し、2006年3月に「CSR調達重視項目」

に関するアンケートへの回答を依頼しました。

当社グループは、現在、 7,500社とお取り引きを行い、売上原価の半分を購買活動

が占めることから、私たちの購買活動は、環境や社会に対して一定の影響力をもつ

と認識しています。

環境や社会に配慮した購買活動の輪が広がり、企業活動がより良い社会の形成と

地球環境の保全に寄与することを願っています。

旭化成（株）

購買物流統括部長　菅野  正人

CSR調達の拡がりは、社会と地球を変える

グリーン調達からCSR調達へ

当社グループの各生産地区では、事故・災害防止を目

的に、「安全協議会」などを設置し、お取引先との情報

交換を定期的に行っています。

川崎製造所で開催された協力会社との「安全協議会」

生産地区でのお取引先との連携
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地域住民の皆様との対話を定期的に行っています

旭化成グループの主要生産地区では、自治会などを通じて、地域住民の方々と、定期的に対話を行っています。 

2005年度については、国内の主要23拠点にて、地域自治会・地域団体などとの交流会を通じて、6,000人以上の地域

住民の皆様と直接対話しました。

川崎市夜光町自治会との交流会 延岡市追内町自治会との連絡協議会 伊豆の国市大仁支所および大仁地区区長への
環境活動報告

当社グループの主要生産地区では、工場周辺の清掃、除草、美化活動を定期的に行っています。

2005年10月に実施された静岡県大仁地区の
地域清掃活動

地域社会とのコミュニケーション

地域文化・慣習を十分に理解し、地域社会の発展に貢献することを目指します。

旭化成ライフ＆リビングが全国の生産地区で
実施している「エコ・クリーンアップ活動」

※ 地区版RC報告書については、旭化成（株）環境安全部（TEL：03-3507-2192）までお問い合わせください。

社会との共生

　主要生産地区である宮崎県延岡地区、岡山県水島地区、滋賀県守山地区、静岡県富士地区、静岡県大仁地区、神奈川

県川崎地区、茨城県境地区などで、地区版レスポンシブル・ケア報告書を定期的に発行し、地域住民の皆様に、環境・

安全マネジメントシステムであるレスポンシブル・ケア活動の現状とその成果を公表しています。

地区版レスポンシブル・ケア報告書の例

川崎富士 大仁 境鈴鹿水島延岡

地区版レスポンシブル・ケア（RC）報告書の発行※

地域清掃活動の実施

守山
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社会貢献委員会の設置

2005年4月、CSR推進委員会の専門委員会として「社会貢献委員会」を設置し、

旭化成グループの社会貢献活動について、方針決定、実施および進捗状況の把握などを行っています。

2005年11月には、「社会貢献活動方針」を策定しました。

社会貢献活動方針

1. 良き企業市民として、地域社会および国際社会における応分の役割と責任を果たします。

2. グループの経営資源を有効活用し、旭化成ならではの特色ある活動を展開します。

3. 目的と効果を常に意識し、より価値のある活動を心掛けます。

4. グループで働く者全員の参画意識を醸成するとともに、一人ひとりの自主的・自発的な活動を支援・

促進します。

5. 内外に対して積極的に活動情報の発信に努めます。

次世代育成などへの取り組み

1999年に開始した「出前授業」活動は、宮崎県延

岡市教育委員会などとの連携のもと、当社延岡地区の

技術者が講師となり、地元の中学生に、自社のもつ最

先端の科学技術をわかりやすく解説する授業です。実

験学習・工場見学を通して実践的な授業を行い、生徒

の皆さんに科学技術への関心と理解を深めてもらうも

ので、今年で8年目を迎えました。現在は、延岡市内の

他の企業とも協働で実施しており、活動は拡がりをみ

せています。2005年度は延べ450人あまりの中学生

が参加し、次世代育成の意義だけでなく、先生・生徒

のご家庭を含めた幅広い層の皆さんとのコミュニケー

ションのきっかけとなっています。

また、2006年2月には、（社）日本化学会・（社）日本

化学工業協会とのコラボレーションによる、「実験授

業・化学実験交流会」を実施しました。今後は、延岡地

区の活動をモデルに、他の生産地区・事務所地区にお

いても活動を展開していきます。

● 「出前授業」の継続的実施

日本化学会・日本化学工業協会との共催による
中学生向け「旭化成理科実験教室」のもよう

化学実験交流会で、日本化学会の先生方と
語らう、当社の「出前授業」講師役の社員たち

社会への貢献
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延岡市の当社「延岡展示センター」は、毎年5,000

人以上の来場者を数え、立体的でわかりやすい展示内

容で、地域の皆様やお客様に旭化成グループの事業へ

の理解を深めていただいています。さらに特別展とし

て、2005年3月～4月の「おもしろ不思議なせんい展」

に続き、11月には、地元教育関係者やNHK宮崎放送局

などの協力を得て「おもしろテレビ新時代～科学の探

検～」を開催しました。地元延岡市・日向市・門川町

の小学生約2,100人を招待し、デジタル放送の仕組み

や品質を理解しようとする多くの生徒たちで賑わいま

した。展示センターでは、旭化成OB会と連携し、展示

交流員（インタープリター）を置き、来場者へのより詳

しい説明を行っています。

併設の「サイエンス工房」では、小・中学生を対象

に、簡単な科学実験を通して、科学への興味を育てる

取り組みを随時行っています。

当社グループでは、事業活動および環境安全への取

り組みについて理解していただくために、各地区で工

場見学会を行っています。

なかでも、次世代を担う小・中学生を対象にした工

場見学会として、三重県にある旭化成ライフ＆リビング

鈴鹿工場では、「サランラップTM」をはじめとする食

品包装材の製造工程を紹介し、食の保存や調理など、

豊かな食生活のために役立つ知識も提供しています。

また、延岡市の旭化成マイクロシステム（株）延岡製

造所では、LSIの解説とミニチュアでの実験学習を通し

て、科学のおもしろさを頭と身体で理解するプログラ

ムを設けています。

これからも、それぞれの事業会社・地区独自の工夫を入れながら、

科学やモノづくりに親しんでいただける機会を継続して提供していきます。

延岡展示センター サイエンス工房で実験する中学生の皆さん

鈴鹿工場で、「サランラップ」の工程の説明を聞く
小学生の皆さん

旭化成マイクロシステム（株）延岡製造所で、
LSI を観察する中学生の皆さん

● 延岡展示センターでの科学イベント開催

● 小・中学生を対象とした工場見学会の実施

社会との共生
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旭化成グループは、（社）消費者関連専門家会議

（ACAP）の会員企業として、消費者の皆様とのより

良いコミュニケーション実践のために、研鑚を重ね

ています。このACAPの次世代育成活動の一つとして、

2005年12月、大東文化大学ACAP寄付講座において、

サランラップ販売（株）お客様相談室長の吉澤明美が、

「『サランラップTM』におけるお客様視点の商品改良」

と題して講義を行いました。学生の皆さんは、食品包

装材の品質・パッケージの性能および改良の内容、食

品保存や電子レンジ調理での使い方のコツなどの話に、

興味深げに聞き入っていました。

2006年2月、「生活習慣病予防キャンペーン

2006（主催：健康日本21推進全国連絡協議会／後

援：厚生労働省など）」が東京で開催され、旭化成ネッ

トビジネス推進部が「げんき！食卓TM」システムを出

展しました。生活習慣病予防のために大切な食事管理

分野においては、唯一の参加企業となりました。ブー

スでは、インターネットを用いた食事画像による食

事診断「げんき！食卓」の紹介・実演をはじめ、管理

栄養士による食事指導なども行い、幅広い世代に対し

て、生活習慣病予防の普及啓蒙に取り組みました。

環境との調和を目指す活動

旭化成ホームズでは、住まいと暮らしを地球環境と

の調和の視点から捉えることで、環境に対する負荷の

低減を目指しています。日常生活で消費する家庭での

生活エネルギー量の多さに着目して、子供向けのエコ

生活支援プログラム「Ecoゾウさんクラブ」を開発、イ

ンターネットで無料提供しています。毎月家庭で消費

する電力・ガス・水道の使用状況を記録し、削減の取

り組みを楽しみながら進めていけるようになっており、

お子さんのみならずご家族をも巻き込んで、家庭単

位での省エネルギー推進に役立っています。

2005年12月15～17日、日本最大規模の環境関

連製品の総合展示会「エコプロダクツ2005」が東京

で開催されました。今年で7回目を迎えるこの展示会

には、当社グループから、旭化成せんいと旭化成ライ

フ＆リビングの二社が出展。エコマーク認定の再生セ

ルロース繊維「ベンベルグTM」やPETボトルのケミカ

ルリサイクルによる繊維「エコセンサーTM」、生分解

性樹脂「ビオプラスTM」や水浄化システムなど環境保

護や資源再利用に配慮した製品群を展示しました。

● 大東文化大学でのACAP寄付講座に参画 ● 「生活習慣病予防キャンペーン2006」に協力

● 「Ecoゾウさんクラブ」の展開 ● 「エコプロダクツ2005」に出展

PRイベントでの実演

Ecoゾウさんクラブ
トップページ

旭化成ライフ＆リビング

旭化成せんい
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地域文化の醸成への取り組み

「あさひ・ひむか文化財団」は、旭化成の発祥の地宮崎

県において、地域の文化振興に資するために1985年に

設立された財団です。県内において、音楽芸術・演劇

などの文化行事の開催、地域社会の文化活動の後援、

郷土文化への理解の醸成活動などを行っています。

これまでに数多くのクラシックコンサートや美術・

芸術鑑賞会を地元で開催してきましたが、2005年11月

には、地域のみならず幅広く学術向上に資するため、

東京・明治大学博物館において開催された「江戸時代

の大名～日向国延岡藩内藤家文書の世界～」を、明治

大学・延岡市立図書館・夕刊デイリー新聞社と共催。

近世大名資料としてたいへん貴重な延岡藩内藤家の古

文書およびその研究成果や、能面などの文化財を展示

しました。

企業スポーツを通じての社会貢献

邦楽「“新しい風”の響き」より、
市内中学生の体験学習

影山 雄成 氏による、延岡市内の小学校での
ミュージカル特別授業のもよう

● あさひ・ひむか文化財団

当社グループは、「陸上競技部」「柔道部」を擁し、企

業スポーツ活動に積極的に取り組んでいます。オリン

ピック競技大会にはこれまでに延べ40名近い社員が選

手として参加し、日々の鍛錬の成果をいかんなく発揮

して、日本のスポーツ界に貢献する輝かしい戦績を挙

げています。

オリンピック競技においては、1976年開催のモン

トリオール大会から2004年のアテネ大会までに、37

名の当社社員（当時）が参加し、累計で金メダル4個、

銀メダル3個、銅メダル3個を獲得しています。

こども柔道教室

オリンピック・世界選手権等の大会への出場だけで

なく、トラック長距離走の記録会として全国的に有名

となった「ゴールデンゲームズ in のべおか」の開催に

協力するなど、スポーツを仲介として、地域社会に貢

献する活動も行っています。

● こども柔道教室の開催

柔道部では、毎年夏に、延岡市の旭化成柔道場にお

いて、地元の小・中・高校生を招待して柔道教室を開

催しています。柔道部のメンバー全員が参加し、子供

たちと柔道を通して交流をはかっています。

社会との共生

陸上部練習風景 柔道部練習風景

写真提供：夕刊デイリー新聞社



65

第三者評価・表彰・認証

※1 www.smri.jp
※2 環境保全および汚染の予防を継続的推進することを目的とした環境マ

ネジメントシステムで、国際標準化機構が発行。
※3 企業固有の製品やサービスを生み出す体制を評価する品質マネジメン

トシステムで、国際標準化機構が発行。

※4 OHSAS18001規格
"Occupational Health and Safety Assessment Series"の略で、
労働安全衛生マネジメントシステムの規格の一つです。

第三者からの表彰

 表彰名 表彰実施主体（団体） 内容 受賞会社＊1

＊1  記載会社の一部の組織、又は所属する社員が受賞している場合を含みます。 
＊2  日本ペイント(株）と共同受賞 

二酸化炭素を原料とするＰＣ樹脂製造プロセス
開発と工業化

 大河内記念賞 （財）大河内記念会  旭化成

 第32回環境賞　優秀賞＊2 （財）日立環境財団・日刊工業新聞社 電着塗装洗水循環方式の実用化 旭化成ケミカルズ

 地盤工学会表彰　技術開発賞 （社）地盤工学会 埋め込み杭の工法と品質管理システム 旭化成建材

 化学技術賞 （社）日本化学会 非ホスゲン法ポリカーボネート製造法 旭化成ケミカルズ

 全国発明表彰　発明賞 （社）発明協会 ウイルス除去フィルターの発明 旭化成ファーマ

 TPMチャレンジ賞　 （社）日本プラントメンテナンス協会 TPM活動 旭化成電子

 ディスクロージャー表彰 （株）東京証券取引所（sP11） 積極的な情報開示とＩＲ活動 旭化成

 日経アニュアルリポートアワード入賞 日本経済新聞社 アニュアルレポートによる情報開示 旭化成

 地球環境大賞表彰　大賞 フジサンケイグループ（sP9） 温暖化防止等の取り組みと啓蒙 旭化成

  環境省 地中熱冷暖房システム 旭化成ホームズ

 文部科学大臣表彰　科学技術賞 文部科学省 シリカタイヤ用官能基付加油展SBRの開発 旭化成ケミカルズ

 労働安全衛生表彰　優良賞 福岡労働局 労働安全衛生に関する高水準の取り組み 旭化成ケミカルズ

 宮崎労働局長表彰　優良賞 宮崎労働局 労働安全衛生に関する取り組み 旭ケミテック

 運転教習業務優秀校表彰 宮崎県警 運転教習の優秀さ 旭興自動車学校

地球温暖化防止活動環境大臣表彰
技術開発・製品化部門

NPO法人環境経営学会の

「サステナブル経営格付」で評価

旭化成グループは、NPO法人環境経営

学会※1が実施した「第1回サステナブル

経営格付」に参加し、右のツリー図に示

す評価を受けました。

同格付は、サステナブル経営を「企業

は社会の公器であるとの認識の下に、持

続可能な社会の構築に企業として貢献す

ることを経営理念の一つの柱と定めて経

営を進め、社会からの信頼の獲得と経済

的な成果を継続的に挙げることによって

真の企業価値を高め、企業の持続的発展

を図る経営」と定義し、学会が設定した

目標状態の「あるべき姿」を尺度にして

経営の対応状況を評価する方法をとって

います。

当社グループは、同格付の評価結果を

CSR活動の改善に活かして生きたいと考

えています。

C コンプライアンス

Q 就業の継続性
確保

J 生物多様性の保全

B 企業統治

A 経営理念

サステナブル
マネージメントツリー

経営 環境 社会

D リスク
マネジメント

E 情報開示・
コミュニケーション
E 情報開示・
コミュニケーション

L 輸送に伴う環境
負荷の低減

L 輸送に伴う環境
負荷の低減

K 地球温暖化
の防止

K 地球温暖化
の防止

G 製品・サービスの
環境負荷低減

G 製品・サービスの
環境負荷低減

F 物質・エネルギー量
把握の定着

M 土壌・水質汚染
の防止・解消

M 土壌・水質汚染
の防止・解消

I 化学物質管理
の徹底

H 資源循環および
廃棄物削減

O 消費者への
責任履行

N 持続可能な社会
を目指す企業文化
N 持続可能な社会
を目指す企業文化

P 安全で健康的
環境の確保

P 安全で健康的
環境の確保

R 機会均等の
徹底

S 仕事と私的生活
の調和

T CSR調達の
推進

U 地域社会の共通
財産の構築

戦略

成果

戦略
仕組

成果

秀 優 良 可 不可 該当せず

葉なし
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ISO14001※2の取得状況

OHSAS18001※4の取得状況

＊初回登録日は、該当製品の登録日を示しているため、スコープの移動などにより登録証の登録日と一致しない場合があります。

東海工場、レオナ樹脂・原料工場、雷管工場、旭ケミテック、
延岡動力部、サラン工場、旭化成電子延岡工場、
旭化成マイクロシステム延岡製造所、エステル工場、
不織布工場、ファインパターン製品部、ベンベルグ工場、
旭化成新港基地、レオナ繊維工場、
旭化成メディカル恒富工場、旭化成メディカル岡富工場、
電解システム技術部、旭コード、ペリクル製品部、
延岡医薬工場、プラノバ工場、旭化成エルタス、
日向化学品工場、旭化成テクノシステム延岡事業所、
旭化成アイミー延岡製造部・研究開発部、薬品工場

旭化成エンジニアリング、富士動力部、肥料工場、
樹脂成形工場、マイクローザ工場、感光材工場、
基板材料工場、電子材料工場、バイオ生産技術部、
ファーマ研究センター、旭化成電子　

ロイカ工場、スパンボンド工場、ハイポア工場、
ハイポア技術開発部、電子材料工場守山製品課、
海洋資材開発部、旭シュエーベル守山工場、
旭化成エンジニアリング関西事業所

Ｂ地区、Ｃ地区、（以下、構内関連企業）
旭化成エポキシ水島工場、山陽石油化学水島工場、
ＰＳジャパン水島工場

日本クレノール、ＰＳジャパン研究開発部、千葉工場、
ＰＳジャパン千葉工場、日本エラストマー大分工場

群馬工場、小野工場、上尾工場

滋賀工場

穂積工場、境工場、ネオマフォーム工場、岩国工場

旭化成クリーン化学、東洋検査センター、
旭化成ファーマサポート、川崎三鷹製薬、
旭化成福利サービス

大分生産センター

本社地区

1999.10.22

1998.12.25

1997.12.26

1998.03.06

1997.04.21
　

2004.01.09

1998.05.18

2001.04.20

2006.04.03

1998.08.21

2002.04.12

1998.03.31

2005.05.28

1998.08.28

2005.11.25

2003.02.07

JQA-EM0561

　

JQA-EM0302

JQA-E-90093

JQA-E-90117

JQA-E-90033
　

JQA-EM3667

JCQA-E-0021

SGS/J/E127

JCQA-E-0743

JQA-EM0207

JQA-EM2343

BL-QEE002

RE0426

JSAE053

BSI Japan-EJ01789

JQA-EM2969

旭化成ケミカルズ、
旭化成ファーマ、旭化成せんい、
旭化成エレクトロニクス、旭化成
ライフ＆リビング、持株会社

旭化成ケミカルズ、
旭化成ファーマ、
旭化成エレクトロニクス、
持株会社

旭化成ケミカルズ、
旭化成せんい、旭化成建材、
旭化成エレクトロニクス、
旭化成エンジニアリング

　

旭化成ライフ＆リビング

旭化成ホームズ

旭化成建材

旭化成ケミカルズ。旭化成ファー
マ、持株会社

旭化成エンジニアリング

延岡支社

富士支社

守山支社

水島製造所

川崎製造所
　

和歌山工場

旭化成メタルズ

旭化成テクノプラス

旭化成カラーテック

鈴鹿工場

旭化成パックス

旭化成住工

旭化成建材

大仁地区

旭化成メディカル

旭化成エンジニアリング

登録名 登録部場 登録番号初回登録日 登録部場の所属会社

1994.01.10

1994.01.10

1994.01.10

1994.01.10

1994.01.10

1994.01.10

2003.07.18

1994.01.10

1999.01.22

2005.07.22

2003.07.18

2006.03.19

2001.02.23

1998.01.12

1998.08.05

1999.01.22

2002.05.17

1993.12.21

1999.12.28

1994.02.21

1995.04.07

1997.03.31

1998.08.01

1998.10.23

1999.03.12

1999.09.27

2002.11.19

1994.11.10

2002.08.23

1994.07.08

1995.04.07

1995.06.09

1995.10.20

1996.06.07

2002.05.31

1998.12.18

2005.07.01

1998.04.24

1993.12.15

1998.09.25

2002.03.29

ISO9001-JQA0374

ISO9001-JQAQMA11537

ISO9001-JQAQMA11541

ISO9001-JQAQMA11539

ISO9001-JQAQMA11538

ISO9001-JQAQMA11540

ISO9001-JQAQMA10228

ISO9001-JQAQMA11535

ISO9001-JQAQMA11639

ISO9001-JQAQMA12286

ISO9001-JQAQMA10218

ISO9001-05QR1367

ISO9001-JQAQM6160

ISO9001-JCQA0278

ISO9001-SGS/JO51/98

ISO9001-JQA3013

QS-9000-JQA- QS0195

ISO9001-JQA0350

ISO9001-JQAQM4180

ISO9001-JQAQM4618

ISO9001-JQAQM5364

ISO9001-JQA1668

ISO9001-98QR120

ISO9001-JQA2717

ISO9001-JQA3154

ISO9001-BSK0041

ISO9001-BLQ741

ISO9001-BSIFM29731

ISO9001-JQAQM8669

ISO9001-JQA0549

ISO9001-JQAQM3841

ISO9001-JQA0899

ISO9001-JQA1008

ISO9002-JQA1301

ISO9001-JQAQM8303

ISO9001-JQA-2894

ISO9001-JQA-QMA12249

ISO9001-RQ1838

ISO9001-JQA0344

ISO9001-JQA2654

ISO9001-JQAQM8040

事業会社 登録部署 初回登録日 登録番号

合成ゴム事業部
ポリエチレン事業部
基礎原料事業部
無機化学品事業部
モノマー第一事業部
モノマー第二事業部

ポリマー製品事業部　シート事業Gr
ポリマー製品事業部　アサクリン事業Gr
ポリマー製品事業部　レオナ繊維資材事業Gr
添加剤事業部
旭エスケービー
膜・エネルギー事業部
旭化成カラーテック
旭化成テクノプラス
機能樹脂事業部

機能性コーティング事業部
旭化成ファインケム
膜・水処理事業部
情報・印刷事業部
交換膜事業部
化薬事業部（金属加工）
化薬事業部（産業火薬）
化薬事業部（ファスニング）
化薬事業部（防衛火薬）
本社一部
旭化成メディカル
診断薬製品部、および大仁診断薬工場（医薬生産センター）
全社
電子材料事業部
旭化成マイクロシステム
旭シュエーベル守山工場
旭化成電子
光ファイバ・光学製品部
旭化成テクノシステム　延岡事業所
電子機能製品事業部　ペリクル製品部
穂積工場、境工場、岩国工場
全社
旭化成パックス
旭化成エンジニアリング

旭化成ケミカルズ

旭化成ホームズ
旭化成ファーマ

旭化成せんい
旭化成エレクトロニクス

旭化成建材
旭化成ライフ＆リビング

その他

事業会社 登録部署 規格 登録日 登録番号

旭化成ケミカルズ 旭化成メタルズ友部工場 OHSAS18001 2002.07.22 JCQA-0-0004

 川崎製造所交換膜製造部 OHSAS18001 2003.06.27 JCQA-OH0044

旭化成エレクトロニクス 旭化成マイクロシステム延岡製造所 JISHA方式適格OSHMS認定 2005.12.14 171214-05-45-1-1

ISO9001※3の取得状況
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基礎データ

セグメント別の産業廃棄物の処理処分概要（除くホームズ）

セグメント 発生量

ケミカルズ
ファーマ
せんい
エレクトロニクス
建材
ライフ＆リビング
サービス・エンジニアリング等
2005年度の合計
2004年度の合計
2003年度の合計
2002年度の合計
2001年度の合計
2000年度の合計

環境負荷総量［百万ＥIＰ］
売上高［百万円］
環境効率［円／EIP］

50,723

1,195,393

23.6

49,799

1,193,615

24.0

43,162

1,253,534

29.0

33,968

1,377,697

40.6

33,796

1,498,620

44.3

197.7
14.1
38.6

7.1
30.0
13.9

0.1
301.4
355.4
424.1
395.4
362.9
361.9

内部再資源化量

37.9
0.2

25.2
0.0
0.0
0.0
0.0

63.2
87.9

126.3
53.6
44.0

3.5

内部減量化量

77.7
1.9
0.0
0.5
0.0
0.0
0.0

80.2
107.7
120.6
182.9
183.3
187.5

内部埋立量

0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.1
0.1
0.1
0.1

排出量

82.1
12.0
13.4
6.6

30.0
13.9
0.1

158.0
159.7
177.1
158.8
135.5
170.8

再資源化量

64.2
11.3
12.4
3.9

23.0
7.7
0.0

122.5
124.1
135.9
114.7
98.6

122.0

減量化量

14.0
0.3
0.3
2.7
1.8
0.0
0.0

19.1
18.2
17.4
18.3
11.4
21.9

最終処分量

3.9
0.4
0.7
0.0
5.1
6.1
0.0

16.3
17.4
23.8
25.9
25.4
26.8

［千 t］

＊工場撤去などの一過性の産業廃棄物を除く。　※数値は、四捨五入の関係で個々の数値を合計したものと合計値とが異なる場合があります。（他の表においても同様）

JEPIXによる環境効率指標

年　度 2001 2002 2003 2004 2005

最終処分量(千t)
比率（％）

5.6

34

5.2

32

4.1

25

0.5

3

1.0

6

16.3

100

最終処分量の種類と比率（除くホームズ）

種　類 廃プラスチック類 合計ガラス・陶磁器くず 汚泥 繊維くず その他

住宅事業における産業廃棄物の最終処分推移

年　度
新築工事
解体工事
合　　計

2001
8.7

19.7

28.4

2000
16.6

39.1

55.7

7.1

15.0

22.1

2002
6.1

19.6

25.7

2003
5.8

17.9

23.6

2004
4.9

15.0

19.9

2005 2001
広域再生利用量
セメント原料
路盤材
合計

508

3,859

0

4,367

630

4,348

0

4,978

749

4,242

0

4,991

796

4,920

0

5,716

2002 2003 2004
389

5,789

78

6,256

2005

［千 t］ ［t］旭化成建材へーベルの広域再生利用量

年　度

旭化成せんいのPETボトルなどのケミカルリサイクル量 ［t］

　　　年　度

使用済みPETボトル
その他の廃PET
工程内ロス
合　計

2002

   646

   912

1,307

2,865

2001

   171

1,138

1,318

2,627

2003

   622

   710

1,512

2,844

2004

   748

   593

1,627

2,968

2005

   353

   621

1,407

2,381

PRTR法対象物質の排出量・移動量の推移

2001年度

大気排出量
水域排出量
土壌排出量
排出量合計
移動量

2,273

168

0

2,441

1,985

1,594

117

0

1,724

2,685

1,457

133

0

1,606

3,550

968

92

0

1,081

4,384

2002 2003 2004

566

87

0

653

4,211

2005

［t］

主なPRTR法対象物質の排出量および移動量一覧（2005年度実績） ［t］

セグメント 対象物質地区 大気 水域 土壌 移動量

ケミカルズ

ファーマ

建材

ライフ＆リビング

延岡

水島

守山

富士

川崎

小計

延岡

大仁

小計

境、穂積

小計

延岡

小計

6.9

24.2

17.8

11.0

8.8

0.0

21.3

0.0

27.6

17.8

46.6

37.8

27.6

2.9

5.2

41.4

297.0

14.0

5.1

4.8

24.0

166.9

1.3

168.2

38.4

9.6

7.3

10.5

65.9

10.5

565.5

20.7

0.0

1.6

0.0

0.0

7.6

0.0

15.4

0.0

0.0

0.8

0.0

0.0

5.8

0.8

19.6

72.3

0.0

0.0

2.7

2.7

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.1

12.4

87.4

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.5

0.0

0.0

7.5

0.0

1.7

32.5

13.0

2.9

1.3

158.9

162.6

66.0

0.0

0.0

2,351.8

2,798.7

0.7

1.0

42.6

44.3

10.8

61.1

71.9

29.5

42.5

0.0

1,165.2

1,237.2

59.0

4,211.2

ヘキサメチレンジアミン

テトラフルオロエチレン

トリクロロトリフルオロエタン（別名ＣＦＣ-113）

トルエン

3-クロロプロペン（別名塩化アリル）

ほう素およびその化合物

スチレン

モリブデン及びその化合物

ジクロロメタン（別名塩化メチレン）

テトラクロロエチレン

メタクリル酸メチル

エチルベンゼン

キシレン

アクリル酸メチル

無機シアン化合物（錯塩およびシアン酸塩を除く）

その他地区の全ての対象物質

ジクロロペンタフルオロプロパン（別名HCFC-225）

ジクロロメタン（別名塩化メチレン）

その他地区の全ての対象物質

1,3,5-トリメチルベンゼン

その他地区の全ての対象物質

1,1-ジクロロエチレン（別名塩化ビニリデン）

trans-1,2-ジクロロエチレン

クロロエチレン（別名塩化ビニル）

その他地区の全ての対象物質

その他セグメントの全ての対象物質

合計

※大気、水域、土壌への排出量合計が5t以上について物質ごとに記載しています。　※小数点以下第2位を四捨五入しています。
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環境安全関係設備投資（億円）

項　目

環境

安全

合計

2001 2002 2003 2004 2005

ISO14001取得状況（対象工場数：94）

年　度

取得工場数

取得率（％）

2001 2002 2003 2004 2005 2006（目標）

 54 57 63 68 85 88

 57 61 67 72 90 94

OHSMSの導入状況（対象工場数：86）

年　度

導入工場数

導入率（％）

2001 2002 2003 2004 2005 2006（目標）

 2 12 61 73 75 77

 2 14 71 85 87 90

 33.0 22.8 31.0 24.1 25.1

 22.7 33.3 41.0 50.8 32.6

 55.7 56.1 72.0 74.9 57.7

休　業
度数率

　

休　業
強度率

旭化成

化学工業

製造業

旭化成

化学工業

製造業

20012000 2002 2003 2004 2005

旭化成グループ、化学工業、製造業の労働安全に関する指標

＊グループ休業強度率推移表での異常ピークについて
　1987年度：3名死亡（営業車、航空機、崩壊・倒壊事故）
　1996年度：1名死亡（はさまれ・巻き込まれ事故）

セグメント別温室効果ガスの排出量（2005年度）

合計項　目

二酸化炭素

一酸化二窒素

メタン

HFC

PFC

六フッ化硫黄

合計

せんいケミカルズ L&L建材エレクトロニクスファーマ
サービス・エンジ
ニアリング等

［万 t CO2］

28.7

0.3

0.0

0.2

0.0

0.0

29.2

415.3

76.1

0.0

0.0

0.0

0.0

491.5

9.4

0.0

0.0

0.8

0.0

0.0

10.2

13.1

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

13.1

12.4

0.0

0.0

0.5

10.4

3.9

27.3

15.9

0.0

0.0

0.0

3.3

0.0

19.2

0.7

0.0

1.2

0.0

0.0

0.0

1.9

495.5

76.4

1.2

1.6

13.7

3.9

592.3

地区別大気汚染物質、水質汚濁物質の排出量

延　岡項　目 単位 水　島 守　山 富　士 大　仁 川　崎

SOx

NOx

ばいじん

排水量

COD

N

P

t

t

t

百万ｍ3

t

t

t

5,905

2,687

66

130

720

5,476

0

519

1,913

108

32

127

371

2

0

69

1

8

15

14

2

10

61

1

13

12

73

3

7

74

4

1

1

2

0

7

184

12

19

506

435

4

その他

626

520

31

11

157

5

1

合計

7,073

5,507

224

213

1,536

6,378

12

＊“－”は取り扱いなし＊“－”は未測定

有害大気汚染物質のセグメント別排出量（2005年度）

合計

アクリロニトリル

アセトアルデヒド

塩化ビニルモノマー

クロロホルム

ジクロロメタン

1,2-ジクロロエタン

テトラクロロエチレン

トリクロロエチレン

エチレンオキシド

1,3-ブタジエン

ベンゼン

ホルムアルデヒド

合計

せんい

－

0.6

－

－

－

－

－

－

－

－

－

3.1

3.7

ケミカルズ

6.7

－

1.4

0.3

31.9

1.7

17.8

－

－

2.1

1.5

1.5

64.7

L&L

0.2

－

7.3

－

－

－

－

0.1

－

－

－

－

7.6

建材

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

0.0

0.0

エレクトロニクス

－

0.1

－

0.0

－

－

－

－

－

－

－

0.0

0.1

ファーマ

－

－

－

0.1

5.3

0.3

－

－

4.1

－

－

－

9.7

6.8

0.7

8.7

0.4

37.1

2.0

17.8

0.1

4.1

2.1

1.5

4.6

85.8

［t］有害大気汚染物質の物質別排出量推移

1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2005

アクリロニトリル

アセトアルデヒド

塩化ビニルモノマー

クロロホルム

ジクロロメタン

1,2-ジクロロエタン

テトラクロロエチレン

トリクロロエチレン

エチレンオキシド

1,3-ブタジエン

ベンゼン

ホルムアルデヒド

合計

20042003

［t］

温室効果ガスの排出量推移

項　目

［万 t CO2］

＊“－”は未集計

基準年度

二酸化炭素

一酸化二窒素

メタン

HFC

PFC

六フッ化硫黄

合計

490

67

0

0

1

2

560

2001 2002 2003 2004 2005 2010（目標）

506

682

0

16

1

0

1,206

488

75

0

18

7

1

589

486

56

0

19

9

2

572

473

56

0

20

11

3

563

487

90

1

16

13

3

610

496

76

1

2

14

4

592

項　目 単位 2001 2002 2003 2004

SOx

NOx

ばいじん

排水量

COD

N

P

2005

t

t

t

百万ｍ3

t

t

t

7,543

6,431

260

349

2,164

－

－

5,941

6,099

282

339

1,975

6,761

47

6,114

4,881

224

249

1,438

5,960

28

7,179

5,356

211

232

1,549

5,948

14

7,073

5,507

224

213

1,536

6,378

12

大気汚染物質、水質汚濁物質の排出量推移

＊二酸化炭素、一酸化二窒素、メタンは1990年度、HFC、PFC、六フッ化硫黄は
1995年度を基準年としています。

 112.5 109.0 100.9 108.7 83.5 51.2 40.4 28.6 6.3 6.4 6.8

 − − − − 3.8 3.0 0.9 0.5 0.5 0.6 0.7

 60.1 53.2 63.2 60.8 22.9 21.0 13.8 12.3 11.9 12.2 8.7

 0.3 0.3 0.3 0.2 0.3 0.2 0.2 0.5 0.2 0.1 0.4

 536.2 568.0 495.2 485.7 476.3 340.5 140.6 96.2 72.3 52.0 37.1

 10.0 8.6 9.0 8.3 5.7 5.9 9.8 8.4 10.6 3.6 2.0

 163.9 161.0 150.0 118.0 94.0 92.0 48.5 38.3 46.3 21.6 17.8

 2.3 4.6 6.4 2.1 1.8 2.0 2.5 0.3 0.0 0.0 0.1

 5.5 5.3 5.3 4.7 4.3 3.6 5.1 4.9 4.9 4.9 4.1

 418.5 370.8 366.6 83.3 26.3 14.9 10.1 10.2 5.3 3.3 2.1

 9.5 7.2 7.6 7.3 4.7 4.9 3.1 4.9 6.1 3.9 1.5

 7.0 4.0 4.0 4.0 3.3 3.6 6.2 5.6 3.9 5.4 4.6

 1,325.8 1,292.1 1,208.5 883.1 726.8 542.7 281.2 210.9 168.3 114.0 85.8

エネルギー原単位と対前年比

＊算定範囲は、省エネ法のエネルギー指定管理工場です。

年度

2004

2005

エネルギー使用量（原油換算千kl）換算生産量（千t） 原単位 対前年比

 1,625 332.9 4.881 −

 1,577 321.8 4.901 1.004

 0.35 0.27 0.21 0.20 0.36 0.21

 0.89 1.03 0.83 0.92 0.88 0.90

 1.02 0.97 0.98 0.98 0.99 1.01

 0.029 0.045 0.024 0.034 0.011 0.005

 0.08 0.16 0.07 0.07 0.06 0.07

 0.12 0.10 0.12 0.11 0.11 0.09
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レスポンシブル・ケア 実施部場一覧 （2006年3月31日現在）

都道府県 生産拠点 事業セグメント 会社名 部場 事業概要

北海道 白老地区 建材 旭化成建材（株） 白老工場 軽量気泡コンクリート「へーベル」の製造
   北海道シバ工業（株） － 建材加工
  ファーマ 旭化成N＆P（株） 白老工場 医薬品原薬および機能性食品の製造
群馬県 太田市 ライフ＆リビング 旭化成パックス（株） 群馬工場 包装用ラミネートフィルムおよびプラスチック成形容器の製造 
茨城県 友部町 ケミカルズ 旭化成メタルズ（株） 友部工場 アルミペーストの製造、販売
   旭エスケービー（株） ー 散弾銃の実包の製造
 境地区 建材 旭化成建材（株） 境工場 軽量気泡コンクリート「へーベル」の製造
    ネオマフォーム工場 フェノール樹脂フォーム板の製造
   中和工業（株） ー 建材加工
   田中機工（株） ー 建材加工
   境加工（株） ー 建材加工
栃木県 壬生町 ケミカルズ 旭化成カラーテック（株） 壬生工場 各種合成樹脂の着色・コンパウンド加工
埼玉県 上里町 ケミカルズ 旭化成テクノプラス（株） 埼玉工場 合成樹脂原料・樹脂製品の製造
 上尾市 ライフ＆リビング 旭化成パックス（株） ー フィルムへのラミネート加工
千葉県 千葉地区 ケミカルズ 旭化成ケミカルズ（株） ザイロン製造部 PPE樹脂「ザイロン」の製造
      PSジャパン（株） 千葉工場 ポリスチレンの製造
    エレクトロニクス 旭化成エレクトロニクス（株） 光ファイバ・光学製品部 プラスチック光ファイバの製造
東京都 東京地区 ケミカルズ 旭化成ジオテック（株） ー 産業用火薬の販売
  建材 旭化成基礎システム（株） ー パイル施工
  ライフ＆リビング サランラップ販売（株） ー サランラップ・加工品の販売
  Ｓ＆Ｅ等 （株）カーサナビ ー 建材・住宅設備の e-マーケットブレイス
   （株）サンアソシエーツ ー 出願事務下請、特許調査
   （株）サントレーディング ー 旭化成の化学品などを取り扱う商社
   旭化成クリエイト（株） ー 不動産管理・販売、保険代理、総務業務受託
      旭化成アミダス（株） ー 人材派遣、紹介、教育、ISOマネジメントシステム構築支援他
   （株）旭化成アビリティ ー 印刷製本OA関連その他
   旭化成エンジニアリング（株） ー 機械・装置、土木、建築に関する設計、施工、販売、修繕
   （株）サン・フーズ ー 総合給食業
   旭ファイナンス（株） ー 旭化成グループ会社へのファイナンス他
   （株）旭リサーチセンター ー 情報提供と調査研究
   旭化成福利サービス（株） ー 福利施設企画管理業務
   旭化成商事サービス（株） ー 旭化成の製品の販売
神奈川県 川崎地区 ケミカルズ 旭化成ケミカルズ（株） AN・XY製造部 アクリロニトリルの製造
    工業薬品製造技術部 シアン化ソーダの製造
    MMA 製造部 メタクリル酸メチル、メタクリル酸シクロヘキシルの製造
    ABS・SBラテックス製造部 AS 樹脂、SBラテックスの製造
    合成ゴム製造部 合成ゴムの製造
    アクリル樹脂製造部 アクリル樹脂の製造
    交換膜製造部 交換膜の製造
    動力部 用役（電気、蒸気、工水など）の供給
    機能材料研究センター 高機能新規材料の創出
    機能製品開発研究センター 機能製品（膜・エネルギ－材料，水処理材・システムなど）の研究開発
    樹脂研究センター 樹脂および樹脂加工品に関する応用研究
   日本クレノール（株） － 2,6- キシレノールの製造
   PSジャパン（株） 研究開発部 ポリスチレンの研究開発
   川崎サンビジネス（株） － 請負業務
  持株会社 旭化成（株） 研究開発センター 新規製品開発と新規事業の創出
 厚木市 持株会社 旭化成（株） 情報技術研究所 ソリューション提供型新事業の創生に寄与する研究
静岡県 富士地区 ケミカルズ 旭化成ケミカルズ（株） 感光材工場 感光材の製造
    肥料工場 肥料の製造、硝酸の製造
    樹脂成形工場 アクリル樹脂シートの製造
    マイクローザ工場 分離膜モジュールの製造
    富士動力部 用役（電気、蒸気、工水など）の供給
   旭化成エポキシ（株） 富士工場 「ノバキュア」の製造
  ファーマ 旭化成ファーマ（株） バイオ生産技術部 医薬原薬、治験薬原薬の製造および技術開発
    ファーマ研究センター 新医薬品の研究開発
   旭化成メディカル（株） 機器開発センター 医療機器の設計、開発
  エレクトロニクス 旭化成エレクトロニクス（株） 電子材料工場 感光性ポリイミド樹脂の製造
    基板材料工場 感光性ドライフィルムレジストの製造
    研究開発センター 新規電子材料・部品の研究開発
   旭化成電子（株） － ホール素子用ウエハの製造および開発
  Ｓ＆Ｅ等 （株）サンビジネスサービス  原材料受け払い請負作業、支社サポート業務、商品販売
  持株会社 旭化成（株） 研究開発センター 先端技術を駆使し新規融合技術の開発
    基盤技術研究所 高度な解析技術とコンピュータシミュレーション技術の提供
    実装表示材料マーケティングセンター 実装表示材料の研究開発
 大仁地区 ケミカルズ 旭化成クリーン化学（株） ー 環境関連薬剤の製造販売および公害防止関連装置の設計・施行
  ファーマ 旭化成ファーマ（株） 大仁医薬工場 医薬品原薬および飼料添加物の製造
    大仁診断薬工場 各種診断薬の製造
    神島医薬工場 各種医薬品の製造
    工務部 機械・装置、土木、建築に関する設計、施工、修繕および用役管理
    ファーマ研究センター 新医薬品の研究開発、医薬品製剤の研究開発・改良
   旭化成ファーマサポート（株） ー 保全、保安防災および動物管理などの業務の受託
  Ｓ＆Ｅ等 （株）東洋検査センター ー 環境分析・一般分析および臨床検査業務・土壌汚染評価
  持株会社 旭化成（株） バイオ技術開発部 機能化学品製造のためのバイオプロセスの開発
愛知県 三好町 ファーマ 旭化成ファーマ（株） 名古屋医薬工場 医薬品製剤の製造
岐阜県 瑞穂地区 建材 旭化成建材（株） 穂積工場 軽量気泡コンクリート「へーベル」の製造
   穂積加工（株） ー 建材加工



72

都道府県 生産拠点 事業セグメント 会社名 部場 事業概要

滋賀県 守山地区 ケミカルズ 旭化成ケミカルズ（株） ハイポア工場 高機能膜の製造
  せんい 旭化成せんい（株） スパンボンド工場 合繊長繊維不織布（スパンボンド）の製造
    ロイカ工場 ポリウレタン弾性繊維「ロイカ」の製造
    動力部 用役（電気、蒸気、工水など）の供給
   守山サンビジネス（株） ー 支社サポート業務
  エレクトロニクス 旭化成エレクトロニクス（株） 電子材料工場 感光性ポリイミド樹脂の製造
   旭シュエーベル（株） 守山工場 ガラス長繊維織物の製造
  建材 旭化成建材（株） 海洋資材開発部 人工魚礁の製造
 東近江市 ホームズ 旭化成住工（株） 滋賀工場 鉄骨・屋根類の製造
三重県 鈴鹿地区 ライフ＆リビング 旭化成ライフ＆リビング（株） サランラップ工場 サランラップの製造
    鈴鹿工場 フォーム製品、フィルムの製造
   鈴鹿サンビジネス（株） ー プラスチック加工
和歌山県 御坊市 ケミカルズ 旭化成ケミカルズ（株） 和歌山工場 アクリルラテックス、紙の製造
大阪府 大阪地区 ケミカルズ 旭化成ファインケム（株） 開発製造所 化学品の合成
  せんい 旭化成せんい（株） 商品科学研究所 新規繊維の評価および繊維加工技術の研究開発
  建材 旭化成マリンテック（株） ー 人工魚礁の販売
兵庫県 小野市 ライフ＆リビング 旭化成パックス（株） 小野工場 プラスチック成形容器の製造
 神戸市 ケミカルズ 角一ゴム工業（株） ー カーボンマスターバッチの製造
岡山県 水島地区 ケミカルズ 旭化成ケミカルズ（株） 石化原料製造部 エチレン、ベンゼンの製造
    モノマー製造第一部 スチレンモノマー、シクロヘキサノール、アンモニアの製造
    モノマー製造第二部　AN製造課 アクリロニトリルの製造
    モノマー製造第二部　スチレン製造課 スチレンモノマー、ポリカーボネートジオールの製造
    ABS・SBラテックス製造部 ABS 樹脂、SBラテックスの製造
    サンテック製造部 高密度ポリエチレン、低密度ポリエチレンの製造
    テナック製造部 ポリアセタールの製造
    水島動力部 用役（電気、蒸気、工水など）の供給
    新素材・プロセス開発研究所 新素材・プロセスの開発
   山陽石油化学（株） － 石油化学原料の製造
   旭化成エポキシ（株） 水島工場 エポキシ樹脂の製造
   PSジャパン（株） 水島工場 ポリスチレンの製造、販売
   水島サンビジネス（株） ー 請負業務、個別受託業務
山口県 岩国市 建材 旭化成建材（株） 岩国工場 軽量気泡コンクリート「へーベル」の製造
   共和工業（株） ー 建材加工
福岡県 筑紫野市 ケミカルズ 旭化成ケミカルズ（株） 筑紫野工場 金属加工品の製造
大分県 大分地区 ケミカルズ 旭化成ケミカルズ（株） 大分工場 火薬類火工品の製造
   日本エラストマー（株） 大分工場 合成ゴムの製造、販売
   大分サンビジネス（株） ー 大分地区厚生業務
  ファーマ 旭化成メディカル（株） 大分生産センター 人工腎臓その他医療機器の開発、製造
宮崎県 延岡地区 ケミカルズ 旭化成ケミカルズ（株） 薬品工場 硝酸、カ性ソーダ、塩素、塩酸、肥料などの製造
    電解システム技術部 交換膜の製造
    東海工場 火薬類の製造
    セオラス製造部 医薬、食品添加物の製造
    雷管工場 工業用雷管の製造
    レオナ樹脂・原料工場 アジピン酸、ヘキサメチレンジアミン（HMD）、ナイロン66の製造
    レオナ繊維工場 合成長繊維の製造
    日向化学品工場 塗料原料の製造
    延岡動力部 用役（電気、蒸気、工水など）の供給
   旭化成新港基地（株） ー 原燃料の受入、貯蔵
   延岡プラスチック加工（株） ー レオナコンパウンド
   レオナ機工（株） ー 樹脂・繊維の包装出荷
   旭ケミテック（株） ー ケミカルセッターの製造
   旭コード（株） ー タイヤコードの製織、樹脂加工
   旭化成エヌエスエネルギー（株） ー 電気、蒸気の供給
   旭化成ファインケム（株） 延岡工場 化学品の合成
  ファーマ 旭化成ファーマ（株） 延岡医薬工場 医薬品原薬の製造
   旭化成アイミー（株） ー コンタクトレンズの製造、販売
   旭化成メディカル（株） 恒富工場 人工腎臓その他医療機器の開発、製造
    岡富工場 人工腎臓その他医療機器の開発、製造
    プラノバ工場 ウイルス除去フィルターの製造
   旭化成ファーマサポート（株） ー プラノバ工場の作業の一部受託
  せんい 旭化成せんい（株） エステル工場 合成長繊維の製造
    ベンベルグ工場 セルロース繊維の製造、セルロース長繊維不織布の製造
    不織布工場 人工皮革、メルトブロー・スパンレース不織布の製造
    技術研究所 新規繊維の研究開発
   旭化成エルタス（株） ー 合繊長繊維不織布（スパンボンド）の製造
   旭化成せんい延岡（株） ー モノフィラメント糸の製造、ベンベルグ・エステル下請業務、釣り餌用ミミズ
   延岡加工紙（株） ー 不織布工場の下請け業務
  エレクトロニクス 旭化成エレクトロニクス（株） ファインパターン製品部 ファインパターンコイルの製造
    ペリクル製品部 ペリクルの製造
   旭化成マイクロシステム（株） 延岡製造所 半導体集積回路の設計、製造、販売
   旭化成テクノシステム（株） 延岡事業所 設備診断機器、環境監視機器の製造、評価用・機能確認ボードの製作など
   旭化成電子（株） 延岡工場 電子部品（磁気センサー）の製造
  ライフ＆リビング 旭化成ライフ＆リビング（株） サラン工場 サラン樹脂、サランラテックスの製造
  Ｓ＆Ｅ等 旭化成環境事業（株） ー 産業廃棄物の処理
   旭化成オフィスワン（株） ー 旭化成グループ資産の有効活用事業、受託事業
   （株）新旭サービス ー 保険代理店、ドコモショップ、ボウリング場
   （株）東洋検査センター 延岡事業所 環境分析・一般分析および臨床検査業務・土壌汚染評価

＊生産活動を行っていない、旭化成（株）、旭化成ケミカルズ（株）、旭化成ホームズ（株）、旭化成ファーマ（株）、旭化成せんい（株）、旭化成エレクトロニクス（株）、旭化成ライフ＆
リビング（株）、旭化成建材（株）の事業所については、レスポンシブル・ケア活動を行っていますが、省略しています。
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ビジョンと戦略

指標

1.1

1.2

報告組織の概要

指標

2.1

2.2

2.3

2.4

2.5

2.6

2.7

2.8

2.9

2.10

2.11

2.12

2.13

2.14

2.15

2.16

2.17

2.18

2.19

2.21

2.22

統治構造とマネジメントシステム

指標

3.1

3.4

3.6

3.7

3.8

3.9

3.1

3.11

3.12

3.13

3.15

3.16

3.17

3.19

3.2

4.1

経済的パフォーマンス指標

指標

EC1.

EC2.

環境パフォーマンス指標

組織のビジョンと戦略に関する声明

報告書の主要要素を表す最高経営責任者（または同等の上級管理職）の
声明

報告組織の名称

主な製品やサービス

報告組織の事業構造

主要部門、製造部門子会社、系列企業および合弁企業の記述

事業所の所在国名

企業形態

対象市場の特質

組織規模

ステークホルダーのリスト

報告書に関する問い合わせ先

記載情報の報告期間

前回の報告書の発行日

報告組織の範囲

前回の報告書以降に発生した重大な変更

比較に重大な影響を与えうる報告上の基礎的事柄

再報告の性質、効果および理由

報告書作成に際しGRIの原則または規定を適用しない旨の決定の記述

経済・環境・社会的コストと効果の算出に使用された規準／定義

主要な経済・環境・社会情報に適用されている測定手法の、前回報告書
発行以降の大きな変更

報告書全体についての第三者保証書を付帯することに関する方針と現
行の取り組み

追加情報を入手する方法

組織の統治構造。取締役会の下にある、戦略設定と組織の監督に責任を
持つ主要委員会を含む

組織の経済・環境・社会的なリスクや機会を特定し管理するための、取締
役会レベルにおける監督プロセス

経済・環境・社会と他の関連事項に関する各方針の、監督、実施、監査に
責任を持つ組織構造と主務者

組織の使命と価値の声明。組織内で開発された行動規範または原則。経
済・環境・社会各パフォーマンスにかかわる方針とその実行についての方
針

取締役会への株主による勧告ないし指導のメカニズム

主要ステークホルダーの定義および選出の根拠

ステークホルダーとの協議の手法

ステークホルダーとの協議から生じた情報の種類

ステークホルダーの参画からもたらされる情報の活用状況

組織が予防的アプローチまたは予防原則を採用しているのか、また、採
用している場合はその方法の説明

産業および業界団体、あるいは国内／国際的な提言団体の会員になって
いるもののうちの主なもの

上流および下流部門での影響を管理するための方針とシステム。以下の
ものを含む
・外部委託と供給者の環境・社会的パフォーマンスにかかるサプライチ
ェーンマネジメント方針
・製品サービス責任についての取り組み

自己の活動の結果、間接的に生じる経済・環境・社会的影響を管理するた
めの報告組織としての取り組み

経済・環境・社会的パフォーマンスに関わるプログラムと手順

経済・環境・社会的マネジメントシステムに関わる認証状況

GRI 報告書内容の各要素の所在をセクションおよび指標ごとに示した表

顧客  総売上げ

顧客  市場の地域別内訳

記載ページ

1, 4, 8

3

記載ページ

2, 74

6

5, 7－8

2, 5, 71

7

5

5－8

7－8

1, 55

裏表紙

2

2

2, 71

n/a

n/a

n/a

2

47

n/a

67

裏表紙

記載ページ

18

18－19

14

15, 21

18, 56

1, 55

55

56－58

55

17, 21, 
35

21

41, 43,
59

14

13－16, 
22－23

28, 66,
70

73

記載ページ

7

7

記載ページ

25

25

25－26

29

27

30

30

31－32

26, 28,
30

26

47

社会的パフォーマンス指標

労働慣行と公正な労働条件

指標

雇用

安全衛生

多様性と機会

雇用*

教育研修*

人権

指標

方針とマネジメント

差別対策

方針とマネジメント*

懲罰慣行*

社会

指標

贈収賄と汚職

政治献金

地域社会

競争と価格設定*

製品責任

指標

顧客の安全衛生

製品とサービス

プライバシーの尊重

労働力の内訳

経営陣と労働者代表からなる公式の合同安全
衛生委員会の記述と、この様な委員会が対象
としている従業員の割合

一般的な疾病、病欠、欠勤率、および業務上の
死亡者数(下請け従業員を含む)

機会均等に関する方針やプログラムと、その施
行状況を保証する監視システムおよびその結
果の記述

上級管理職および企業統治機関（取締役会を
含む）の構成。男女比率およびその他、多様性
を示す文化的に適切な指標を含む

従業員に対する法定以上の福利厚生

雇用適性を持ち続けるための従業員支援およ
び職務終了への対処プログラムの記述

技能管理または生涯学習のための特別方針と
プログラム

業務上の人権問題の全側面に関する方針、ガ
イドライン、組織構成、手順に関する記述

投資および調達に関する意思決定（供給業者･
請負業者の選定を含む）の中に人権に与える
影響への配慮が含まれているか否かの立証

サプライ・チェーンや請負業者における人権パ
フォーマンスの評価と取り組みに関する方針
と手順（監視システムとその結果を含む）の
記述

業務上のあらゆる差別の撤廃に関するグロー
バルな方針、手順、プログラムの記述（監視シ
ステムとその結果も含む）

業務上の人権問題の全側面に関する方針と手
順についての従業員研修

不服申し立てについての業務慣行（人権問題
を含むが、それに限定されない）の記述

報復防止措置と、実効的な秘密保持・苦情処
理システムの記述（人権への影響を含むが、そ
れに限定されない）

贈収賄と汚職に関する方針、手順／マネジメン
トシステムと、組織と従業員の遵守システムの
記述

政治的なロビー活動や献金に関する方針、手順
／マネジメントシステムと遵守システムの記述

社会的、倫理、環境パフォーマンスに関する表
彰。贈収賄と汚職

不正競争行為を防ぐための組織の方針、手順
／マネジメントシステム、遵守システムの記述

製品・サービスの使用における顧客の安全衛
生の保護に関する方針、この方針が明白に述
べられ適用されている範囲、またこの問題を
扱うための手順／プログラム（監視システムと
その結果を含む）の記述

商品情報と品質表示に関する組織の方針、手順
／マネジメントシステム、遵守システムの記述

消費者のプライバシー保護に関する、方針、手順
／マネジメントシステム、遵守システムの記述

記載ページ

7－8

35

35

50－52

50－52

51－52

45, 53

45, 53

記載ページ

50

59

59

15, 50

15, 50,
53

15, 50

15

記載ページ

15

15

65

15

記載ページ

41

41

16

直接的エネルギー使用量

水の総使用量

温室効果ガス排出量

NOx、SOx、その他の重要な放出物

種類別と処理方法別の廃棄物総量

種類別の主要な排水

化学物質、石油および燃料の重大な漏出につ
いて、全件数と漏出量

主要製品およびサービスの主な環境影響

環境に関する国際的な宣言／協定／条約、全
国レベルの規制、地方レベルの規制、地域の
規制の違反に対する付帯義務と罰金

物流を目的とした輸送に関する重要な環境影
響

種類別の環境に対する総支出

指標

エネルギー

水

放出、排出および廃棄

製品とサービス

法の遵守

輸送*

その他の全般*

"*"が付いていない項目は必須指標で、付いている項目は任意指標。

EN3.

EN5.

EN8.

EN10.

EN11.

EN12.

EN13.

EN14.

EN16.
 　
 　

EN34.

EN35.

LA1.

LA6.

LA7.

LA10.

LA11.

LA12.

LA16.

LA17.

HR1.

HR2.

HR3.

HR4.

HR8.

HR9.

HR10.

SO2.

SO3.

SO4.

SO7.

PR1.

PR2.

PR3.

GRIガイドライン対照表
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東京本社

〒100-8440 東京都千代田区有楽町一丁目1番2号

（日比谷三井ビル）

Phone：（03）3507-2730

Fax：（03）3507-2495

大阪本社

〒530-8205 大阪市北区堂島浜一丁目2番6号

（新ダイビル）

Phone：（06）6347-3111

Fax：（06）6347-3077

北京事務所

Room1408, New China Insurance Tower,

No.12 Jian Guo Men Wai Avenue,

Chao Yang District, Beijing 100022, 

P. R. China

Phone：＋86-10-6569-3939

Fax：＋86-10-6569-3938

上海事務所

Room 2321, Shanghai Central Plaza,

381 Huaihai Zhong Road, Shanghai 200020, 

P. R. China

Phone：+86-21-6391-6111

Fax：+86-21-6391-6686

Asahi Kasei America Inc.
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New York, 

NY 10022, U.S.A.

Phone：+1-212-371-9900
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旭化成株式会社の概要

商号 旭化成株式会社
 （Asahi Kasei Corporation）

設立年月日 1931年5月21日

資本金 1,033億円

上場証券取引所 東京・大阪・名古屋・福岡・札幌の
 各証券取引所

当社グループは1991年に環境報告書を発行し、その後1997年から「レスポンシブ

ル・ケア（RC）報告書」と題して年次報告を続けてきました。

本レポートは、従来の同報告書の内容を、より充実させ、新たに「CSRレポート」

として発展させたものです。お客様、地域住民の皆様、社員など、ステークホルダー

の皆様から信頼される企業であり続けるためには、公平かつ適切に非財務情報を開示

することが、極めて重要であると認識しています。

本レポートが当社グループについてご理解いただく一助になれば幸いです。

旭化成（株）

総務部長 兼 広報室長

水野  雄氏
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事業会社

旭化成ケミカルズ株式会社
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Phone：03-3344-7111

旭化成ファーマ株式会社
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Phone：03-3259-5777

旭化成せんい株式会社
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（新ダイビル）

Phone：06-6347-3600
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旭化成建材株式会社
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Phone：03-5473-5251

旭化成ライフ&リビング株式会社

〒100-8440 東京都千代田区有楽町一丁目1番2号

（日比谷三井ビル）

Phone：03-3507-2939
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